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いo平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 4月 14

日~氏冬 新井 勉

所属 ･資格 法学部 ･教授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 首 l奨励研 -給 一般研究鋲 同)/総合研究 控 該当する種目をOで囲んでくださ

いo2 研

究課題明治前期における裁判 と政

府の干渉3 ●

研究の目的①明治前期における各裁判所の裁判について､政府の干渉の実態はどのようなものだったのか

oこの実態を明らかをこするo②制度面 .人事面の考察と具体的事例の研究を総合して進めることにより､
この期間における司法権独立の欠如ないしは脆弱性の実態が明らかになるど予想しているo③これまでこ

のテーマの詳細な研究は少なく､本研究は明治前期の司法権の実態について初めて詳細な研究結果を報告できると思

うO4 研究の概要大審院設置から裁判所構成法施行まで数多く生じた政治裁判たついて､政府がどの

ような干渉を行つたか.本研究は､このことについて詳細な研究を行 うo私は前にこのテーマについて少

し考察を試みたが､私の手元にも法学部の図書館にも資料が乏しく断念せざるをえなかった0本研究には､

高額な復刻版 e青書を含め､多

くの図書の収集が必要になるo5 研究組織 (共同研究 .総合研究

のみ該当します)･研

究代表者･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の ㊥ ･否) いずれかをOで囲んでください



[実績報告書 8-2]

部科校名 :法学部 氏名 :新井

勉6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください

｡)①研究の

準備学術研究助成金として交付された40 万円で以って､平成 19 年中に多くの書籍を購入した (一

部は平成 20 年 1月に及んだ)｡高額図書を含むこれらの書籍を､平成 19 年中にほとんど読了した｡

一方で､法学部図書館や法務図書館などで資料を博捜し､コピーを入手した

｡②研究の

結果本研究において明治前期というのは､司法省の設置から裁判所構成法の施行までの期間をさす｡

この期間を二分して､一つは､司法職務定制 (明治 5年 8月)･大審院諸裁判所職制章程 (明治 8年 5

月)下の裁判干渉､今一つは､裁判所官制 (明治 19 年 5 月)下の裁判干渉を考察し

た.制度面の司法権独立について､ごく簡単に図式化すると､司法職務定制においては行政権 ･司法

権は未分離であり､大審院諸裁判所職制章程において司法機関が行政機関から初めて分離された｡もっ

ともこのことは法制上の建前で､実際はそうではなかった｡内閣制度創設に伴う各省官制改正の一つと

して裁判所官制が公布され､この裁判所官制において裁判制度が確立されるとともに､裁判官の身分保

障が法定化された｡司法権独立は､制度面で成立したといえ

る｡前者の期間について､その頃の資料文献を調べると､政府 ･司法卿が個々の裁判について強力な

干渉を行ったことが明らかになった｡これは予想を裏づける結果であ

る｡後者の期間については､条約改正を横目に悦んで国内の法制度の整備が進められる中で､流石に

部外から裁判干渉することは難しくなった｡代って､司法部内における干渉の事例が大きな問題になっ

た｡その象徴として判決書に裁判所長の認印を要した慣行があげられる｡このことについては､当時の

裁判官たちが異口同音にその弊害を回顧し､指摘している｡(高橋文之助や磯谷幸次郎ら) 後に大津

事件が突発したさい､児島大審院長が掛判事らを内面指導した下地も､この慣行により形成されていた

ことがわかる

｡③研究の

成果以上の研究結果を､｢明治前期における裁判干渉｣ と題する論文に纏めることができた (平成 2

0 年2 月)｡これは､｢平成 19 年度の学術研究助成金による研究｣ と明示して､『日本法学』第 74 巻

第 1号に掲載される予

定｡本研究のテーマの下､なお研究を継続する予定で



【別紙様式 8】 課題番号 個OT-や00
2注 :課題番号を記入してください

｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報告

書平成 20 年 4 月 2
日日 本 大 学 総 長

殿 氏 名 新谷

直人所属 ･資格 法学部

教授下記のとおり報告いたしま



[実績報告書 8-2]

部科校名 :法学部 氏名 :新谷 星

人6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください

｡)はじ

めに日本労働法学会平成 20 年 10 月の大シンポジウムのテーマは ｢企業 ･企業システムの変容と労働

法｣であり､私も報告者グループの一員となった｡私の担当は ｢倒産法制の変容と集団的労使関係 (仮

)｣という内容である｡具体的には､破産法､民事再生法､会社更生法等の諸手続きの中で､労働組合

及び従業員集団がどのような役割を果たし､どのように雇用や労働債権を確保するのか､という問題を

取り上げる｡したがって､当初の研究課題である ｢企業再編に伴う労働法上の諸問題｣ というテーマよ

りは少し具体的に絞られたものとなっているが､倒産 ･会社再生もまた広い意味では企業再編ととらえ

ることができるばかりか､むしろ現在ではその重要な一領域を形成しているといってよい

｡1 倒産法制の

変遷戦前は､破産法､和議法､商法の会社整理 ･特別清算法制があり､戦後はこれらに加えて会社更

生法(1952 年)が制定された｡ところが､失われた 10 年ともいわれるバブル崩壊後の 1990 年代に､経

済のグローバル化と平成不況が重なり､にわかに企業の再編 ･統合､リストラが活発化した｡この事態

に従来の倒産法制では対応できなくなり､その見直しが急務となった｡その結果､1990 年代後半から 2

1 世紀初頭にかけて､和議法の廃止と民事再生法の制定､会社更生法の全面改正､破産法の全面改正､

会社法の大改正が相次いで実現した｡いまや企業倒産は､けっして異常事態ではなく日常的に起こりう

るものであり､労働者､労働組合もまた日頃から倒産に備える必要に迫られているのが現代の企業社会

の実情といえよう

｡2 倒産法制における労働組合等の位置

付け注目すべきは､近年の倒産法制において､労働組合や従業員代表の関与が大幅に取り入れられて

いるということである｡まず､清算型倒産法制である破産法では､労働組合等-の破産手続開始決定の通

知､債権者集会期日の通知､営業譲渡についての労働組合等の意見聴取､破産管財人の労働組合等-の

情報提供努力義務などの明文規定がある (条文は省略)｡つぎに再建型倒産法制である民事再生法及び

会社更生法では､破産法よりも広い労働組合等の関与が認められている｡たとえば財産報告集会におけ

る労働組合等の意見陳述や監督委員の解任申立て権などは､破産法にはない制度でありきわめて重要であ

る

｡3 ドイツの倒産法制と労働組合の

関与ドイツではすでに 1855 年に破産法､1935 年に和議法が制定され､わが国同様これら2 つの法体

制が長らく続いていたが､1989 年の東西 ドイツ統一を契機に破産法と和議法を統合して新たに倒産法が

制定された｡新倒産法は､清算型と再建型を 1本にまとめている点が特徴であり､わが国と異なってい

る｡ドイツ倒産法では､労働債権はわが国と同様､財団債権として優先的に支払われる｡集団的労使

関係の面では､倒産の迅速な処理という観点から､平常時を想定した事業所組織法を一定程度修正して

緊急事態に備えるという姿勢を示している

｡4 今後の研究

課題第 1に､現実の倒産における労働組合等の対応を知る必要がある｡連合や弁護士からの聞き取り

を予定している｡第 2 に､判例の分析である｡倒産時の解雇の法理､会社倒産と不当労働行為､とくに

団体交渉の相手方は誰か (破産会社､管財人､譲渡先会社､ファンド､裁判所)など､未解明の問題は多

い｡第 3 に従業員代表制を含む立法構想である｡現行の労基法上の過半数代表制だけでは､もはや倒産

時に対応できなくなっていることは明らかであ

る｡以上の研究をさらにすすめて､本年秋に学会報告し､労働法学会誌に発表する予定である｡



【別紙様式 8】
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O平成 19 年度 学術研究助成金実績報告

書 平成 20 年 4 月 1
6 日日 本 大 学 総 長

殿 氏 名 神 尾 真 知

子所属 ｡資格 法 学 部 教

授下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 l奨励研究/般研究( /一般研究(共同)/総合研究 E;3::該当する種目を O で囲んでくださ
いo2 研

究課題フランスにおける育児の法的保障

と法解釈-社会保障法及び労働法からの法的分析-

3 研究の目的①フランス社会保障法及び労働法は､どのように育児の法的保障を行っているのか､また判

例における法解釈

を明らかにするo②育児を､社会保障法及び労働法から多角的 .総合的に研究す

るo4 研究の概要①フランスの育児の法的保障及び判例に

関する文献を解読するo②フランスを訪問し､育児関連の政府機関､労働組合､使用者団体､民間団体､

研究者にインタビューし､育児の法的保障に対する考え方を直接確

かめ､かつ資料を収集するo5 研究組織 (共同研究 .総合研究の

み該当します)･研究

代表者･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の @ ･否) いずれかをOで囲んでくださいC



[実績報告書 8-2]

部科校名 :法学部 氏名 :神尾真知

子6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください

｡)育児は､2 つの側面を有している｡第 1に､子育てそのものであり､そのために労力と時間を必

要とする｡労働者の場合､職場と家庭は場所的に離れているので､子育てしながら労務の提供を行うこ

とは不可能である｡社会保障法では､親が労働者である子どものために､｢保育に欠ける｣ という子ど

ものニーズを社会的に取り上げ､保育サービスを提供する｡労働法では､子育てをするための時間と従

業員と鞄13等の地位を法的に保障するための育児休業やその他子育てに関連する休暇を法制度化するo
第 2に､ ,子育てに伴う経済的な負担である.社会保障法は､子育てに伴う経済的負担を ｢所得の減少｣

と見て社会的に所得保障するために児童手当 (家族給付)を支給する｡労働法では､子育てに伴う負担

は労務の提供とは直接関係しないので､使用者に貸金支払い義務は発生しない｡そして､そのような扶

養に伴う負担に対して手当を支払うかは労使自治に委ねている｡｢育児｣を社会保障法と労働法の 2 つ

の法からみると､とらえ方及び法的保障のあり方に相違があり､｢育児｣を多角的 ･総合的に検討する

ことによって ｢育児の法的保障｣の全体像を理解することができ

る｡フランスでは､ 19 世紀から人口の減少問題があり､家族政策が社会保障の一分野と位置づけら

れている｡社会廃障法では､育児に伴う経済的負担に対する所得保障が家族政策として制度化されてい

る｡出産､養子､育児休業､家庭的保育サービスの利用､養育､障碑､つきそい､新学期などによる経

済的負担に対するきめ細かな所得保障が､｢家族給付｣ としてなされている｡このような家族給付によ

る所得保障の背景には､低所得の家族の状況を改善する ｢垂直的連帯｣ と子どものいる家族といない社

会構成員間の ｢水平的連帯｣がある｡特に､｢水平的連動 は､｢子どもを持つこと｣の経済的負担を､

所得の減少として社会保障法上配慮している｡｢水平的連帯｣ として位置づけられる家族給付の中核で
ある｢家族手当｣ は､受給資格に所得要件をつけていない｡家族給付の財源に対する企業負担は重いが

､受給者は企業に雇用されている人に限定されておらず､支給対象に普遍性があることがフランスの特

色である｡ 国家レベルでの子育てに対する所得保障が手厚く行われている｡したがって､フランスの場合

は､労働者が家族を扶養していることに対して扶養手当を企業が賃金として支給するということは余

り行われていない｡賃金として支給する場合は､男女同一賃金原則の適用を受ける｡女性労働者だけに

保育費用を補填する保育手当を支給し､同じ条件の男性労働者には支給しなかったことが､裁判で争わ

れ､男女同一貸金原則に違反すると判断されてい

る.保育サービスは､フランスでは､日本のように ｢保育に欠ける｣という子どものニーズとしてだ

けとらえるのではなく､家族政策のなかで､次のような3つの使命を持つものと規定されている｡①子

どもの健康､安全､充実感､発達に配慮すること､②障樽を持つ子どもや慢性の病気を持つ子どもの社

会的統合をめざすこと､③職業生活と家庭生活の両立を可能にするように親を援助することOフランス

の保育サービスは､子どもの福祉と発達､障樽を持つ子ども等の社会的統合､仕事と家庭の両立に向け
た親-の援助という多様な使命を有している｡保育サービスは､日本のように ｢保育に欠ける｣ という

子どものニーズに対するだけのものではなく､仕事と家庭の両立という親のニーズに対するものとなっ

ている｡これは､保育サービスが日本では児童福祉に位置づけられているのに対し､フランスは家族政
策に位置づけられていることからきてい

る｡保育所による施設保育のみならず､保育マアによる家犀保育が充実しているが､家族給付により
経済的負担を軽減して､どのような保育サービスでも実際に選択できるようにしている｡そして､女性

が仕事を継続できるように法政策が取られてい

る｡3 歳未満の子どもの保育においては､保育所よりも保育ママによる保育が大きな役割を果たし

ている｡フランスでは女性が子どもをどこかに預けながら仕事を継続することは可鹿なことであり､育

児休業の役割は日本に比べて低かった｡しかし､ 1 994 年の法改正により､それまで第 3子から支給

されていた家族給付が､第 2子から支給されることになり､低所得の女性たちが労働市場から撤退してしま,
L'った｡育児休業に対する家族給付は､雇用されていることは受給継続要件にはなっていない｡この

点が日本の育児休業給付との大きな違いである｡日本では､職場復帰することを受給要件にしているの

で､休業後退職する労働者は育児休業給付を受給できない｡そこで､フランスでは家族給付に関する法

規定を改正し､保育サービスに伴う経済的負担を軽減することを強化して再構築した家族給付である ｢



[実績報告書 8-3 〕

部科校名 :法学部 氏名 :神尾真

知子研究の結果 (つづ

き)児受け入れ手当｣ を創設した｡この手当の影響で､産後就労継続する女性が増えたことが統計上
明らかになって

いる｡フランスの育児休業は､全日休業型とパートタイム労働型の両方のタイプが法定化されている

｡育児休業の権利は形成的な権利である｡ 1994 年の法改正までは､100 人未満の中小企業に対し

て生産や円滑な運営に有害な影響のある場合は､育児休業やパートタイム労働を拒否できると規定し

ていたが､ 1994 年の法改正によって規定は削除された｡すなわち､例外的に中小企業には育児休業

を拒否する権利を認めていたが､そのような例外を廃止し､原則に戻りたとえ中小企業でも労働者の育

児休業の申出を拒否することはできなくなった｡判例によると､労働法典に定める申出の様式は､労働

者の育児休業の権利の開始条件とは解されない｡申出期間の不遵守は使用者による申出の不受理を正当

化しない｡パートタイム労働-の申出も､形成的な権利と解されている｡したがって､使用者は拒否で

きないが､パートタイム労働の時間配分については､労使の合意により､不合意のときは使用者が決定

する権限がある｡ただし､使用者によって提案された時間制が労働者の絶対的な家族的な義務と相容れ

ないときは､労働者がその提案を拒否しても重大な過夫を構成しない｡フランスでは､育児休業中の労

働契約は停止していると法的に解されている｡育児休業以外に理由で労働契約を解約することは可能で

ある｡上記文献研究に加えて､ 2007 年 9月 3 日(月)から10 日(月)まで行ったインタビューによ

って､政府､全国家族手当金庫､使用者団体､労働組合､家族団体､企業､研究者 (人口問題研究所､

国立科学研究センター)の育児に対する考えを聞くことができ､さらには集団保育所を見学することがで

きた｡インタビューの内容の一部は､女性空間25 号(近刊)に掲載される予定である｡

以上注 :必要に応じて,このページをご使用くだ
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課題番号 r回07- OO

牛注 :課題菅号を記入してください

｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡ 氏

名 平成 持 年 3 月タ

/ 日
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部科校 名 ‥‡去将 夢 や 氏名 ニ僚 最

後6 研究 の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してくださいO
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【別紙様式 8 】

課題番号 相〔阜
丹注 .･課題番号を記入してくださ

いO平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 4 月 1

7 日氏 名 山 岡 永

知所属 ｡資格 法学部 教 授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 奨励研究/ /一般研究(共同)/総合研究 注:該当する種目を○で囲んでくださ

い｡2 研究

課題｢アメリカ合衆国連邦制度下における権限の配分に関する研

究｣3 研究の

目的アメリカの連邦制度下において､連邦政府の権限と州政府の権限の配分について

研究す

る｡4 研究の概

要アメリカ合衆国誕生に至るまでの背景について考察す

る｡1. 合衆国憲法制定と憲法下における権限の配分にについて考察す

る｡2. 合衆国最高裁判所の判例に示される法廷意見を分析し､連邦政府の権限の範囲

､及び､権限の拡大状状況を考察し､逆に､州政府による州際問題に関する権限につ

いても考察す

る｡3. 日米

比較日米間の土地構造における権限の配分について考察す

る｡ [実績報告書 8-

2〕※ホームページ等での公開の 杏) いずれかを○で囲んでください.否の場合は,理由笛を添付して下さ



部科校名 :法学部 氏名 山岡永知

6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡)

研究課題については前年度から進めており､19 年度は収集した資料の整理 ｡分析し､更

に､アメリカ合衆国グアム領に所在する連邦地方裁判所及び法律学専門図書館を訪問して､

判例や法令について詳細に調査研究した｡その結果を論文としてまとめて､日本法学に投

稿した｡

論題名 :｢アメリカ合衆国連邦制度下における権限の配分に関する基本原理｣

機関誌名 :日本法学第 73 巻 2号 333-361 頁

発行 日:平成 19 年 12 月 15 日

発行者 :日本大学法学研究所



【別紙様式 8 】
課題番号 個 07-00

7注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 4 月 7

日氏 名

所属 ･資格 工 藤 聡法 学 部 ･准 教 授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 奨励研究 一般研究(共同)/総合研究 注:該当する種目を○で囲んでくださ

い｡2 研究

課題航空機事故における犠牲者家族対応に伴う関係主体の義務と

責任3 研究の

目的航空機事故の発生時に､航空会社､ボランティア団体､所管自治体､及び運輸行政庁等が協力して犠

牲者の家族ケアにあたるという､近時の米国連邦法上の制度において､これら関係主体が如何なる法的関係

に立つのかを解明することにより､航空法の命題である ｢航空利用コストの公平な分担｣を多元的に構成し直

す｡4 研究の

概要航空機事故は､航空の物理的特性が生む不可避の現象であるが､これは公共交通システムに係るいわ

ば社会的災害であり､当事航空会社に専ら責めを負わせて解決し得るものではない｡例えば､事故犠牲者の

家族は､犠牲者本人の損害賠償請求権を承継するという間接的関係だけでなく､事故後の混乱において精神

的影響を受けるなど､事故と直接的かつ重大な関係を有する｡彼らが必要とするカウンセリングについて､

関連費用の一部を航空会社が負担することには合理性があるとしても､同時に航空会社が自ら家族ケアに当

たるというには無理がある｡また､行政機関との連携 ･対応の組織化も､しかるべき主体のコーディネイ ト

によってなされるべきである｡このように､家族の精神的ケア､物理的な需要の充足や､関係機関との調整

､費用の負担といった機能ごとに適切な主体が役割を分担することではじめて､航空機事故の影響は最小化

され得る｡従来の航空法学において､十分顧みられてこなかった視点であ

る｡5 研究組織 (共同研究 ･総合研究のみ該当しま

す)･研究代表者

･研究分担者 (役割分

担)※ホームページ等での公開の いずれかをOで囲んでくださいO否の場合は,理由書を添付して下さ



[実績報告書 8-2〕

部 科校名:法 学 部 氏名: 工 藤 聡

-6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください

｡)① 問題

状況重量物体が空中を浮揚するという航空の物理的特性によって､ひとたび航空機事故が発生すると被

害は甚大なものとなり､航空災害とも評される悲惨な様相を呈することになる｡その混乱の中で悲嘆にく

れる犠牲者の家族はいかにケアされるべきか｡従来､航空会社の自主的対応に任されてきたこの問題に､

立法で対処したのが米国である｡1996 年航空災害家族援助法 (1997 年外国航空会社家族支援法で適用範囲

が拡げられ､2000 年の連邦航空災害家族援助計画で実施内容が具体化された｡以下､これらを総称し ｢援助

法｣という｡)に基づき､航空会社はその負担において､現地-の移動手段 ･同所での滞在場所の確保､カ

ウンセリング機関の手配､追悼行事の開催といった､家族に対する物心両面でのサポー トを義務付けられ

る｡援助法の理念は､乗客の逸失利益の補償とは一線を画するもので､家族自身を直接の事故当事者と

して認識し､その救済を図る航空立法上の新局面と位置付けられる｡しかし､航空会社としてどこまでの

注意を払いかつ資源を投下すれば十分と評価されるのか､その限界は十分明らかでない｡又､航空機事故

は社会的災害に他ならず､実際のケアは､政府機関､ボランティア団体等の資源と統合のうえ提供される

｡本研究は､そこで生起する重大な問題､即ち彼ら関係主体が各々負 うべき義務と責任の性質､内容及び

範囲を明らかにしようとするものである｡2001 年には､国際民間航空機関 (ICAO)が､米法の援助法に倣

ったガイ ドラインを加盟国宛通達し､この種の制度の構築について努力義務を課している｡我が国として

も､航空事情 ･行政機構などの条件面での相違をひとまず措き､航空機事故の主要な関係者である犠牲者

家族への組織的対応のあり方について､制度化の是非も含め本格的な議論を開始すべき時であ

る｡② 研究

方法本課題の研究は､文献研究の手法により行う｡ただし､問題意識を共有した包括的な文献は末だ存

在しないため､災害対応､危機管理といった関連領域の学術論文を間接資料とし､先駆的立法である援助

法にかかる米国連邦政府文書を直接資料として考察を進める｡また､国際民間航空機関のガイ ドライン関

連資料も､利用する｡スケジュールとしては､当初 2 ケ月で諸資料を入手し､続く 4 ケ月で援助法に基づ

く関係主体の役割､それに伴う義務と責任の態様を確認する｡その後の 6 ケ月で類推可能な関連分野の理

論 ･判例等を整理し､これを適用して援助法に基づく責任の内容 ･配分の合理性を見極めるべく研究を行

う｡③ 研究

成果米国の援助法制の下､家族対応に当たるのは､航空会社､行政機関及びボランティア団体である｡

このうち航空会社は､精神的ケア以外の家族対応を自己の費用負担においてなすとともに､ボランティア

団体が負担した費用を補償する責を負 う｡この責任は援助法に基づく特別法定責任であり､旅客運送契約

の一方当事者として､事故の犠牲となった旅客の逸失利益を補償すべき債務不履行責任からは区別され

る｡行政機関として家族対応に当たるのは､国家運輸安全委員会 (家族対応の組織化のための調整活動)

､事故発生自治体の消防 ･警察 ･検視官 (犠牲者救出 ･収容､現場保全､検視活動)､厚生省 ･司法省 ･国

防総省 (検視補助活動)､国務省 (渉外活動)､及び緊急事態管理庁 (報道対応)である｡各行政機関は､

援助法の授権に基づき又は一般行政行為として､それぞれ所管事務を執行す

る｡ボランティア団体とは､ここでは援助法に基づき指定を受けた特定のNPO (以下 ｢指定NPO｣

という｡)のことを指す｡指定NPO は､国家運輸安全委員会との業務委託契約に基づき家族に精神的ケア

を提供し､その費用について航空会社から補償を受け

る｡以上の関係主体が最終的に目的とするのは､基本的人権の尊重によって根拠付けられる､犠牲者家

族の救済 (relief) である｡そして救済は､家族への直接的対応すなわちケア (care) と間接的対応すな

わち支援 (assistance) とを構成要素として実現される｡ケアについては､その実施主体は専門的知識を要

し､事故との利害関係を有しないことが望ましい｡支援についても､行政行為と関係する事項が広範に及

び､行政機関相互の連携を現実的に行い得る権限が必要である｡そこで､前者については指定NPO が､

後者については国家運輸安全委員会を中核とする関係行政機関が､積極的な役割を与えられているのであ

る｡もっとも､事故当事者として第一義的な責任を負 うべきはやはり航空会社であり､可能な限りでの

家族対応と費用負担とをこれに課すのが衡平にかなう｡米国の援助法は､こうしたねらいの下に構築され
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部 科校名:法 学 部 氏名:工 藤 聡

-研究の結果 (つづ

き)現在最も包括的な内容を有する航空機事故犠牲者家族救済制度である｡現実には､各主体は不法行為

責任に留意する必要があり､また､航空会社の責任の限界を付保可能な範囲に客観化するため細かな努力が

払われるのであるが､航空機事故を社会的災害とみてその影響の甚大なるを想起するとき､かかる関係主体

間の権限と責任の分配は一定の合理性を有するものと思料され

る｡航空分野における国際協力を主導する国際連合の専門機関､国際民間航空機関は 2001 年､約 3年間に

わたる議論を踏まえ､航空機事故家族の救済のための制度の構築に関するサーキュラー第 285 号を､加盟国

政府に回付した｡そこでは､主要資料として米国の援助法が添付されているが､同時に､かかる包括的な対

応を長足に達成することには困難が伴 うことに配慮して､ひとまず犯罪被害者対応や遺体本人確認に係る警

察の人員 ･ノウハウを航空機事故に拡大適用するための権限付与を内容とする､ニュー ･ジーランド型の制

度も紹介されている｡我が国の場合､1985 年の御巣鷹の峰ジャンボ機墜落事故の事後対応をはじめとして､

航空会社の自発的意思による手厚い家族対応が実践されているといわれてお り､一部自治体には航空有事の

際の行政対応について規程化しているところもみられるが､いま一歩踏み込んで､自治体を超えた機関連携

の体制の構築や､航空会社の責任の限界付けをする必要は小さくないと考えられる｡

以上注 :必要に応 じて,このペレジをご使用 くださ
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課題番号 廟 〔つ一汗
斗注:課題番号を記入してくださ

い.平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 4 月 17

日氏 名

所属 ･資格 清 水 恵 介法学部 ･准教授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 一般研究(共同)/総合研究 注:該当する種目をOで囲んでくださ

い｡2 研究

課題民事法における詐欺規制の基礎的

考察3 研究の

目的｢振 り込め詐欺｣ に代表される詐欺被害が拡大する中,民事法における詐欺規制のあり方について,

刑事法との整合性を意識した解釈論を提示する｡また,近時,｢民法｣ と ｢刑法｣とを比較検討する試みが盛

んになりつつあるが,その中で,｢詐欺｣の問題については,法律実務上極めて重要なテーマであるにもかか

わらず,これを正面から比較検討する論稿がいまだ存在 しない状況にある｡既に,詐欺被害を含む犯罪被害

財産の被害者-の支給手頃が整備されたほか,昨年には,刑事手続内で民事の賠償を命ずる損害賠償命令制
度も導入されており,｢民法｣ と ｢刑法｣(特に,民法の ｢財産法｣と刑法の ｢財産犯｣)の接点がますます大

きくなりつつあることから,今後,｢詐欺｣の問題につき,両法分野からの整合的な説明を与えるための基礎
研究が強く要望されてくるものと予想され

る｡4 研究の

概要｢詐欺｣ を直接扱 う民法 96 条だけでなく,｢詐欺｣に関連する諸制度,つまり,公序良俗違反 (90 条
),錯誤無効 (95 条),債務不履行 (415 条),戦痕担保責任 (570 条),不法行為 (709 条)及び消費者契約

法 ･特定商取引法上の取消し等を考察の対象に含めるほか,刑法上の詐欺罪をめぐる判例 ･学説の動向も精査す

る｡5 研究組織 (共同研究 ･総合研究のみ該当しま

す)･研究代表者

･研究分担者 (役割分

担)※ホームページ等での公開の @ ∴否) いずれかを○で囲んでください｡否の場合は.理由書を添付して下さ



[実績報告書 8-2]

部科校名 :法 学 部 氏名 :清 水 恵

介6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000字以上記入してください｡

)現在,新たに創設された法制度 (特に,平成 20 年 6月 21 日施行予定の振り込め詐欺被害者救済法

〔犯罪利用預金口座等に係る資金による被害回復分配金の支払等に関する法律〕の制定)の影響や近時

出された裁判例の評価なども含めて考察する必要があり,研究結果を論文として取りまとめる段階には

至っていない｡ただし,論文の基本的内容ないし方向性は概略以下のようなものになると考えている

｡｢詐欺｣行為は,民法上は主に意思表示の取消しをもたらすもの (96 条 1項),刑法上は財産犯

を構成するもの (246 条)として把握される｡両者は,財産取引上の典型的な違法行為を規律する趣旨

において,比較に適した共通項をもつが,効果面が異なるのはもちろんのこと,要件面でも必ずしも適

用範囲を同じくするものではな

い｡まず,取消原因を構成する民法上の ｢詐欺｣についていえば,それは,もっぱら意思表示に向け

られたものであるから,自己決定権の侵害や法律行為制度の悪用に対する対抗手段として捉えられる｡

民法上の ｢詐欺｣は,法律行為の遡及的無効 (121 条本文)をもたらすものとして,債務からの解放や

原状回復を基礎付け,あるいは,不法行為制度 (709 条)を通じて信頼利益の賠償を基礎付けるものの

,刺事罰を科すことに比べれば微弱な効果をもつにすぎない｡ただ,効果が微弱な分だけ,その適用範

囲を拡大させる余地がある｡実際にも,判例 ･立法を通じて,動機錯誤に基づく無効主張 (95 条),暴

利行為としての公序良俗違反 (90 条),説明義務違反に基づく損害賠償請求 (415 条),消費者契約法 ･

特定商取引法に基づく各種の取消しなどが認められるに至っているが,これらの手段は,故意に基づく

明らかな ｢詐欺｣行為の立証が困難な場合であっても,実質的には詐欺取消しを認めたに等しい効果を

もたらすものである｡将来的には,同様の目的をもったこれらの ｢詐欺｣対抗手段を解釈論上,更には

立法論上合理的な範囲で統合することにより,詐欺的行為の救済を円滑化することが望ましい｡この点で

は,近時,詐欺規定を含んだ債権法の改正提案が相次いでいる諸外国の動向 (ヨーロッパ契約法原則 4:1

07条,ユニドロワ国際商事契約原則 3.8 条,フランス民法典債務法改正草案 1113 条以下など)が参

考になる｡もっとも,検討に当たっては,適用範囲を必要以上に拡大することで,財産取引における公

正な自由競争を阻害する危険性がないかといった競争法学 ･経済法学の観点からの省察も必要であ

る｡これに対し,刑法上の ｢詐欺｣は,民事法が必ずしも企図しない一般予防の効果をもつものとし

て,故意犯処罰の原則の下, 厳格な運用がなされている｡財産犯として位置付けられていることから

,詐欺結婚 (民法 747 条参照)-の不適用などといった限界はあるものの,振り込め詐欺のように,意

思表示を欠いた財物の交付 (いわゆる非債弁済 (民法 705 条参照)に相当する｡)をむしろ原則的な適

用事例としているといった点に,民法上の ｢詐欺｣と比較した場合の特色がみられ

る｡とはいえ,近時,立法面では,被害回復給付金支給制度 (平成 18 年 12 月 1 日施行)や消費者団

体訴訟制度 (平成 19 年 6月 7 日施行｡なお,平成 20 年度の通常国会には,差止請求の景表法 ･特定商

取法違反-の拡充を目的とする消費者契約法の改正法律案も提出されている｡),損害賠償命令制度 (平成

19年 6月 27 日から 1年 6月以内の政令で定める日施行),振り込め詐欺被害者救済制度 (前掲)の創

設などといった動向が,民法と刑法 (あるいは経済法)との接点を更に強めるものとなっている｡こう

した動向は,民法上の ｢詐欺｣と刑法上の ｢詐欺｣とがまったく無関係の制度として捉えられるべきも

のではなく,全法秩序の中での役割分担を表すものとみるべきであるとの傾向をよりいっそう強めるこ

ととなる｡この観点からは,いわゆる2項詐欺と意思表示に向けられた詐欺との関係,更には, 1項詐

欺と非債弁済との関係が問われてくるであろう｡近時,詐欺罪に関する新しい裁判例が続出している時

期でもあり,その裁判例をめぐる議論の中から民法学上有益な視点を抽出することには大きな意義があ



【別紙様式 8】
課題番号 個 07-00

9注 :課題番号を記入してください

｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報告

書平成 20 年 4 月 1
日日 本 大 学 総 長

殿 氏 名

所属 ･資格 友岡

史仁下記のとおり報告いたしま



[実績報告書 8-2]

部科校名 : 法学部 氏名 : 友岡 史

仁6 研 究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください

｡)平成 19 年度は､原子力安全行政における一端として､特に､立地問題に着目した研究を進

めてきた｡この内容は､従来､我が国において､新規の原子炉設置許可の段階において安全審査とし

て､原子炉等規制法に基づき行われるものと位置づけられるが､それよりも拡大し､発電所の ｢立

地｣という現象に着目することで､より現実的な諸課題の検討を試みた｡その結果､単に安全規制

という技術的問題に縛られず､環境に対する影響､さらには､立地自体の国民 (又は周辺住民)に

対するコンセンサスの獲得､という､大規模施設 (例､空港､高速道路等)の立地に見られる大き

な特徴を見出すことができることが分かっ

た｡以上の問題意識に立った上で､実際に採った研究手法としては､我が国の事例に対して参考

となるべき海外の事象を検討する手法を採ることにし､具体的には､イギリスの例を取り上げるこ

とにした｡その理由として､同国では､一時的に中断していた原子力発電所の新規立地にあたり､

二酸化炭素輩出の削減手段として原子力を主要電源として活用しようという政策的判断を行った

ことから､原子力発電所の立地が環境保護の観点から活用されるという､世界的にも注目される事

象が看取される点にあ

る｡そこで､イギリスの事例を検証した結果､本研究テーマとの関連で発見した諸問題として､

次の諸点を指摘でき

る｡一つに､これまで原子力政策に消極的だったイギリス政府にあって､積極先に乗り出した背景

が､まさに立地手続に関する問題にあった点である｡これは､具体的には､とりわけ SizewellB

発電所における周辺住民に対する ｢審問(inquiry) ｣手続の長期化が問題とされた点にあり､その

長期化に伴うロスを問題視している｡そもそも､イギリスにおける立地手続に係る審問とは､都市

計画の中で位置付けることが可能であるものの､通常の家屋とは異なり､このような大規模施設に

関する特殊性を十分に考慮しておくべきことになる｡そこで､この場合､審問手続において審

問官(inspector) に対する手続的な裁量判断が存在していたこととの絡みにおいて､審問の対象事

項を明確にすることで､手続の効率化を図る必要性が認識されるように至ったことがある｡そして

､このことは､原子力発電所の新規立地にあたり､決して安全審査をおろそかにする意味で問題視

されるものではなく､むしろ､い かなる方策が効率的かつ事業者として発電所の立地を具体化でき

るのか､というきわめて現実的視点に立った問題意識という指摘が可能と思われ､我が国の原子力

発電所の立地に係る規制の一端として､重要な参考例になることが明らかとなっ

た｡もう一つに､具体的な原子力に関する安全審査のあり方として､いわゆる ｢型式審査｣方式

がとられている点である｡これは､原子炉メーカーによって申請される炉の内容につき審査を行っ

ておき､その後､具体的な立地が始まる段階では､安全審査を経過したとみなすことで､時間の効

率化を図ろうというものである｡このことは､型式審査の具体的基準に関する事前規制が必要であ

る一方､地震が頻発する我が国-の審査方式として妥当であるか､という意味で､先の審問手続に

関する例とあわせて､重要な参考事例になることが分かっ

た｡以上のような問題意識を持って研究を遂行するにあたり､報告者は､平成 18 年度より参加

してきた日本エネルギー法研究所主催 ･原子力立地規制班研究会において ｢英国における原子力発

電所立地手続の変容- 審問手続の見直し議論を中心にして- ｣と題する研究報告を行う機会に

恵まれた (200 愚年 2 月 1 日)｡そこでは､成田頼明所長及び主査である高橋滋一橋大学教授のほか

､他の研究班メンバーから多数の示唆を受けることで､本研究を一層掘り下げることができ

た｡以上の平成 19 年度における研究作業によって得た結果については､平成 20 年度に原稿にま

とめることとし､そのアウトプットの方法は､学内紀要等-の投稿を予定してい



【別紙様式 8】
課題番号 個 07-01

0注 ･.課葛番号を記入してください

｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報告

書平成 20 年 4 月 17

日日 本 大 学 総 長

殿 氏 名 福島

康仁所属 ･

資格下記のとおり報告いたしま



[実績報告書8-2コ

部科校名 :法学部 氏名 :福島康

仁6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡)

都市間競争の戦略的政策形成において求められるものは､第 1 に､地方自治体が有する資源の有

効活用である｡有限かつその数量的限界が年々減少し続ける資源をいかに効率的配分するかである｡都

市自治体はニュー ･パブリック･マネジメントの思潮のもとで改革に取り組み､とりわけ､その手法

として多くの地方自治体では行政評価システムを導入し､より客観的かつ体系的なマネジメント･サイ

クルを模索である｡第 2 に､地方自治体の人的資源の能力開発である｡国依存型の職員の体質改善がなさ

れ､政策形成能力がいかに発揮するかが重要な要素となる｡政策形成過程におけ事業指向型発想から政

策指向型発想をもつ政策形成能力が求められる｡第 3 に､住民からの相談や苦情を受け付け､苦情を処理

し､紛争を解決する苦情紛争処理システムや広聴システムの充実である｡これには､法律に基づくもの

と法律に基づかないものがあり､前者には裁判外紛争手続としての､司法型 ADRや行政型ADR､民間型

がある｡後者には苦情紛争処理手続きとして､地方自治体が行う苦情処理や行政相談委員などによるも

のがある｡苦情処理システムの充実は､住民の権利救済､住民のコンセンサスの獲得､調整､情報のフ

ィードバック､政策改善などの複数の目的がある｡情報公開がアカウンタビリティの確保の面から有効

な手段であるが､それは行政から住民-の一方的なベクトルにすぎず､双方向性のベクトル-の転換に

よる信頼のガバナンス の構築されることにより､都市間競争に勝ち残るための方策であり､そのシス

テムの構築が急がれる｡そこで､本研究では､苦情紛争処理システムによる政策戦略支援システムの構

築に向けて､地方自治体のオンブズマン制度などに着目し､特殊オンブズマン制度の活用を中心に検討

を行っ

た｡結果として､特殊オンブズマンと行政相談委員の活用を併用的､複線的な苦情処理 ･広聴システ

ムを考察する場合､資源としての行政相談委員を一般行政オンブズマンとして捉え､その任に当たらせ

ることが有効的手段とした｡ また､行政相談委員の所管は-自治体のみでなく､近隣行政相談員とのネ

ットワークもあり地域を跨る苦情に対しても処理が可能であり､-自治体としてではなく地域としての

地域間連携していくうえでも大きな戦略となると結論づけ

た ｡これを国から依嘱されている国の資顔として捉えるのではなく､地域を支えるローカル ･ガバナ

ンスの一員として行政相談委員を位置づけ､それと密接な関係を構築し､苦情処理 ･広聴システムの一

部として取り込んでいくことが必要とした｡公的オンブズマンとしての管轄領域の限界は回避できない

が､個々の公的オンブズマンの独立性を保持しながら相互の機関ネットワークをいかに形成すること

が肝要であるとし

た｡苦情処理 ･広聴システムの充実から､フィー ドバックシステムの強化は行政需要や行政改善部分

に関する捕捉機能を向上させ､政策形成支援システムとして機能すると考えられる｡政策形成支援シス

テムは､行政評価による内部チェック機能､情報公開による外部チェック機能､内外の視点を持ったオ

ンブズマンにより､政策形成にかかる情報量が増加することにより都市自治体の機能的な再構築がなさ

れると考えられ



【別紙様式 8】
課題番号 個07-01
1注 :課題番号を記入してください

｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報告

書平成 20 年 4 月 15

日日 本 大 学 総 長

殿 氏 名 別府 三泰子

⑳所属 ･資格 准教授

-弓下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 l奨励研究/環海 研究(個劫 /-般研究(共同)/総合研究 l注=該当する種目をO で囲んでくださ

いo2 研究

課題 Wビジュアル .ジャーナリズムと歴史的記憶のねじれに関

する研究(事例 :マレーシア)

3 研究の目的アジア各地の戦争記念館や歴史記念館において語られている 20 世紀の展示に使用され

ているビジユアル .ジャーナリズム (主に写真､他に画報や動画を含む)をフィール ド調査し､日本国内
で記録されている史実としての新聞記事との相違を分析す

るo4 研究の概要当初の予定では､マレーシア各地の戦争記念館や歴史記念館を主な調査先として

､現地におけるフィールド調査を計画しており､資料収集 .分析と情報収集を行ったoその結果､イスラ

ム圏に属する少数民族による武力行使が世界各地で頻発しており､フィール ド調査を予定していたマレー

シア北部もタイ南部の情勢不安定の影響を受けていることが予想されたo調査目的地としていたコタバル

の主要戦跡が､地元の開発などによってあらかたの痕

跡を失っていることが判明したoそこで､今年度のマレーシア-のフィール ド調査の予定を変更する旨

の手続きを申請し､許可された0本調査の全体像はアジア全土にまたがるものであり､マレーシアに関す

る文献入手に時間がかかることから､今年度後半は､同じ目的で主に中国の戦跡の分析を行い､3

月中旬に現地フイ-ル ド調査を行ったo5 研究組織 (共同研究 .総合研究のみ

該当します)･研究代

表者別府 三泰子･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の ㊥ ･否) いずれかをOで囲ん



[実績報告書 8-2]

部科校名 :法学部 氏名 :別府三奈

子6 研 究 の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)本研究は､『｢ジャーナリズムの記録｣と ｢人々 (国家)の記憶｣』の関係に関する研究の一環であ
る.研究の仮説は､1990 年度以降､特に顕在化している､アジアと日本における歴史的記憶の溝の大き

な一因がジャーナリズムにある､というものである｡19 年度の研究目的は､文献および現地のフィール

ド調査によって､この仮説を検証していくことにあっ

た｡ジャーナリズムが機能しなければ､公の場で共有される出来事は､情報発信力のある者の声 (す

なわち､権力を持つものの声)が記録されやすい｡太平洋戦時下における日本の ｢新聞｣ の記録は､言

論の自由を保障されている今日の ｢新聞｣の記録と異なり､当時の軍部の意向を伝達し､時として戦意

を鼓舞するプロパガンダのツールともなっていた｡戦時下において､｢新聞｣がプロパガンダになるこ

と自体は､日本に限ったことではない｡日本とアジアにおける今日の歴史認識の問題は､その後､平時

にもどって戦時の出来事を検証し､戦時下を覆ったプロパガンダ情報と､史実のギャップを埋める作業

が､戦後のジャーナリズムにおいて欠落､あるいは､弱かったことに起因している､と筆者は見てい

る｡ジャーナリズムは､歴史の最初の記録者といわれる｡日本における太平洋戦争の記憶は､｢原爆投

下｣や ｢玉音放送にうつむく人々｣ の写真によって､教科書に描かれる｡しかし､韓国や中国では ｢日

本軍による住民の虐殺や拷問｣｢抗日にたちあがる人々｣ といった写真によって､同じ時代が描かれてい

る｡今年度の検証としては､マレーシアの現地フィール ド調査によって､同じ時代がどのようなビジ

ュアルによって描かれているのか､その資料を足で収集することを第一義としていた｡しかし､治安上

､および､戦跡の保存に問題があることから､マレーシアに特化しての調査と検証は難しいことが年度

途中までのリサーチで明らかになっ

た｡そこで､本年度は､以下の 2方向からの検証を試み

た｡ひとつは､日本の新聞において､太平洋戦争がどのように描かれてきたのか､ということについ

ての内容分析である｡今日､戦争を日本の新聞がもっとも取り上げるのは､8 月 6日､9 日の原爆投下

の記念日と､8月 15 日である｡そこで､新聞紙面において､アジアでの出来事が､誰によってどのよう

に語られているのか､を時系列で分析した｡その結果､新聞によって､戦争体験を語る人に大きな偏り

がみられ､もっとも顕著なことは､アジア各国の人々の側から語られる体験が皆無に等しい､というこ

とである｡また､日本人による戦争体験の語りは､空襲下を逃げ惑い､あるいは､戦地での強行軍に疲

弊しつつ戦い通した体験である｡そこに併用されるビジュアルは､戦跡や体験者の顔であ

る｡もうひとつは､フィール ド調査の実施で､これはマレーシアが前述の事情で難しかったことから

､短時間で計画 ･実行可能で､治安上の問題も比較的小さい中国 ･南京で行った｡マレーシアやシンガ

ポールと中国は､華僑のネットワークが強靭であり､中国の影響を少なからず受けていることから､マ

レーシアのフィール ドに代わるものとして､また､アジア全土に係る問題意識の上からも､大変有効だっ

た｡フィール ド調査は､3 月上旬に南京で行った｡北京の抗日記念館の大掛かりな拡張工事に引き続い

て､南京市にある虐殺記念館も非常に大掛かりな拡張工事が行われており､展示の内容､展示方法､使

用映像点数､映像資料の展示方法のいずれもが､この 3年の間に大きく変更されてい

た｡南京大学を中心として､｢史実｣を描くための膨大な研究が包括的に行われた結果､3年前の調査

ではほとんどなかった被害者の聞き取り記録の大掛かりな展示や､巨大な造形物と慰霊の空間が創出さ

れていた｡その一方で､当時の日本の新聞記事が展示に多数使用されていた｡戦時下における ｢新聞｣

は､前述のようにいずれの国でもプロパガンダのツールとなっている｡日本の新聞もジャーナリズムか

らプロパガンダ-と､外見は変わらないままに変質していった戦時下の記録の､どこまでがジャーナリ

ズムであり､それがどのような方法で､プロパガンダ-と変質していったのか｡そして､それらの情報

のどの部分が､後世において､どのような文脈に置き直され､新たにどのような文脈で今日の ｢記憶｣

を形成しているか｡ここの部分は年度内には充分に手が回らなかったことから､引き続き資料を分類化

し､検証してい く所存であ



【別紙様式 8】  
課題番号  

イ感（）7・－♂／之  

注：課題番号を記入してください。  

平成19年度 学術研究助成金実績報告書  

平成  20年  3月  17日  
日 本 大 学 総 長  殿  

名  益井公司  氏  

所属・資格  准教授  

下記のとおり報告いたします。  

奨励研究／感／一般研究（共同）／総合研究  注：該当する種目を○で囲んでください。  1 種 目  

2 研究課題  

ヨーロッパにおける損害賠償法の動向  

3 研究の目的  

損害賠償の改正をわが国で考えるにあたっては、ヨーロッパにおける状況の把握が重要となる。そ  

のため、ドイツ民法や国連売買法等との比較を通してわが国の損害賠償法のあるべき姿を見出すこ  

とが本研究の目的である。ドイツでは第二次損害賠償変更法により更なる改正もなされており、検  

討すべき課題は多岐にわたるため数年の日時が必要となるが、当面は、日本法とドイツ民法との比  

較検討をすることにより、日本民法の方向性を見出すことを狙いとしている。  

4 研究の概要  
ドイツにおける損害賠償の内容の検討と日本民法に於けるそれとの比較検討が当面の課題となる。  

5 研究組織（共同研究・総合研究のみ該当します）  

・研究代表者  

・研究分担者（役割分担）   



［実績報告書8－2］  

部科校名：法学部  氏名：益井公司  

6 研究の結果（総合研究の研究代表者は，4，000字以上記入してください。）  

上記研究目的を達成するために、①シュレヒトリームの「Internatinales UN－Kaufrecht」の損害賠償と  

利息の部分を担当して翻訳することとし、翻訳原稿は既に完成しているが、この本全体の翻訳がいっ出  

版されることになるかはいまだ未定である。また、②フーバー 教授のなした「新ドイツ売買法における履  

行と損害賠償に関する近時の諸問題」という講演論文の翻訳をなした。①②ともに近いうちに印刷にふされ  

ることになっているが、これらを基にした損害賠償に関する論稿の形成には迷いがある。検討すべき課題が  

多すぎて1年や2年ではまとめることができないとい うことが明らかになってきたため、どのような方向で  

まとめるべきかにつき苦慮している。そのためこれらにも関連するが損害賠償に関するドイツ法の議論を中  

心にこの課題に当面答えるための小さな問題に焦点をしぼって論文を書き上げるために、責任能力の問題に  

焦点をしぼって論文を構成しようとも考えている。この方向での論文を現在構成中であるが完成には今一つ  

時間が必要である。   



【別紙様式 8】
課題番号 個 OT-01

3注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 2,0 年 4 月 /7

日氏 名 7iL本
務 ニ所属 ･資格 法学部 ･専任講師日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 ト 般研究(個人) l注:該当する種目を○で囲んでくださ

いO2 研

究課題｢部分構文｣と ｢全体+部分構文｣の意味の相違

について3

研究の目的英語には｢把捉(catch,grab,hold,e上c .)｣｢表面接触(hit,kick,kiss,etc .)｣｢進入(look,poke,shoot ,

etc .)｣などの物理的接触(physicalcontact) を表す場合､2 通 りの表現があることはよく知られ

ている○ひとつは｢"TakeMary'sarm" (動詞+所有格+身体部位)｣のようなタイプであり､もうひとつは｢"

TakeMarybythearm" (動詞+ (代)名詞+前置詞+定冠詞+身体部位)｣のようなタイプ
であるoここでは便宜的に前者のような身体部位を直接に目的語に取るタイプを ｢部分構文｣と呼び

､後者のように､まず全体に言及し､その後で前置詞を介して身体部位に言及するタイプを ｢全体+

部分構文｣と呼ぶことにする0本研究は両構文の意味の相違や特徴を解明するも

のであるo4 研究の概要BritishNationalCorpus(BNC) ,WordBanksOn11'17e ,HelsinkiCorpu

s,等々あまたのコーパスが存在 しており､また Google 等のサーチエンジンを用いることで多数の

言語データが得られたoこれら電子コーパス等を利用することによって､ある語と別のある語との共

起関係､使用頻度などが瞬時に検索することが出来た0本研究は以上述べたように､多くの資料の渉

猟､母語話者-のアンケー ト､そしてコーパスによ

る検索に多く依拠 しつつ､進められた○5 研究組織 (共同研究 .総合研究のみ該当します)

･研究代表者･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の (㊨ .育) いずれかを○で囲んで



[実績報告書 8-2]

部科校名 :法学部 氏名 :水本 孝

二6 研 究 の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)｢部分構文｣ と ｢全体+部分構文｣は池上 (1980-81 ､1991 ､1993) および Ikegami (1985) 等により

論じられている｡池上 (1993) によると後者の構文の特徴には次の 2 点があるという｡(1)動詞の目的語は

人間に限られる｡池上 (1993) ではこの ｢人間｣ を ｢有情者 (sentient) ｣と呼んでいる｡(2) 前置詞の目

的語は上記の有情者の ｢譲渡し得ない (inalienable) 所有物 (-身体部位)｣でなければならない｡以下の例

文でこれらの特徴を検討する (｢☆｣は非文法的な文 (-非文)であることを示す)0

(3)a:Johnhitthesurfaceofthetabl

e.(3)b:☆Johnhitthetableonthesurfac

e.池上 (1993:

4)(4)a:☆JohnstruckBillontheba

g.(4)b:JohnstruckBill'sba

g.池上 (1991:9 3)

(3b)が非文であるのは動詞 hit の目的語 tbetable が人間 (有情者)でないためであり､(4a) が非文であ

るのは前置詞の目的語 thebag がBil lの ｢譲渡し得ない所有物｣ではない からであるという.池上 (1993:3-

4)では ｢部分構文｣ と ｢全体+部分構文｣の意味の相違を次のように述べている｡

(5)a:JohnstruckBill'shea

d.(5)ち:JohnstruckBillonthehea

d.(6)a:JohnseizedBill'sar

m.(6)ち:JohnseizedBillbythear

m.前者 a)型の文はジョンの行為がビルの頭なり腕なり､身体のある特定の部分関わったという意味合いを

伝えるのに対して､後者 b)型の文では､そのようにしてビルの身体の特定の部分に対して加えられたジョン

の行為がビルに対して身体的にせよ､精神的にせよ､何らかの影響を与えたという意味合いを含むと解せら

れるということである｡

｢全体+部分構文｣ は ｢身体的にせよ､精神的にせよ､何らかの影響を与えたという意味合いを含む｣

という特徴を持つことから目的語になり得る名詞は人間を典型とするような知性や感情をもつ存在でなけれ

ばならない (この ｢知性や感情を持つ｣という点を捉えて池上は ｢有情者｣ という語を用いたのであろう)｡

また何らかの影響を受けるためには､その働きかけを受ける部分 (上記の ｢頭｣や ｢腕｣など)は有情者の

｢譲渡し得ない所有物｣でなければならない､というのが池上の諸論考の主張であ

る｡しかしながら私が調査したところでは､池上が ｢全体+部分構文｣の特徴として挙げた 2 点はいずれ

もあてはまらない｡例外が多数存在することが判明した｡動詞の目的語は有情者である人間に限るわけではな

い｡動植物でも無生物でも構わない｡また前置詞の目的語も譲渡し得ない所有物である必要はないのである

｡したがって当該構文は ｢身体的にせよ､精神的にせよ､何らかの影響を与えた｣という意味合いを含まな

い｡以下例文を挙げながら考察を進めた

い｡A 動詞の目的語が人間以外の動植物や無生物

の例(7)Itookthearmchairbythear

m.(8)Joeledtheelephantbythetrun

k.(9)Bobhauledthecarbythebumpe

r.(10)Iheldtheplantbytheste

m.B前置詞の目的語が譲渡し得ない所有物でな

い例(ll)Hetwitchedherbythesleev



[実績報告書8-3]

部科校名 :法学部 氏名 :水本 孝

二研究の結果 (つづ

き)(12)Hetookthedonkeybythebridl

e.(13)Hedraggedthedogbythecolla

r."sleeve,bridle,collar" はいずれも衣服やそれに類するもので譲渡し得ない所有物ではなく､いつでも

任意に脱着が可能なものである｡しかしながらこれらのものは通常は身につけているものである｡人間であ

れば衣服を身につけている状態が無標であり､飼い犬であれば首輪をしているものであり､ロバ (この場合

は荷役用の動物としての存在である)は人間が御するためにbridle をつけているのが普通の状態であり､そ

の意味ではこれらのものは脱着は可能ではあるものの､譲渡し得ない所有物に準ずるもの､身体の一部と見

なしうるものと考えることができ

る｡以上の考察により以下の結論を得た｡池上の主張とは異なり､｢全体+部分構文｣の目的語が有情

者でなければならすない､とい う制限はない｡人が他者 (人間､動植物および無生物を含む)の部分に対

して働きかけ (把捉､表面接触､進入)をする際､その部分 (この場合､その部分はそれを所有する全

体の譲渡しえない所有物でなくてはいけないが､先に見たように着衣のような身体の一部と見なし得る

ものをも含む)が他の部位と比較して､その働きかけを受けるための特段の際立ちを持ち､またその働

きかけが何らかの意味で全体-影響を与えることが示される場合に ｢全体+部分構文｣が用いられる､

と言える｡ただ一部の母語話者の意見では､人間以外のものがこの構文の目的語になると､人間の場合

とは異なって､使用可能な文脈は制限されることは確かである｡｢全体+部分構文｣ の目的語に人間が

なることが多いのは､人間が有情者であるからではなくて､ひとつには人間は相互に明確に区別された

譲渡し得ない所有物､すなわち身体部位 (hand,arm,head,stomach,temple,cheek,etc.) を多数持つ

存在として際立っているからである｡無生物､たとえば armchair の譲渡できない所有物は､arm,chair,ba

ckくらいしか思いつかないし､更にそれらに対する働きかけに言語的､文化的意味が生じる場合を想

起する機会も少ない｡またこのように人間の身体部位-の働きかけには､愛情表現､友愛､激励､行為

の制限､注意の喚起等々の言語的意味があることもこの構文の目的語に人間がなることが多い理由のひ

とつであると考えられ

る｡注 :必要に応じて,このページをご使用くださ



【別紙様式 8】
課題番号 個 OT-0 1

4注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 5月

9 日氏 名

所属 ･資格 菅野

剛

文理学部 ･准教授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 L奨励研究/○一般研究(個人)/一般研究(共同)/総合研究 笹 該当する種目を○で囲んでくださ

いO2 研

究課題社会構造論-の社会過程論的視座の導入に関する実

証的研究3

研究の目的社会階層や格差に関連する全国調査データや関連する地域調査データを用いて､社会階層論

に社会的ネットワークの視点を導入することで､新たな社会的格差のメカニズムについての研究を行う○

4 研究の概要社会階層と社会的ネットワークやコミュニケーション､情報リテラシーの関連に注目

し､既存の経済的格差とは異なる形で生じる生活における格差に

ついて分析を行ったo5 研究組織 (共同研究 .総

合研究のみ該当します)･研究代表者

･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の (○可 ･否) いずれかを○で囲んでください｡否の場合



[実績報告書 8-2]

部科校名 : 文理学部 氏名 : 菅野

剛6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください

｡)現代日本社会における社会階層と情報リテラシーの関連について､高次検証的因子分析を用いて

分析を行った｡いわゆる情報技術革命により人々の生活は大きな変化を被っている｡そこで､2001 年に

実施した JIS2001 (情報化社会に関する全国調査､研究代表者 直井優)でデータを用いて､社会階層

における新たな側面や局面について分析を行った｡JIS2001 は､日本全国の 20-89 歳の男女を対象とし

た面接 ･留め置き併用調査であり､計画標本数は 1500 ､回収率は 67.4 %､有効標本数は 101 1であり､

社会階層､情報リテラシー､ライフスタイルや社会的ネットワーク等について調査を行った｡調査デー

タについては､SRDQ:質問紙法にもとづく社会調査データベース(srdq.bus.osaka-u.ac.jp/) にアクセ

スする形で一般公開もされており､多変量解析による分析も可能となってい

る｡情報格差やデジタル ･デバイ ドという形で指摘されてきた状況については､情報リテラシーを測

定する個別指標､社会階層を測定する変数､用いる分析手法の種類等において､先行研究において様々

に異なっている｡また､格差の大きさ･深刻さについても知見や判断が大きく分かれており､詳細な確

認が重要と言える｡そこで､情報リテラシーについては様々な指標を取り込み､高次検証的因子分析を

行うことで､包括的な測定を試みた｡また､これを踏まえて社会階層と情報リテラシーについてのMIMI

Cモデルにより分析を行い､情報格差の有無について確認した｡さらにMIMIC モデルについて多母集団

解析も行い､男女における細かな差異を確認 した｡分析結果については TheEleventhAsianStudi

esConferenceJapan(ASCJ2007) において発表した｡また､社会階層､情報リテラシー､社会的ネッ

トワークについても関連が確認出来ることから､単純な経済的格差とは異なる形での､社会的資源の生

成 ･連鎖プロセスについて示唆が得られた｡ただし､今後はさらに詳細な分析による慎重な確認が必要

と言え



【別紙様式 8 】

課題番号 傾 pr7-0i
∫汰:課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡ 氏 名 中 森 広

遣 平成 20 年 5月

9 日所属 ･資格 文理学部 ･

教授1 種 目 l奨励研究 一̂般研究(個 )̂I/一般研究(共同)/総合研究 笹 該当する種目をOで囲んでくださ

いO2 研

究課題｢緊急地震速報｣の導入と人々の意識に関する

調査研究3

研究の目的気象庁が､導入する新しい地震情報システム ｢緊急地震速報｣について､情報の受け手とな

る不特定多数の収容施設の管理者や一般の人々の認識､評価､意識ならびに要望などについて調査を行い､｢

緊急地震速報｣の受け手側の問題点や課題を明らかにし､その結果を踏まえて､｢緊急地震速報｣に関する

､言わば ｢望ましい受け取り方 .対処の方法｣を考究 .提示す

る○4 研究の概要(1)アン

ケート調査 (全国調査)一般の人々に対する ｢緊急地震速報｣に関するアンケートを実施したo調査の一般性を高
めるために､全国に多数のWEB調査のためのモニターを持つ社会調査会社に委託した

o(2) とりまとめと提嘗調査結果をもとに､｢緊急地震速報｣における ｢情報の受け手｣側の問題点や課題を
明らかにし､その知見により､情報の受け手側が行うための具体策を示して､｢緊急地震速報｣の有

効な活用についての提言を行った○5 研究組織 (共同研究 .総合研究のみ該当します)

･研究代表者･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の 個 ･否) いずれかをOで囲んでくだ



[実績報告書 8-2]

部科校名 :文理学部 氏名 :中森広

道6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入 してください

｡)(1)アンケート調査の

概要｢緊急地震速報｣の先行的運用開始前の平成19 年9月に､調査会社のモニターから抽出した全国の18 歳以上の男女を対象にWEBア

ンケート調査を実施した (回答者:1069 名)

｡(2) 調査

結果まず､｢緊急地震速報｣についての認知度であるが､｢知っていた｣が 19% ､｢なんとなく聞いたことがあった｣が 48% ､｢全く知

らなかった｣が 33% で､約 3割の人が ｢緊急地震速報｣の存在を知らなかったという結果だった｡この中で｢『緊急地震速報』を知ってい
た｣と回答した人 (｢全く知らなかった｣と回答した以外の 941 名)に､｢今年 (平成 19 年)10 月 1 日の本連用が始まるかもしれない

｣ことを知っていたかについて尋ねたところ,｢知らなかった｣が 27.2% ､｢開始日は知らなかったが今年中に始まることは知っていた

｣が38.4% ､｢知っていた｣が 34.4% であった｡また､｢緊急地震速報｣は､全ての地震について揺れが来る前に情報が伝えられるもので

はなく､震源が近い場所などでは､緊急地震速報が間に合わない場合もあるが､このことについて知っていたかどうか尋ねたところ､｢

知っていた｣が 57.8% だったが､｢すべての地震が問に合うと思っていた｣という人も18.8% を占めていた｡また､テレビ･ラジオで伝

えられる ｢緊急地震速報｣は全ての地震ではなく､｢どこかで震度5弱以上の揺れが観測されることが予想される地震について､震度4

以上の揺れが予想される地域｣について出されるものであるが､このことについて知っていたかどうか尋ねたところ､知っていた人は 13.

5%で､最も回答が多かったのは ｢とにかく揺れる地域を対象としていると思った｣の 40.8% だっ

た｡次に､｢緊急地震速報｣は､①発表することにより混乱が生じる懸念がある､②誤報や空振りがある､という点を挙げて､一般の

人々に伝えることへの賛否を尋ねた.まず､(彰の ｢混乱｣は､｢多少の混乱があっても積極的に流してほしい｣が 52.8% ､｢混乱が起こ

らない対策を行ってから流してほしい｣が 49.7% と､ほぼ半々となった｡この結果は､性別で差が見られ､｢積極的に流してほしい｣を

選んだ人は男性に多く､｢混乱が起こらないような対策を行ってから｣を選んだ人は女性に多く見られた｡次に､②の ｢誤報や空振り｣

は､｢誤報や空振りがあっても積極的に流してほしい｣が 73.2% ､｢絶対に問適わないというシステムができるまで流さないでほしい

｣が20.3% という結果で､こちらは性別による差はほとんどなかった｡これらの結果から､｢緊急地震速報｣を一般に伝えることについて

は､｢誤報はあっても仕方がないが混乱が生じることは問題である｣と考える人が多い傾向にあると考えられ

る｡次に､不特定多数の収容施設で ｢緊急地震速報｣が伝わった時､人々はどのようなことが起こるとイメージし､どのような対応

をとると考えているのだろうかについて尋ねた｡｢デパート､地下街､駅など不特定多数の人々が利用する施設で 『緊急地震速報』が流

れた場合にどんなことが起こると思いますか｣という質問をしたところ (複数回答)､｢多くの人が､出口に殺到して大混乱が起こる｣

を選んだ人が最も多く共に 8 割以上を占める一方､これらの選択肢の中で最も適切な対応と考えられる ｢多くの人が危ない場所から離

れたり安全な姿勢をとったり身を守る｣を選んだ人は､3割に満たない結果となった｡いわゆるパニックをはじめとする望ましくない対

応を人々がとるのではないかとイメージする人が多いようである｡｢緊急地震速報｣の受け手の ｢望ましくない対応｣は ｢出口に殺到す

る｣ことなどによって生じる ｢パニック｣だけではない｡｢緊急地震速報｣を聞いて何をしていいかわからずうろうろすることや本来危

険な場所にいながらその場所から離れたり身を守る姿勢をとらないこと､さらに何もしないことも ｢望ましくない対応｣であろう｡特

に不特定多数の収容施設の管理者にとっては､これらの ｢望ましくない対応｣を人々がとらないようにするための対策が課題となってい

る｡｢緊急地震速報｣を一般の人々に発表するための準備･対策として不特定多数の人々が利用する施設の管理者に希望することにつ

いて質問について結果を見ると､最も多い回答が ｢適切なアナウンス｣(73.8%) で､次いで ｢従業員が適切な指示をしてほしい｣(68.5

%)だった｡また､｢安全な空間をあらかじめ作っていてほしい｣(63.2%) ､｢危険な場所をはっきりとわかるようにしてほしい｣(52.7

)といった､安全･危険な場所を明示してはしいという意見も多かった｡また､利用者がとるべき対応の認識方法として､｢どういう行

動をとればよいか掲示をしてほしい｣が 63.9% に対し ｢どういう行動をとればよいかチラシやリーフレットを置いてほしい｣が 34.1%

で､配布物より実際の掲示によって知らせてほしいと希望する人が多く､ ｢何をすればよいか｣｢どこが安全なのか｣ということが､そ

の場でわかるようにしておいてほしいと望んでいる人が多いことを示しているものである｡なお､｢『緊急地震速報』を利用者には流さ

ないでほしい｣という回答は 1.3%で､ 不特定多数の人が利用する施設において ｢緊急地震速報｣を流すことに反対をしている人はわず

かであることがわか

る｡(3)まとめと

提音｢緊急地震速報｣が発表された暗に､秒単位の短い時間の中で細かい具体的な対応や指示を全て伝えることは難しい｡そのため､｢

緊急地震速報｣が伝わった時に､情報の受け手が何をすればよいのかを予め検討し､｢『緊急地寅速報』の伝達｣と ｢それぞれの受け手

の対応｣をセットにして日頃から対輩を請じていかなければならない｡これらが､｢緊急地震速報｣の本連用に向けての大きな課題と言えよ



【別紙様式 8 】
課題番号 個 07-01

6注:課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡ 氏

名 平成 20 年 5月 9 日山 田 祐 子

､所属 ･資格 文理学部 ･ 准

教授1 種 目 I奨励研究/O-般研究(個人)/一般研究(共同)/総合研究 巨i:該当する種目をO で囲んでくださ
い○2 研

究課題高齢者虐待防止法の課題～市区町村高齢者虐待防止ネットワークの構築に関

する研究3

研究の目的｢高齢者虐待の防止､高齢者の養護者に対する支援等に関する法律｣(以下､｢高齢者虐待防止法｣ と記す)

が平成 18 年4 月より施行となり､日本において市区町村が主体となり､高齢者虐待に本格的な組織的取り組みが開始

されることになつたo厚生労働省は平成 17 年度予算おいて､高齢者虐待防止ネットワークの構築のモデル事業を全国 3

00 カ所で展開してきている0日本における高齢者虐待研究は 1990 年代に本格化したo申請者山田祐子も参加した国

内初めての全国の実態調査を契機に､福祉 .保健分野において調査が行われ､平成 16 年発表の厚生労働省の全国調査

報告に象徴されるように､その実態はある程度明らかにされ､現在の課題は高齢者虐待防止法実施後の検証と､予防と

対応についての実践的研究となっている0本研究では､市区町村においての高齢者虐待防止ネットワークの構築等,高

齢者虐待防止法実施後における課題について､評価と検証を行うため､市区町村において調査を行い実態把握と分析を

行うことを通して､より効果的な施策や､ソーシャルワーク等方法論の検討を行い､高齢者虐待防止法の 3年後の改正に向けて

の提言を行うo4 研究の概要全国 1,843 市区町村 (平成 18 年 3 月現在)の高齢者虐待防止主管課等に対して郵

送のアンケー ト調査 (悉皆調査)と関係機関にヒアリング調査を行い,実態

把握と分析を行うo【研究の構成】1 全国市区町村管轄課-の郵送のアンケー ト調査 (悉皆調査)

とその分析2 ヒアリング調査とその分析3 文献調査 :高齢者虐待対

応に関する行政資料､データの収集とその分析5 研究組織 (共同研究 .総合研究のみ該当します) *

非該当･研究代表者･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の (○可･否) いずれかを○で囲



[実績報告書 8-2]

部科校名 :文理学部 氏名 :山田 祐

子6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)以下の内容で,調査研究を行い,現在分析中である

｡【研究内

容】全国 1,843 市区町村 (平成 18 年 3 月現在)の高齢者虐待防止主管課等に対して郵送のアンケート調査

(悉皆調査)と関係機関にヒアリング調査を行い,実態把握と分析を行った

｡【研究の構成

】1 全国市区町村管轄課-の郵送のアンケー ト調査 (悉皆調査)とその

分析(1)質問紙を用いた郵送調

査(2 )対象機関 :全国市区町村の高齢者虐待防止主

管課1,843 箇所 (悉皆調

査)2 ヒアリング調査とその

分析(1)郵送調査を補い､更に詳細な分析を行うため市区町村の高齢者虐待防止の担当者,関係機関や関

係専門職に対し,意見交換,ヒアリングを行い,実態の分析とともに,課題の抽出やソーシャルワーク等の

方法論の検討を行った｡

(2) 調査対

象等1)自治体の高齢者虐待防止の担当者-訪問面接

調査2) 自治体主催の研修 (市民,民生委員,ケアマネージャー,地域包括支援センター職員,市町村担当

者,市町村のおける関係機関職員)の研修 (講師)の機会を得て､意見の交換を行うとともにアンケート調

査を実施し,実態の分析とともに,課題の抽出やソーシャルワーク等の方法論の検討を行っ

た｡3 文献調査 :高齢者虐待対応に関する行政資料､データの収集とその

分析(1)本テーマに関する①内外の文献 ･資料､調査研究,データ,②日本国内の各地方自治体の高齢者

虐待-の取り組みに関する対応マニュアル､報告書等の最新の資料収集をし､分析を行った

｡(2 )本年度は日本社会福祉士会の地域包括支援センター-の調査,介護支援協会のケアマネージャー

-のヒアリング調査の参加の機会を得て,実態の分析とともに,課題の抽出やソーシャルワーク等の方法論

の検討を行っ



【別紙様式 8 】
課題番号 イ重 07-01

7注 :課題番号を記入してください

｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報告

書平成 20 年 5 月 7
日日 本 大 学 総 長

殿 氏 名

所属 ･資格 小笠原 書康文理学部 ･

教授下記のとおり報告いたしま
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部科校名 :文理学部 氏名 :小笠原書



【別紙様式 8】  

注：課題番号を記入してください。  

平成19年度 学術研究助成金実績報告書  

平成 ヱ㌘年 私達月 3／日  
日 本 大 学 総 長  殿  

氏  名 

所属・資格  文理学部 教授  

下記のとおり報告いたします。  

※ホームページ等での公開の（可  いずれかを○で囲んでください。否の場合は，理由書を添付して下さい。   

User
鉛筆



〔実績報告書8－2】  

氏名：坂本真土  部科校名：文理学部   

6 研究の結果（総合研究の研究代表者は，4，000字以上記入してください。）  

コンジョイント分析という統計手法を用いてデータを分析した。コンジョイント分析とは，購買   

行動などの意思決定要因を検討するための統計分析の手法であり，どのような情報・要因が重要で   

あるかを調べる。コンジョイント分析では，部分効用値と呼ばれる各要因の水準の影響（例：合理   

化の報道が「ない」「ある」「詳細」の影響の違い）と，相対重要度と呼ばれる各要因の影響（例：  

「手段」「美化」「合理化」の影響の程度）を実験参加者ごとに求めることができる。これによって，   

本研究でとりあげた5つの要因の自殺抑止効果について検討することができる。   

（1）自殺の誘発について   

部分効用値は，合理化・詳細で最も大きく（0．472），合理化・なしで最も小さかった（－0．474）。   

また，相対重要度を百分率で表すと，合理化，美化，手段の順にそれぞれ，40．7％，34．0％，25．3％   

であった。このことから，自殺の誘発に関しては，自殺を合理化する記載が最も影響力が大きく，   

自殺を合理化する記載が詳細になされていると自殺を誘発する危険性が高まり，逆に自殺を合理化   

する記載がないと自殺を誘発する危険性が低くなることがわかった。なお，部分効用値をみると，   

自殺の手段については，詳細な記載で正（0．118），なしの場合が負（－0．107）となり，自殺の手段   

を記載することが自殺を誘発するという先行研究における指摘と一致した。しかし，美化では詳細   

な記載で負（－0．203），なしの場合が正（0．101）となり，自殺を美化する記載が詳細になされてい   

ると自殺念慮が抑制されるという結果となり，先行研究における指摘と逆の結果となった。   

（2）自殺の企図について   

部分効用値は，合理化・詳細で最も大きく（0．364），合理化・なしで最も小さかった（－0．374）。   

また，相対重要度を百分率で表すと，合理化，美化，手段の順にそれぞれ，37．7％，36．1％，26．3％   

であった。このことから，自殺の企図に関しては，自殺の美化と合理化の記載の影響力が大きいこ   

とがわかった。自殺を合理化については，（1）と同様，記載が詳細になされていると自殺企図の危   

険性が高まり，逆に記載がないと自殺企図の危険性が低くなることがわかった。一方，美化では詳   

細な記載で負（－0．278），なしの場合が正（0．181）となり，自殺美化の記載が詳細になされると自   

殺企図が抑制され，記載がないと自殺企図が促されるという結果となり，（1）と同様，先行研究に   

おける指摘と逆の結果となった。なお，自殺の手段については，詳細な記載で正（0．101），なしの   

場合が負（－0．117）となり，自殺の手段を記載することが自殺を誘発するという先行研究における   

指摘と一致したが，影響力は他の2要因と比べて小さかった。   

（3）自殺の抑制について   

部分効用値は，美化・詳細で最も大きく（0．740），美化・なしで最も小さかった（－0．476）。ま   

た，相対重要度を百分率で表すと，美化，合理化，手段の順にそれぞれ，51．0％，26．6％，22．5％   

であった。このことから，自殺の抑制に関しては，自殺の美化の記載の影響力が大きく，自殺を美   

化する記載が詳細になされていると自殺を抑制する可能性が高まり，逆に自殺を美化する記載がな   

いと自殺を抑制する可能性が低くなることがわかった。この結果は（1）（2）同様，先行研究における   

指摘と逆の結果であった。なお，部分効用値をみると，自殺の手段については，いずれの場合も0．03   

未満であり影響力が小さいことがわかった。合理化については，詳細な記載で負（－0．134），なし   

の場合が正（0．087）となり，自殺の合理化が詳細になされると自殺抑制の可能性が低まり，記載   
がないと自殺抑制の可能性が高まることが示唆された。   



［実績報告書8－3】  

部科校名：文理学部  氏名：坂本真土  

研究の結果（つづき）  

考察   

本研究では，自殺の合理化，すなわち，苦しみから逃れるための手段として自殺を合理化する記   
載が詳細になされている場合，自殺念慮や自殺企図を高める危険性があることが示された。これま   

で，WHOなどで自殺報道のガイドラインが作成されているが，本研究は，ガイドラインの正当性   

を実証的に示した点で意義深いものと思われる。   

一方，自殺の美化，すなわち，自殺してしまった人に対し，感情移入するような記載が詳細にな   

されている場合，自殺を抑制する可能性も示唆された。これは，自殺を感情的に描くことが自殺を   

誘発するというガイドラインとは異なる結果となった。ガイドラインが根拠なしに作られているわ   

けではなく，たとえば，アイドルが自殺したあと，それをセンセーショナルに報じた結果，若者の   

自殺が続発したという例（1986年，日本）をみれば，自殺を感情的に描くことの危険性は十分考え   

られるだろう。   

それでは本研究で，これと反する結果が出たのはなぜだろうか。詳細なことは今後の検討課題と   

なるが，ひとつの可能性を提示したい。それは，回答した学生の多くが精神的に健康な学生であり，   

現在自殺念慮を抱いているわけではないため，比較的冷静な判断ができたのではないか，という解   

釈である。実験後に参加者数人に話を聞いたところ，「自分が死んでまわりの人がそんなに悲しん   

でくれるなら，自殺するのを止めるようと思った」というような反応が多かった。一方，自殺を真   

剣に考えている人の場合，自殺をしたいという気持ちと，だれかに止めて欲しいという気持ちの両   

方が現れることが知られており，このような心理状態では，「自分が死んでまわりの人がそんなに   

悲しんでくれるなら，実際に死んでみんなに悲しんでもらう」と考えてもおかしくないだろう。自   

殺をしたいと思っている人は，現実の世界で苦しんでいるため，死んで楽になりそしてみんなにも   

悲しんでもらえるなら，そっちの方がよいと考えるかもしれない。したがって，本研究の結果から，   

自殺を美化する報道が許容されるとは言い切れない。しかし，冷静な状態であれば，自分が死んだ   

らまわりの人が悲しむというメッセージが自殺抑止的に働くとしたら，ふだんからこのようなメッ   

セージを子どもたちに発しておくことが，自殺の抑止に働く可能性もある。  

自殺を美化する記載が自殺を抑止するかどうかについては，今後とも研究を続けて行く必要があ   

る。  

注：必要に応じて，このページをご使用ください。   
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[実績報告:-38-2]

部科校名 :文理学部 氏名 :遠藤邦

彦6 研 究 の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)日本列島にも黄砂として到達する広域ダストの供給源は,アジア大陸の乾燥地域に由来する.特

に一般には,タクラマカン沙漠やゴビ砂漠がその基となるダストストームやサンドストームの主要発生

地と受け取られることが多い.確かにこれらの地域で高頻度でこれらの現象が発生していることは事実

である.しかし,これらの代表的沙漠地域だけに東アジア,さらにより遠方に到達する広域ダストの供

給源が存在すると考えるのは間違いである.黄砂を構成する物質の多様性はそのことを強く示唆してい

る.主要供給地と考えられる中央アジアから中国北西部を考えると,主なダスト発生地は,1) 沙漠地

域,2) 旧湖底地域,3) 耕作地に分けられ

る.この内,2) 旧湖底地域は,アラル海がよく知られるが,極めて多数の湖沼が過去50年間に乾燥

化の過程を被り,この間に広大な面積が湖から乾い た平原 (すなわち旧湖底)に変化した.3) の耕作

地が寄与する程度はそれ程大きくはないので,現実には 2) の旧湖底域の寄与率が 1)を上回り,最大

と見積もられるべきものと予想され,またそうであれば近年の急増を説明しやす
い.(1) 発生地の

問題大陸の旧湖底地域における現地調査を通じて,地表･表層の変化過程を明らかにした.その重点

地域として,長年調査を行い,データが集積しているジュンガル盆地,ジュウヤン湖沼群 (以上中国)

,およびカザフスタンのパルハシ湖周辺地域を選び,過去の調査結果を含めて検討し

た.特にジュンガル盆地のマナス湖においては,顕著な強風侵食地域が認められる.この地域を春か

ら夏にかけて襲う西風は,湖水が存在すれば大量のしぶきと共に巻き上げられた懸濁した湖底堆積物を

東方に運搬する.運搬された水と泥は東西に延びる小潮と高まりの列を形成し,水は乾燥して析出した

塩で白くなっている.その距離は数 10km に達する.湖沼が干上がった時にはもっぱら泥がダストとし
て運搬される.この泥には大量の析出した塩類が含まれる.こうした顕著な例は限定されているが,類

似した現象は広く認められる.すなわち,旧湖底地域には風による特有の侵食運搬過程が作用し,特有

の塩類にとんだ堆積物が遠方まで達し,比較的近辺には特有の地形が形成される.この湖沼域の風下側

に波及した塩類や細粒物質は乾燥して,ダストの供給源にな

る.ジュウヤン湖沼群においては,近年河川中流部における凍概用水利用の増大に基づき湖沼の乾燥

化が進み,広大な旧湖沼域と河床域が裸地となり,ダスト供給地となってきた.最近数年は中流部から

下流-の河川流量を最小限確保するようになったが,依然としてダスト供給地は広大な面積を占め

る.カザフスタンの沙漠地域においても類似した状況が見られた.パルハシ湖自体の変化は大きく

ないが,河川最下流部における砂の移動は活発である

.(2) 黄砂堆積物の

検討旧湖底に由来する風送物質は極めて広い領域に拡散する.広域に運搬されるダストは日本でも黄

砂として捉えることができるが,その中には塩類がしばしば大慶に含まれている.しかし,日本列島な

ど遠方に至ると量的に微量となるため,従来分析例は限られ,また検出されても海塩起源と説明される

ことが多かった.また,時代を経過した黄砂堆積物 (レス堆積物)の場合には,可動性の大きな塩類は

失われて検出されない.本研究ではこれまでに共同研究を行ってきた中国各地の研究者の協力を得て,

各地に降下する風送物質を採取し,その組成を調べることによって供給源を検討した.キーとなるのは

蒸発岩に特有の塩類である

.富士山 5合目の黄砂 (積雪

中)東京,札幌,島原 黄砂 トラップによる

採取以上の試料を中国,カザフスタンの試料 (レス堆積物を含む)と比較するため,粒度分析,XRD

分析を行っ

た.黄砂の構成物の特徴 Ⅹ線分析から多様な大気汚染物質が検出されるのが特徴であるが,塩 (NaCl

),石膏など,大陸の蒸発岩分布域に起源を有する可能性のあるものがかなり認められた.従来から主

要な構成物と考えられてきた石英,長石類や粘土鉱物以外に含まれる多様な物質に着目し,供給源の多

様性を解明していく必要があ



[実績報告:=18-3]

部科校名 :文理学部 氏名 :遠藤邦

彦研究の結果 (つづき

)(3) 湖沼をとりまく領域における,湖沼に発して周囲に波及する諸現象の影響範囲を面的に捉え

るに揺,衛星画像の活用が適している.(1) に述べた,特有の地形や堆積物の分布パターンからその影

響範囲を明らかにし

た.以上のように,本研究において,発生地の個々の旧湖底域 (あるいは浅い水域も含む)等におけ

る強風に基づく物質移動の過程と,その周囲-の波及過程を明らかにした.海外については申請者のこ

れまでの調査結果をもとに整理を行い,海外研究者の協力を得て試料を収集し,衛星画像をも活用した

.また,国内では現地調査を含めて試料を採取し,周囲に広く拡散するダスト堆積物 (黄砂)の多様な

性質を,その供給源における詳細な物質移動や堆積状況をふまえ,比較しながら分析し,その多様性か

ら想定される発生地の多様性を明らかにすることができ

た.本年 3月に日本で認められた強風に基づく砂塵嵐の発生は,大陸乾燥地域で起こっている現象と

同様のことが,冬季の日本列島においても起こりうることを示すものとして重視すべきである

.研究

発表遠藤邦彦 ･長井大輔 ｡千葉 崇 ｡鈴木正章 ｡久保田郁夫 (2007) 地表に降下する微小固体粒子をと

らえる -浅間火山に由来する噴煙からの降下物と黄砂試料の比較-.環境危機 その対応と持続可

能システム,開成出版,177-18

5.青野義明 ･中山裕則 ･遠藤邦彦 ･穆 桂金 (2008) 時系列衛星データによる閉塞湖水域変動解析に

基づく乾燥地域の環境変化分析 一中国黒河流域を対象として-.日本大学文理学部自然科学研究所

｢研究紀要｣,43,325-33

5.遠藤邦彦 ｡小森次郎 (200 7)ジュンガル盆地の湖沼 ･湖沼堆積物について一新瞳の地形 ･気候の特

徴を踏まえて.オアシス地域研究会報,6 (1), 43-5

1.遠藤邦彦 (2007) 極圏 ｡雪氷圏と地球環境科学-の誘い.日本大学文理学部公開シンポジウム 極

圏 ･雪氷圏と地球環境,世田谷,p.2-

7.Endo,氏.,Qi,W.,Mu,G.,Zheng ,X.,Murata ,T.,Hor i,K.,Sohma ,H.,Takada ,M･(2007) Chan

geindesertenvironmentoftheinlandChinaduringthelateHolocene-migrationoflakesa

ndriversinthelowestHeiheRiver.JAQUAInternationalConferenceonQuaternaryEnvironment

alChangesandHumansinAsiaandtheWesternPacific.AIST ,Tsukub

a･遠藤邦彦 ･斉烏雲 ｡穆桂金 ･鄭祥民 ｡村田泰輔 ｡堀和明 ｡相馬秀康 ･高田将志 (2007) 中国黒河下

流域における漢代以降の湖沼変遷と人間活動.日本第四紀学会 2007 年大会,神

戸.遠藤邦彦 (2008) 中央アジアの沙漠化.シンポジウム :地球温暖化時代の災害と環境,日本地理学

会.ホームページ 遠藤邦彦 ｡山川修治 (2008)3 月 3,4 日大規模黄砂の到来.｢自然災害と環境

問題http://www.geo.chs.nihon･u.ac .jp/saigai/index.html ｣ > ｢ 環 境 問

題http://www.geo.chs.nihon-u.ac.jp/saigai/environment/env･kosa2008･html#08031
1｣日本大学文理学部地球システム科学科ホームページ http://www.geo.chs.nihon-u.ac.jp/htm

l/注 :必要に応じて,このページをご使用くださ
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い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 5 月 7

日氏 名

所属 ･資格 森 和 紀文 理 学 部 ･教 授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 一般研究(共同)/総合研究 注:該当する種目を○で囲んでくださ

い｡2 研究課

題火山体の水循環システムと水質形成機構に関する

研究3 研究の

目的本研究の目的は,水文地質条件を異にする火山体の地下水と河川 ･湖沼を対象に,水温をトレ

ーサーとして,水循環システムの地域特性を定量的に把握すると共に,酒養一流出過程の時空間変化

が火山体における斜面流域の水循環システムに及ぼす影響を比較検討することにより,水質の形成機

構と流域特性の差異を明らかにすることである｡特に,水文気象条件の異なる火山体に対象を拡大さ

せることにより解析結果を集積し,より普遍性の高い問題解決型の研究成果を得ることに目標をおい

た｡4 研究の

概要本研究は,火山体における水の賦存特性に着目し,資源としての陸水の保全 ･管理と適正な利用

,および水と人間とのかかわりに直接結びつく水循環システムのあり方を定量的に究明したものである

｡降水と蒸発散が地域規模の滴養一流出過程に及ぼす影響は,既存の水文モデルによる予測においても

今なお不確実な部分が残されていることから,本研究ではこの点の解決に重点をおき,水循環の場を担

う受け皿としての流域の水文地形特性と水質形成ならびに水循環機構との相互作用を明らかにし

た｡5 研究組織 (共同研究 ･総合研究のみ該当しま

す)･研究代表

者･研究分担者 (役割分

担)※ホームページ等での公開の 管) いずれかを○で囲んでください｡否の場合は,理由書を添付して下さ



[実績報告書 8-2〕

部科校名 :文 理 学 部 氏名 :森 和

紀6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)本研究により得られた結果を箇条書きに示せば,下記のとおりである

｡1 .火山山麓の河川流域における非浸透域面積,および水文要素の

算定火山体を対象に流域特性と水収支を比較検討することは,水循環過程の差異を時空間的に類型化

する上で重要な要件である｡この点に注目し,水文地質条件と気候区を異にする日本の火山体について

,土地利用の実態に基づく非浸透域の抽出と降水量 ･流出量 ･蒸発散量の定量化を行った｡その結果,

療養流出過程の特性を明らかにするための基礎資料として,各流域における水の賦存特性に固有な水

循環にかかわる諸要素の変動,流域単位の水循環と水質形成の地域特性,潅概用水を始めとする水利用

,および人間活動に与える近年の気候変動の影響を実証的に把握することができた

｡2. 火山流域における流量 ･湧出量と水温 ｡水質の

特徴温帯湿潤地域に位置する日本の火山体を対象に実施した現地調査の結果に基づき,河川流量,湧

水の湧出量,河川 ･地下水の理化学的特性に関する非火山地域との差異を明らかにした｡本課題の国際

的な研究の現状は,異なる水文条件下における各流域の事例研究を積み重ねることによって普遍的な解

を得ようとする段階にあることから,本研究の遂行によってモンスーンアジアの気候帯の事例研究とし

ての重要な成果が得られた｡具体的には,火山体を流域にもつ河川における渇水比流量と低水比流量の

特徴的な実態が指摘される｡本研究の成果は将来にわたる水循環システムの変動予測のための基礎資料

としても必要欠くべからざるものであり,国際水文学計画第Ⅵ期の課題である水資源賦存量の変動予測

にとっても意義のあるデータを集積することが可能となった

｡3. 地下水の滴養標高の算定と火山体斜面における酒義一流出過程の

解明火山体を対象に水の循環システムに及ぼす自然的および人為的影響を異なる時空間スケールの

下で定量的に把握するためには,上記 1 に述べた水収支を基本的な手法とした解析,および 2 に記述し

た水温 ｡水質の観測値に基づく滴養一湧出機構の解明を基礎に,比較水文学の視点から事例研究をさら

に集積する必要がある｡この考え方に立脚し,男体山 (栃木県)と雲仙普賢岳 (長崎県)の各山体におい

て,現地調査に基づく湧水の水質変動と地下水の酒養機構を明らかにした｡とくに,水文地質特性が異

なる二つの火山体の流域を対象とする事例の比較研究により,水温をトレーサーとする研究手法を確立

することができた点は重要な成果である｡国内外における最新の研究動向を踏まえ,｢水の持続可能性

｣ 国際委員会の活動を通じて国際的な連繋の下で本研究課題の進展に積極的に取んだ結果,水循環プロ

セスと水質形成機構の解明へのアプローチを再検証した

｡4. 土地利用の変化が水循環システムと水質に与える影響に関する

検証調査対象として選定した火山流域における地下水の癖養一湧出過程の変化を明確にするため,人

為的影響の有無に関する検討を併せて実施した｡すなわち,縮尺 5万分の 1地形図が発行された年次に

ついて土地利用の変化を明らかにすると共に (縮尺 2 万 5 千分の 1地形図により補完),非浸透域面積

,午降水量,および年蒸発散量を説明変数として,年流出量との相関を重回帰分析により定量的に評価し

た｡加えて,現地観測により得られた水温 ･水質データを基礎に地下水滴養水温の算定を行い,地下水

の流動過程と滞留時間に関する解析を進めた結果,水文気象条件の異なる火山体斜面における地下水流

動機構の特徴が明らかとなった｡最終的に,上記 1- 3 の研究成果をも統合し,水循環システムと水質

形成機構について火山流域の特性を定量的に解明することができ
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いO平成 19 年度 学術研究助成金実績報
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学 総 長 殿下記のとおり

報告いたします｡1 種 目 I奨励研究/○一般研究(個^)/一般研究(共同)/総合研究 I,.i:該当する種目をO で
囲んでくださ

いo2 研究課題ニューラル .ネットワークに基づく知能の生成とオー トマ トンを用いた進化

モデル3 研究の目的本研究の目的は知能等の高度な機能がどのように生まれどのように進化するかを

モデルを用いて研究することであるo方針はこれらの機能を数理論理をもちいて記述するんではなく､オ

ー トマ トンあるいはニューラル .ネットワークのような論理形式をもたない単なる関係あるいは関連のみ

を記述するシステムをもちいて研究を始めるoつぎにここに現れる現象間の頻度数あるいはグラフ関係性

から法則を読み取りこれを論理的関係､あるいは漠然たる関係等に分類してその解析をおこなうoこのよ

うなことが必要なことは現在社会において心理的な要因等の非論理的なものが大きな役割を持つようになっているこ

とからも理解されるo4 研究の概要本研究においては言語にみられる複雑性の解析を進化の立場から

研究したO文章はチヨムスキーの文脈自由文法に限ったoこれはシミュレーションを行いやすくするため

であるo文章を単純さ.複雑さに応じて分類する.これをクラスター分類というo与えられた文字数の文

章にクラスター数の文章がどのくらい表れるかを調べたoこの結果クラスタ- 1 の文章は折れ棒モデルを

つくり､高次のクラスター数の文章には生物進化に見られる高度機能に関連する分布と類似な分布を観測したo

5 研究組織 (共同研究 .総合研究のみ該

当します)･研究代表者･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の (○可･否) いずれかをOで囲



[実績報告書 8-2コ

部科校名 :文理学部 氏名 :鈴木

理6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください

｡)チョムスキー言語にみられる言語の複雑さにかんする構造解析をおこなっ

た｡研究は次ぎの順序で行われた

｡(1) 生態系の折れ棒モデル :マッカーサーは 1943 年に生態系にみられる分布を記述するため

に一本の棒を任意に折ったときどのような分布が得られるかを問題とする折れ棒モデルを提案し

た｡このモデルの定める分布はいわゆる 1/f一ゆらぎを与えることが知られている｡まず､この

数学的考察を行い 様々な公式を得る事が出来たが､これらはすでに得られていた結果の再発見で
あっ～

た｡(2 ) メンデルの法則と折れ棒モデル :つぎに進化を折れ棒モデルにより記述できないかを考察し

た｡この結果メンデルの法則の基礎となる減数分裂の定める法則から得られる種の分布は折れ

棒モデルを生成することがわかっ

た｡この結果は昨年 11 月京都大学数理解析研究所の研究集会 ｢数理生物とその応用｣において

発表された

:河合泰男 ･鈴木 理 (日本大学文理学部情報システム解析):｢メンデルの法則と折れ棒モデル

｣(3) チョムスキー言語と折れ棒モデル :次ぎにチョムスキー文法にみられる文章の複雑さに基づ

く解析をおこなった｡これは生物に見られる種分化を考察するための予備的考察としてなされた

｡文章にその複雑さに応じてクラスター数を対応させる｡たとえばクラスタ- 1 の文章には ｢私

は少年である｣といった簡単な文章がある｡クラスタ- 2 の文章には ｢もしも天気がよければ､

ピクニックに出かけたい｣あるいは ｢一生懸命働いたので､お腹がすいた｣のような ｢iP文｣｢

理由文｣のように単純な文章が複合された文章がはいっている｡このクラスター数に応じて文章

の頻度数を考察するとクラスタ- 1 の文章は 1/f-ゆらぎをなすことがわかった.これに対し高

次のクラスターをもつ文章は新しい構造 ｢小山構造｣をもつことがわかった｡これらの分布と類

似な分布がチンパンジーとヒトとを区別する DNA 上の突然変異の分布に類似性があることに注

目した｡この研究は昨年 12 月龍谷大学における応用数学合同研究集会 (離散系部門)において

報告された

｡岩輝秀樹 ･鈴木 理 (日本大学文理学部情報システム解析):｢チョムスキー文法の定める折

れ棒モデル

｣(4) 今後の課題 :研究を振り返り今後の課題等を述べ

る｡1/f-ゆらぎは様々なところにあらわれる｡音楽の波形､種の絶滅数､年間の国別輸入量､

単語の頻度数 (Zipf の法則)等様々である｡にもかかわらずこれらを理解するための数理モデ

ルは現在存在しないと言ってよいと思われる｡申請者は､これらは進化に根ざした基本的な現象

でありものの誕生から成長を記述することにより理解できるのではないかと考えている｡今回の

研究においてその予想の一部が正しいことを示す結果がえられ喜んでいる｡今後の発展を期待した



【別紙様式 8 】
課題番号 個 07-02

2注 :課題番号を記入してくださ

いO平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 3月 3

1 日氏 名

所属 ･資格 橋本

拓也

文理学部 ･教授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 奨励研究 般研究(共同)/総合研究 注:該当する種目をO で囲んでくださ

い｡2 研究課題

固体酸化物型燃料電池の小型化および低温作動化のための新材料

探索3 研究の

目的高エネルギー変換効率を持ち､環境に優しい固体酸化物型燃料電池の小型化および低温作動化のため

､低温で作動する固体電解質材料の導電機構の解明および新固体電解質材料の探索を行った｡また高強度を

持っインターコネクター材料の探索も行っ

た｡4 研究の

概要固体電解質材料として注目されているLal-xSrxGal-yMg〆)3- 6のGa サイ トに 3d遷移金属であるFe を
さらに部分置換したものについて､結晶構造ならびにFe の化学状態､酸素不定比性をⅩ線結晶構造解析な
らびにメスバクア-吸収測定により解析し､高い酸化物イオン導電性の起源を明らかにした｡またインター

コネクター材料としてはLaCr03 のLa サイ トにCa並びにSr を同時置換したものをコンビナ トリアル的に
作製し､相転移挙動 ･機械的強度 ･導電特性を評価し､特に小型化しても安定に作動するかを評価し

た｡5 研究組織 (共同研究 ･総合研究のみ該当しま

す)･研究代表者

･研究分担者 (役割分

担)※ホームページ等での公開の 杏) いずれかを○で囲んでくださいO否の場合は.理由書を添付して下さ



[実績報告書 8-2]

部科校名 :文理学部 氏名 :橋本 拓

也6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000字以上記入してください

｡)新たな固体電解質材料として注目されている Lal･xSrxGao.8 ･JFeo.2Mg JO3 ･Sについては結晶構造解
析ならびにメスバウア-吸収測定から以下の事項が明らかとなっ

た｡(1) J7=0つまりMgが置換されていない物質系に関してはSrの部分置換は起こりにくい｡これ
は結晶格子が小さく､イオン半径の小さいSrが置換しにくくなっているためと考えられ

る｡(2) ズ=0 つまりSr が置換されていない物質系ではMgは 10% 程度までGa サイ トに部分置換可
能であり､置換に伴い格子の膨張が起こる｡しかしながらMg2+の置換では電荷補償が酸素欠損 ∂の発

生よりも､Fe の 3d 軌道にホールが発生しFe の価数が上昇することでおこってしまうために､物質は

酸素イオン導電体ではなく混合導電体となってしまい､固体電解質としては不適格になってしま

う｡(3)Lal ･xSrxGao.7Feo.2Mgo,103 ･6についてはx=0.3 まで置換固溶がおこる｡またSr の置換に伴う

電荷補償はFe の価数上昇ではなく酸素欠損の発生でおこる｡さらにSr置換量の増大に伴い結晶系が斜

方晶ベロブスカイ トから菱面体晶､立方晶ベロブスカイ トと対称性の高い方向に変化し､酸化物イオン

欠損がランダムに配列していることを示している｡以上の事項は本物質系が高い酸化物イオン輸率を持

つ酸化物イオン導電体であることと合致する｡また本物質は空気中では 900℃ 程度まで安定であり､特

に燃料電池運転温度である 600-700℃ ではさらに酸素欠損濃度が高くなり､イオン導電率が向上してい

ることが示唆され

た｡以上より申請者のグループではIJaO.7Sro.3Gao.7Feo.2Mgo.103 ･6が新電解質材料として有望であるこ

とを提案できたoFeの入っていないLal ･XSrxGal ･JMgメ)3･Sよりも本物質系が高い酸化物イオン導電性と
示すのは､Fe が入っていない系ではSrの置換固溶隈は 0.2 であり酸化物イオン欠損量を大きくできない

が､Fe の導入によりSrの固溶限が上昇し酸化物イオン欠損濃度を高めることができるためと考えられ

る｡またインターコネクター材料として LaCr03 の La サイ トに Ca および Sr を同時置換

したLal･xyCaxSrjJjr03 を合成し､焼結特性や焼結体の強度並びに構造相転移挙動を調査したoその結
果､(1) Ca 置換に伴い斜方晶ベロブスカイ トから菱面体晶ベロブスカイ トへの一次相転移温度は上

昇､Sr置換に伴い下降する｡同時置換した試料の相転移温度は両者の置換の線形式で近似する事が可能

であり､特に Sr 置換量の多い試料については相転移温度は室温より低温にすることができる｡従って

サーマルサイクルを繰り返しても機械的に安定なインターコネクター材料として期待できる

-.(2) 室温以上で相転移フリーの Lao.7C ao.05Sro.25Cr03 が高い焼結特性を持つことが発見できた0

本物質系は造粒過程を経なくとも87% 程度の高密度焼結体を作製することが可能である｡また遊星型ボ

ールミルを用いて焼結前粒子を微細化すると92% 程度とさらに高密度化することが可能であること､静

水圧等方プレスを用いれば高密度化ばかりでなく､焼結体粒子の巨大化も起こり三点曲げ強度やビッカ

ース硬度､破壊靭性値が劇的に上昇することが明らかとなった｡また本物質はヤング率が 25GPa と他

の燃料電池構成材料と比べて低い事も明らかとなり､熱応力耐性が非常に大きく､小型化しても充分

な強度 ･耐性が期待できることも発見した

｡以上のように本研究では新固体電解質として Lao.7Sro.3Gao.7Feo.2Mgo.103 ･6､新インターコネクタ

ー材料として Lao.7Cao.05Sro.25Cr03 を提案することに成功できた｡今後は本物質系を用いた固体酸化物

型燃料電池の試作などに トライすることを予定している｡ なお本成果は JournaloftheElectrochmic

alSociety やSolidStatelonics など一流論文誌に学術論文として平成 20 年度に公開の予定であ



【別紙様式 8】
課題番号 個 0 7- 02

3注 :課題番号を記入してください

｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報告

書平成 20 年 5 月 7
日日 本 大 学 総 長

殿 氏

名所属 ･資格

文理学部･教授下記のとおり報告いたします｡1 種 目 棒 励研究/ 般研究(個Jk: 一般研究(共同)/総合研究 !注二

該当する種目をO で囲んでください○2 研究課題超耐熱性透明高分子フイルム合

成をめざしたニッケル錯体触媒系の開発3 研究の目的フイルム上で直接-ンダ付けが可能なほどの耐熱

性(Tg250 ℃以上)があり､かつ透明性の高い高分子フイルム材料(光線透過率 90% 以上)は未だ達成

されておらず､我々はその可能性を秘めたニッケル錯体触媒を開発中である0本研究ではその鍵となる助触媒､B(C6F5) 3がいかにしてニッケル錯体を活性化するのかを明

らかにし､より

有用な実用触媒の開発につなげる事を目的とした○4 研究の概要耐熱性フイルムとして有望であるノ

ルポルネン及びそのエステル置換誘導体の(共)重合を､シクロペンタジエニル基を有するニッケルメチル錯体と

助触媒ルイス酸であるB(C6F5 )3の混合系を用いて検討Oニッケル錯体のみでは全く重合が進行しないのに対し助触媒添加系が極めて高活性

なため､錯体反応を詳細に検討して助触媒の果たす役割を明らか

にしたo5 研究組織 (

共同研究 .総合研究のみ該当します)･研究代表者･研究分担者 (役割分担)※ホームペ-ジ等での公



[実績報告書 8-2]

都科校 名 : 文理 学部 氏名 : 若槻 康

雄6 研究の結果 (総 合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)ノルポルネ ン 類 は シ クロペンタジェンと置換オレフィンCH2=CH- ⅩのDiels-Alde T反応で容易に

合成できるので､ 種 々 の置 換基 Ⅹの導入が容易であるという利点をもつが､Ⅹの配向に関してエキソ体

とエン ド体と呼ばれ る 立 体 異 性体が生じる｡低温ではエンド体が優先し高温での反応ではほぼ等量の混

合物を与える｡我々 は 耐 熱 性 に優れた高分子フイルムを得るために､非置換ノルポルネン(Ⅹ=H)に数%

のエexO - xb xendo- ステル置換ノルポルネン(Ⅹ=CO2Me) を共重合する事が

有用である事を明らかにした｡ しかし従来の触媒ではエステル置換体の

エキソ体のみが有効でありエンド体との分離がネックとなる｡今回検討

したニッケル錯体触媒系はエキソ体よりもむしろエン ド体に活性を示

す事が明らかとなり､実用化の可能性が一段と高くなった｡理論計算(DF

T)による活性末端のシュミレーションの結果は下図のようであり､末端から 3 番 目のユニットにエス

テル置換ノルポルネンがきた場合､そのエステル基とニッ

ケル中心が強い相互作用をもつためにニッケル周 りの立体が

固定され､従ってエキソ置換ノルポルネンモノマーは配位

が阻害される事が明らかとなった｡ニッケル配位圏の立体

を支配する要因として我々の用いた錯体に特有なシクロペ

ンタジェニル配位子の効果は

重要であった｡ニッケルメチル錯体 CpNi(PPh3)(CH3) 自身は触

媒作用 {畢 -を全く示さなかった(Cp:シクロペンタジェニル)

｡PPh3 配位子がノルポルネンによって置換されれば､ノルポルネンの二重結合が Ni-CH3 結合に

挿入して重合が開始されるはずなので､助触媒であるB(C6F5)3の役割は PPh3 配位子の解離を促進する

事であると推定できる｡ しかし実際に錯体反応を検討してみると､以下の反応が進行 している事が明らか

となった｡CpNi(PPh3)(CH3) + B(C6F5)3 - -や CpNi(PPh3)-亘CH3)B(

C6F5)3すなわちホウ素ルイス酸はメチル基を攻撃する事がわかった｡生成付加錯体は特徴的な

赤色を示し室温で分解する｡メチルーホウ素結合の存在は､この錯体に等モルの PPh3 を加えるとほぼ定

量的に以下の反応がおこることから明らかである｡ イオン性生成錯体の構造は結晶の Ⅹ-線解析で確

認できた｡CpNi(PPh3ト(CH3)B(C6 F5)3 十 PPh3 --や [CpNi(PPh3)2][(CH3)B( C

6F5)3]また､赤色付加錯体の溶液が室温で分解する際に好収率で CpNi(PPh3)(C6F5) 錯体を与

える事も明らかとなったOポリマーの 19FNMR スペク トルはポリマ←末端に C6F5 基が結合している

事を示した｡CpNi(PPh3ト(CH3)B(C6 F5)3 - -う CpNi(PPh3)(C6F5) + B(仁HS)(

C6F5)2しかし､CpNi(PPh3)(C6F5) 錯体自身は極めて安定であり､重合活性を示さず､B(C6F5)3 と

も反応 しないO以上の知見からノルポルネン重合の開始は､ニッケルメチル錯体とホウ素助触媒がノル

ポルネン存在下で生成する[cpNi(C6F5)(Norbomene)] であると結論できた｡ 明らかとなった開始反応機

構は､より実用的な触媒開発のための指針とする





[実績報告書 8-2]

部科校名 :経済学部 氏名 :井尻直

彦6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)本研究では､以下の2点について調査､分析を試みている｡甥在は､研究成果として研究論文を執筆中であり､今年度

中に日本国際経済学会の関東支部会にて報告する予定である

｡1 日本企業の海外進出データの補完的

整備各都道府県による地場企業の海外進出動向に関する調査結果を収集し､主に『海外進出企業総覧』

(東洋経済新報社)では調査されていない中小規模の地方企業データの補完作業を行った｡今回は主に関

西､中国地方のデータを収集した｡時間的､費用的制約のため他地域のデータの収集はかなわなかった

が､次年度以降の課題として取り組みたい

｡(1)国内企業の海外進出状況調査 (日本の各都道府県庁によって調査された企業の海外移転のデ

ータによって進出企業データを補完的に整備した (業種､進出先､投資額および所有割合､投資形

態､投資時期､従業員数､業績

)｡(2)補足的調査 :調査票作成､送付および回収 (1)の調査において調査項目について不明な企業

に対して可能な範囲で調査票を送付し､補足的調査を実施した｡けれども､今回の調査では地域

も限定されてしまっており､回答数が非常に少なかった｡今後､大規模な調査を計画し､より広

範囲に中小規模の企業に対する調査を行いたい

｡2 経済地理学モデルによる日本企業の立地決定要因の実証

分析立地決定要因分析の第 1段階として､このモデルで重要な説明変数である貿易コストを計測するた

め､距離､製品別関税率､国境効果をそれぞれ調査 ･計測する｡特に国境効果に関して得られた結果を

研究論文として発表するために執筆中である

｡(1)地域間距離の

計測本研究では､先行研究の議論を踏まえ複数の測定方法によって求めた距離データを使用する (先

行研究のデータは CEPIIより入手可能 ;http://www.cepii.a/anglaisgraphn)dd/distances.htm) . また

､従来とは異なる新しい距離の計測方法によって求めた距離データも実証分析に使用する｡ここでは､

より現実に近い輸送距離を分析に用いるために､主要な貿易港間の海上距離に貿易港から各主要都市ま

での陸上距離を加えた輸送距離を計測する｡その際に各国の港湾や船舶による輸送経路等の状況につい

て専門的知識の提供を受け､貿易実績に基づいて各国貿易港を選定している｡また貿易港間の距離は､

それぞれの緯度 ･経度より計測する｡陸上距離は､港から首都までの道路距離を使用している

｡(2)各国の製品別関税率の調査､

分析UNCTAD-TRAINS データを使用して､各国の製品別関税率を収集し実証分析に利用したかった

が､本研究費ではデータ購入費用を賄えず､今後十分な研究費を獲得できた際にこのデータを購入し利

用したい

｡(3)市場潜在力を考慮した立地決定要因の計量

分析これまでに整理したデータを用いて計量分析を行い､研究成果を論文としてまとめ､学術雑誌

に投稿する (執筆中



【別紙様式 8】

課題番号 辛 (十 上

手注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡

氏 名 中 部 良 樹 平成 20 年 3 月

7日所属 ･資格 経済学部 ･専任



[実績報告書 8-3]

部科校名 :経済学部 氏名 :中部良

樹研究の結果 (つづき

)以上から,本研究で提案した ｢ビジネスプラン作成支援システムの構築とその有効性の検証｣は

,大学生に対して起業プロセスのみならず,経営理論 ･手法,もしくはチームマネジメントや販売活動

などの経営管理論の理解を深める学習プログラムになったと思われ

る.関連した研究業績としては,4 編の学術論文と3 篇の国際会議発表,1篇の国内学会発表であっ

た.今後は,いただいた意見や授業実施の成果を踏まえ,国内の学会,また国際会議に発表する予定であ

る.また,学術論文にも投稿することを考えている

.最後に,平成 19 年度学術研究助成金 (一般研究(個人))を助成していただいた日本大学本部に

深謝いたしま

す.注 :必要に応じて,このページをご使用くださ



【別紙様式 8】
課題番号 個 07-02

6注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡ 氏

名

所属 ･資格 平成 20 年 5月

9 日坂 野

徹経済学部 ･准

教授1 種 目 奨励研究 一般研究(共同)/総合研究 注:該当する種目をO で囲んでくださ

い｡2 研究

課題近代日本における人類学的<日本人>起源論についての科学史的

研究3 研究の

目的本研究は､近代日本における<日本人>起源論の歴史的展開を跡付け､その政治的意味を批判的に捉

え返そうとするものである｡より具体的には､明治期から現在に至るまで､人類諸科学 (自然人類学､文化

人類学､民族学､民俗学､考古学)の領域において提唱された様々なく日本人>起源論を､それぞれの時代

状況の中に位置づけ､<日本人>起源論が持つイデオロギー的機能について､歴史的観点から考察すること
を目指

す｡4 研究の

概要本研究は､近代日本における<日本人>起源論を対象とした歴史的研究である関係上､具体的に

発生する作業は､資料及び関連研究書の収集とその分析および原稿の執筆､そして研究成果の発表とな

る｡したがって､平成 19 年度 1年間をかけて､近代日本における人類諸科学の領域の研究者が発表し

た著作および関連領域の研究書､資料の収集を進めつつ､学会 ･論文発表などを進めてき

た｡5 研究組織 (共同研究 ･総合研究のみ該当しま

す)･研究代表者

･研究分担者 (役割分

担)※ホームページ等での公開の 香) いずれかをOで囲んでください｡否の場合は,理由書を添付して下さ



[実績報告書8-2]

部科校名 :経済学部 氏名 :坂野

徹6 研 究 の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください

｡)最初に､研究を始めるにあたり設けた具体的課題を再掲する (研究計画書参照

)0(1)明治期-太平洋戦争敗戦まで :この時期の人類学的<日本人>起源論の展開について､申請者は

既に前著 『帝国日本と人類学者』(2005 年)および博士論文 ｢日本人類学の軌跡｣(2006 年)などの中で概略

を分析し､ある程度の全体像はつかめている｡ただし､一部重要な理論について検討し残しているので､そ

うした積み残し部分の穴を埋める作業を行

う｡(2)GHQ 占領時代から 50 年代 :『民族学研究』誌上に発表され､騎馬民族説が提唱されたことで有
名な岡正雄 ･石田英一郎 ･江上波夫の対談 ｢日本国家 の形成と皇室の種族的-文化的系統｣及び ｢日本民族

-文化の源流と基盤｣｣(1948 年)について､戦前 ･戦後の連続性/非連続性および占領統治などとの関係に

ついて明らかにする｡さらに敗戦に伴ってアジア各地の植民地から帰還した研究者たちが<日本人>を対象

とした研究を開始するプロセスについて分析を加え

る｡(3) 高度経済成長期 :主として<日本人>起源論の担い手が､自然人類学者､考古学者となるこの時

代の状況を､日本とアジアとの政治的関係という視点から明らかにする｡具体的に扱 う対象は､鈴木尚 (東

衷大学)､金関丈夫 (九州大学)などの研

究｡(4)1970 年代以降 :新たに登場するDNA解析という手法に基づく日本人起源論や､考古学者による<

日本人>起源の日本列島における限りない遡及 (それは最終的には､いわゆる旧石器ねつ造問題-とつなが

っていく)の政治的意味について､検討を加える｡具体的には埴原和夫 (東京大学)の二重構造説､旧石器

懇話会などが検討対象とな

る｡以上の課題のもと､1年間の研究を進めてきたが､本研究の成果として平成 19 年度に発表したものもの

は､主として (1)(2)の領域に集中している｡すなわ

ち､(1)の成果とし

て､① ｢人類学者にしか人類学史は活けないのか｣成城大学大学院文学研究料/民俗学研究所主催シンポジ

ウム(｢歴史としての人類学 ･民族学 ･民俗学-フランスと日本の場合｣)2008 年 2月 29 日 (口頭発

表)② ｢蜂起の痕跡｣黒川 みどり編 『<眼差される者>の近代』(解放出版社､2008 年 10 月)(論

文)(2 )の成果とし

て､③ ｢混血研究の政治学｣日本科学史学会年会 2007 年 5月 27 日 (於京都産業大学)(口頭発

表)を発表し

た｡(丑では､<日本人>起源論の問題を中心に､日本の人類学史を科学史的観点から研究してきた立場か

らの歴史 (人類学史)叙述についての私見を述べた｡②では､戦前台湾における原住民 (少数民族)研究に

関する論文だが､その中で<日本人>起源論との関係についても検討した｡さらに③では､GHQ 占領時代
に始まる日本人の混血をめぐる研究について検討し､<日本人>というアイデンティティの揺らぎについて
考察し

た｡なお､本研究の成果を単著としてまとめる作業は現在進行中である (吉川弘文館より刊行予定



【別紙様式 8 】
課題番号 個 07-02

7注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡

氏 平成 20 年 5 月 9 日名 松 岡 勝

男所属 ･資格 経済学部 ･教

授1 種 目 奨励研究 一般研究(共同)/総合研究 注:該当する種目をO で囲んでくださ

い｡2 研究

課題Herz 空間および Herz･typeHardy 空間の双対空間と補間

空間3 研究の

目的特異積分作用素を含む sublinearoperator のより広い関数空間上での有界性を得るために､HeTZ 空

間をさらに一般化した Herz･type の関数空間に関して､適切な関数空間を導入することを研究の目的とす

る.4 研究の

概要平成 19 年 4 月 26日 ～平成 20 年 3月 31 日の期間は､在外研究の期間でもあったため､主としてLul

eaUniversityofTechnology(Sweden) の LechMaligranda 教授,UniversityofBarcelona(Spain

)のJavierSoria 教授､MathematicallnstituteoftheCzechAcademyofSciences(CzechRepublic
)のMiroslav Krbec 博士らと交流し､seminar ･討論により､研究課題に関していろいろな意見･助言を得

ることができた｡その成果として､いくつかの新しい結果を示すことができ

た｡5 研究組織 (共同研究 ･総合研究のみ該当しま

す)･研究代表者

･研究分担者 (役割分

担)※ホームページ等での公開の 香) いずれかをO で囲んでください｡否の場合は,理由書を添付して下さ



[実績報告書 8-2]

部科校名 :経済学部 氏名 :松岡勝

男6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000字以上記入してください｡

)LuleaUniversityofTechnology(Sweden) のLechMaligranda 教授との共同研究により､Herz･Orlic

z空間を導入し､その上での Hard y-LittlewoodmaximaloperatoT の有界性に関して､strong-typeestimat

e とweak-typeestimate を示し

た｡Qe準nition･Let y bethesetofallconvexfunction◎:[0 ,+∞)→ 【0,+∞)suchthat◎(t)>Ofort>
0･Also,forf∈L 1̂Jloci(R<n) ,◎∈y andameasurableset E⊂R<n,letusp u

t=捌｣◎,Ef=infiえ>0: LE◎(lf(Ⅹ)l/A)dx≦1〉

;an

d HfHJ ◎,E,-〉=infiA>0:supJt>oi◎(t) Iix∈E:lf(Ⅹ)I/え>t H≦1

‡.Definition.Let◎ ∈y.Thenon-homogeneousHerz-OrliczspaceKJ ◎,可 <卜 ni(R <n)isdefined b

yKJ ◎,-‡<ト ni(R<n) =if∈L 1̂Jloci(R<n):‖fH_iKJ ◎,可 ∧ト ni f<可

,wher

e HfHJILl ◎,-‡<ト n)i=supJk≧0 ‡2<1-nki HfHJ ◎,p_ki

.Also,thenon-homogeneousweakHerz-OrliczspaceKJ ◎,可 <ト ni(R<n)isdefined b

yWKJ ◎,∞‡<卜 ni(R<n) =if∈L <1Jloci(R<n):ElfHJwKJ ◎,∞‡<ト ni )<

可 ,whe r

e HfEIJwKJ ◎,可 <ト nii=supJk≧O i2 <ト nk〉lEflL i◎,p_k,

可 .Definition.Let◎ ∈y.Thenon-homogeneousB̂ ◎space B̂ ◎(R<n)isdefined b

yB̂ ◎(R<n)=if∈L 1̂1 loci(R<n):腔 I lJB̂ ◎‡<可

,wher

e lEfl暮JB̂ ◎ ‡=supJR ≧li1/IB(0,氏)‖ fHJ ◎,B(0,R)i

.juso,thenon-homogeneousweakB̂ i ◎,可 spaceB̂ i ◎,可(R<n)isdefined b

yB̂ 錘 ,-i(R<n) =if∈L <1Jloci(R<n):=fHJB̂ 錘 ,可‡<



[実績報告書 8-3]

部科校名 :経済学部 氏名 :松岡勝

男研究の結果 (つづき)

whe

re ‖flLiB̂ i ◎,可‡=sup_iR ≧1ii/lB(0,a)lIlfHJ ◎,B(0,氏),

可.Theorem.[LMaligrandaandK.Matsuoka]For ° ∈y

,B̂ ◎(R<n)=K_i ◎,-‡<1- ni(R<n) and B̂ i ◎,可(R<n)=WKJ ◎,-‡<†-ni(R<n

).Theorem.[L.Maligrandaanda.Matsuoka]LetM betheHardy･Littlewoodmaximaloperator,i.e.f

oranymeasurablefunctionfonR̂ n

,mf(x)=supJx∈Bii/lB lLBlf(y)lay (Ⅹ∈R<n )

,wherethesupremumistakenoverallopenballsB⊂R<ncontaining

x.(i)If ◎ <☆∈A_2,th e

n M :B̂ ◎(R<n) - B̂ ◎(R<n).

(ii) If◎∈ y,th e

n M :B̂ ◎(R<n) - B̂ (◎,可(R<n

).注 :必要に応じて,このページをご使用くださ



【別紙様式 8 】
課題番号 個 OT-02

8注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡ 氏

名 平成 20 年 4月 30 日小笠原 祐子

魯所属 ･資格 経済学部 ･

教授1 種 目 l奨励研究/ ､ 般研究(共同)/総合研究 l注=該当する種目をO で囲んでくださ

いO2 研

究課題労働規範の受容と拒否のメカニズムに関

する研究3

研究の目的長時間労働が社会問題と認識されて久しいにもかかわらず､ペイ ドワークに専心する男

性の働き方に大きな変化は見られない〇 本研究では､ペイ ドワーク-の専心を要求する労働規範がど

のように受容され､またそれ-の抵抗がいかに可能であるかを探ることによって､労働規範の受容と拒否のメカニズム

の解明を目指

すo4 研究の概要本研究のデータは､フルタイム継続就業の共働きの夫-の聞き取り調査に依

拠するo調査対象夫婦の生計維持の分担状況､ケアワークの分担状況､そして仕事のセーブ度に注目

し､どのような男性が従来の理想の労働者モデルから自由になれるのかを分析するoさらに､仕事を

セーブしてペイ ドワークとケアワーク責任を妻と分担する男性の職場および社会におけるマージナル
化の状況を考察し､そのようなマージ

ナル化に対する対策を検討するo究組織 (共同研究 .総合研
究のみ該当します)･

研究代表者･研究分担者 (

役割分担)※ホームページ等での公開の 香) いずれかをO で囲んでくださ



[実績報告書 8-2]

部科校名 :経済学部 氏名 :小笠原祐

子6 研 究 の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)本研究では､男性の育児遂行を規定していないとされる性役割イデオロギーを多元的に分析し､

男性の仕事と育児-の関わり方との関連を探った｡働く妻を持つ 24 人の夫-の聞き取り調査をもとに

､夫たちを､生計維持責任と育児責任を分担しているか､そのために仕事をセーブしているかを軸に 4

つのグループ (分担派､スーパーお父さん派､フリーライダー派､大黒柱派)に大別し､それぞれのグ

ループが持っ性別役割分業規範を精査した｡性別役割分業規範のうち､伝統的性役割の委譲-の寛容度

と非伝統的性役割の獲得-の寛容度を弁別し､さらにそれが男性の役割に関する規範であるのか､また

は女性の役割に関する規範であるのかに分けて分析すると､それぞれのグループが内面化している性別

役割分業規範の特徴が浮かび上がっ

た｡本研究で明らかになった父親の育児遂行と性役割イデオロギーの関係は以下の通りであるO調査

対象者がフルタイム勤務の妻を持つ夫であったこともあり､一部の大黒柱派の男性の中に､本音を言え

ば妻に働いて欲しくないという意見は見られたが､その他の対象者は全員妻の就業を容認していた｡つま

り､女性の非伝統的性役割の獲得に難色を示したのは､一部の大黒柱派の男性のみであった｡次に､女

性の伝統的性役割の委譲については､やはり大黒柱派の男性だけが非容認的であった｡男性の非伝統的

性役割の獲得については､スーパーお父さん派と分担派が容認的であったのに対し､大黒柱派とフリー

ライダー派は非容認的であった｡最後に､男性の伝統的性役割の委譲に関しては､さらに細かく､生計

維持責任と仕事における有能性とに分けて考える必要があることがわかった｡ 生計維持責任に執着を見

せていたのは大黒柱派の男性だけであったが､生計維持責任を委譲することに寛容であった男性も､男

である以上仕事において有能でありたいと願っており､そのようなこだわりを持っていなかったのは､

分担派の男性のみであった｡つまり､分担派の男性は､男女両方の伝統的性役割の委譲と非伝統的性役

割の獲得に寛容であったのに対し､大黒柱派の男性は､ほぼそのすべてに非寛容であり､フリーライダ

ー派とスーパーお父さん派は､両者の中間に位置した｡このように本研究からは､多元的に分析した性

役割イデオロギーと男性の仕事と育児-の関わり方が関連している可能性が示唆される｡ しかし本研究

のサンプルは少数であるため､量的調査で精査することが今後の課題として残



ほLJ紙様式 8】
課題番号 守 十 一∵∵

十注:課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書棉-i ∴ 牛 ､ 月 ､: lI

氏 .: ∴ 二

一所属 ･資格 -- t:-･ 二-/ 昏 ･ 駆 磯 汐日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします



【実績報告書8-2】

部科校名 :鋳 断を亀戸 氏名:漂一派亀､
敷6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください

.);-:--;__義,-:I-tt-- -,-:-;jl;:I-.-jlt-'･:>.~パ ;うー'^ 雪 号:jIf'f'--:;'
-∴立:.;---Ji.辛:::I-､i-Z:･-･:-I--､-L､言†-I:I.一 二T,;:-'=i･1---㌔-･･lt-弓･･与
･Lv_I､木 工 ､_.･･-:..弓手-::--/-lL-;--'-'･-1･7-･∴∴三 ∴ I-A;-:,:∴1-- こ…

1-号i主≒鳥:-=･;I J∴ 言 ■_;: - I-E層1:･-/-----ン- ご l･-･‥-:-I--;･,--･

二十お 汁 .;･:+I-IT∴二十 ∴--,--工 -.f号1..亡:I,≒'{/･'･-1誉 ∴一一

群 フ石 弓∴:･:-?;-iTt1-rl:i..;= ;･:;,,-.-･:･it1.,-I{-I-/I,-･･1.- ･-･再 j亨i--i :-- I i--i

;;三一字=..I-.t三i･--).･l工 ヰ 十 号Ii:断､)㌣∴ ∴~き･:･1--:.;:.:.与 :･:7t=1.摘･_-;･･,<

:;っ ･ -･J享:‡∴_十･t.=三･二一一 --一月 --f･''::-II--Ji;i-･てこ･く-那 ;;-i>I-

1-;=-;::}+7.-;Ii:一一 ;-:-一･･--i-＼ ,-,-i-i:亨二･!-,--:--∴:-fJr::.:I-･=,,･-L三一楓

∴ ト:･i----II:TJ二号 Il;i-p--I-_I.--､-=:÷rI-/--'t-I-i:i;ilコア- こ.'-t;L十 -i----''-ニ∴ j亘 ;
-I･-i十;-:_:,I::_I--I-:;i.J .i_:3tこ-ti=: li-- 言､こ;-_;t･･三了-:FJこ--i.･∴ つ･- I;夢:;:li･

;-･十三.∴三三二_,-'二･_-:-I;:i_--:-.-_-I_I-･･,;=L-二･了 :--'l tT-ltd:-- 十 ､･･_

/亘∴ iL二 ご-,-:I-;･･:--･hI一･I.:._･--了∴-{.-I_.･-?, - . -I,I:I:I;･--:･-iI.1:丁牽--Jt二L.I-:I

-千･:_::,､亨一十__.,--,;I;-:---.I-工 二‥;I--､:--I,･･ニ 早 一嘉 .:;;-pt.杏.季夏:

･7長 右 に - 十十 碑 1-:-I:Lも ･ギ号､り つ た t:-.書璃 --if･･-I+I--,s

iニ-:A-i-:Ji:イ了 ･;;;I,--､=': -i1--1 rl;;h:･jy｢;辛:-三I-tI.-I-I_Ii:Tlf
!､巨首 .鳳三号:--.-.号{･5-:･･:?.:.;!,:守.-i-I:豆 1--:;-娘･:･7;.171こ-.-/-i1-:-i･･-,
-,:午 i:T;--:iI:--.;)･:1-･=墨 :t7-----i.-.-･1 -ElI.!__.･;'1.I:i-:-二 1.i-･一 言 T--~---i

T二-:-7:三･一号Ii,響;'tく告I,･1 -.･l:･こ -;Fi;-義r･----,･:-描-,･1-I.I.･-･こ､宣
iミ-3-I-/毎-I-̂川.･>:;-:I,等=_し〕二tで-;㌔ ,:TtJLt,･･i-t･:L号再 轟 ､･-:;-贋も
己パ71/;II/id 1--1 i:i/--よit-;_i-I.Tミl::tl.i I-!5･-｢こt')二千二もIJ:_i,-::{-;I/-}･-::,:-:-･
-I･･tL--i･､;i::--約 -ミニー:>L,∴ 一･;-I:-ト !;約,,,寺うJt二-;.;-" ラ;薄;-:言L_熟J:;



[実績報告書8-3]

部科校名 : 脊髄 盲驚 魔 瞥ぎ漕 朗 : 爵 灘 儀 一

鬼研究の結果 (つづ

き): '-- -∴ t ~ -- ･ : -

-- I ･ L~- _ 一 一 ∴ - :∴二

丁一一Z. -- t-- 二･- . 一 一- - =_ _

.-:_ 一 一_ 一 一十 _ t __

-_∴
- 十 ＼

～注 :必要に応じて,このページをご使用くださ



【別紙様式 8】
課題番号 個 OT-03

0追 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡ 平成 20 年 5 月 1

5 日氏 名 池 本 修

一所属 ･資格 経済学部 ･教

授1 種 目 I奨励研究/｢般研究(個刃l/一般研究(共同)/総合研究 一法=該当する種目をO で囲んでくださ

いo2 研

究課題多様な資本主義研究 :体制移行国

を中心に3

研究の目的ロシア東欧諸国はどのような資本主義体制を目指 しているか,またどのような既存め経

済体制に近似しているかを,現地調査を踏まえて調査研究するo

4 研究の概要基礎文献の収集 .分析および専門家 との協議 .打ち合わせ と同時に,中東欧-の現

地調査を実施 したo年度後半からは文献の分析 と同時に専門家 (日本,フランス) との協議を行った

o また中東欧-の現地調

査も可能なら実施 したo5 研究組織 (共同研究 .

総合研究のみ該当します)･研究代表

者･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の (匝卜否) いずれかをO で囲んでください｡否の場



[実績報告書 8-2]

部科校名 :経済学部 氏名 :池本修

一6 研 究 の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください

｡)本研究テーマの基礎文献は,比較経済体制論,比較制度分析論,レギュラシオン理論などを中心

とした,資本主義体制や経済制度の多様性を扱った文献である｡分析の方法としては(1)新制度学派によ

る制度分析を基本とする｡(2)諸制度には戦略的補完性と制度的補完性を有するとする比較制度分析論を

援用する｡(3)比較分析の視点として製品市場,労働市場,金融市場制度,社会保障制度,教育制度など

を基点とする｡(4)これら5つの指標を元に ｢市場ベース型｣｢東アジア型｣｢社会民主主義型｣｢地中海

型｣｢大陸欧州型｣という5 つのクラスターを析出する予定であった｡しかし,当該諸国の制度比較を

文献研究する上で,コーポレートガバナンス,雇用 ･労務管理制度,社会保障制度に絞って研究するの

が体制移行初期段階に経済発展を早期に実現するために海外直接投資誘致政策が大きな役割を持って

いることが判明し

た｡そこで 19 年度はチェコにおける直接投資の実態を日系企業に絞って研究した｡もともとチェコ

は,第 2 次世界大戦前から欧州における機械工業の中心地域の一つであり,社会主義経済体制下でもそ

の伝統を受け継いでいた｡しかしながら基礎学力の高い労働者が存在していても,社会主義経済下での

技術水準は欧米諸国に大きく水を開けられ,チェコの経済発展のためには日本を含む欧米からの対外直

接投資に期待するのは自明であった｡しかしながら 1997 年末までのチェコでは,クラウス首相 (当時

,現大統領)率いる市民民主党が,市場主義にもとづくマクロ経済政策を堅持していたことから,直接

投資による外資誘致が彼らの掲げる ｢小さな政府｣路線に反するため,ポーランドやハンガリーに比較

して外国からの直接投資流入が大きく遅れていた｡ところが 1998 年に産業政策を重視する社民党政権

誕生による政策転換 (国有企業の外資-の売却,対外直接投資の誘致政策導入)によって,2000 年前後

から製造業のグリーンフィール ド投資を中心に対外直接投資ブームが到来し

た｡製造業の直接投資は,生産拡大,輸出拡大によるGDp-の寄与だけでなく雇用拡大や技術移転
などの経済効果が期待できる｡それだけでなく日系企業の進出は,トヨタ生産方式を代表とする日本的

生産システムの移転が,多くの海外拠点で見受けられる｡特にトヨタのような自動車関連産業が進出し

た場合には,最終的組立工場や直系のエンジン,トランスミッションなどのパワートレイン系の大規模

工場だけでなく,関連部品供給企業が進出するために,日本的生産システムの移転が注目される傾向にあ

る｡タイや トルコなど比較的人口･面積とも大きな国と異なり,欧州の小国のチェコ-のトヨタおよび

トヨタ関連企業の進出は,-国全体に大きな影響を及ぼす可能性があ

る｡トヨタおよびトヨタグループの進出は,製品の生産の視点だけでなく日本的経営方式の適応とい

う点からも興味深い｡すなわちトヨタおよびトヨタ関連企業だけでなく,異なる関連職域の労働をこな

す多機能工の育成は,日本では特別のことではない｡多能工育成は生産現場での知識の共有のための重

要な要素でもある｡｢すり合わせ｣という知識共有型の設計哲学のもとで生産が,従業員の分業意識や欠

勤 ･転職率の高いチェコにおいてどのように適応させるかが課題であることが判明し

た｡こうした現地調査は 1年度で完結するような研究成果があげにくく,こんごも引き続き同様のテ

ーマで研究した



【別紙様式 8】
課題番号 個OT-03

1注 :課題番号を記入してくださ

い.平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 5 月 9

日氏 名

所属 ･資格 森 博英経済学部 ･准教授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 暮奨励研究/ 音研究(個 -般研究(共同)/総合研究 l注:該当する種目をO で囲んでくださ
いo2 研

究課題小学校における英語教育の実践と

その効果3

研究の目的小学校における英語教育に関しては､個々の実践や研究報告が行われているが､その全体像を把

握することを目的としたものは､ほとんど見受けられない現状を踏まえ､小学校における英語教育の実践と

その効果について､現時点での全体像を把握することを目的とする

○4 研究の概要現在までに出版された研究.実践報告書を全国から収集したり､関連分野の書籍や学会

誌の内容を分析したりすることで､小学校英語教育の実情の全体的な特徴を考察する○さらに､小学校英語

教育での実績をあげている小学校や特区などを訪問し､授業のビデオ撮影､教師.児童など-のインタビュ

ーやアンケート調査を実施し､それを分析するo前述の考察.調査をもとに､報告書をまとめるoその際に､

補完的に実証実験の必要性が生じた際には､各小学校に実験依頼をし､

その実験の実施や分析も行う○5 研究組織 (共同

研究 .総合研究のみ該当します)･研

究代表者･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の (㊨ ･否) いずれかを○で囲んでください｡



[実績報告書 8-2〕

部科校名 : 経済学部 氏名 : 森 博

英6 研 究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000字以上記入してください

｡)研究の結果は大別して下記の 2 つとなる

:【研究

1】英語学習開始年齢､英語学習年数､および英語学習頻度それぞれと英語学習に関わる情意的な要因

との相関関係を分析するため､首都圏の公立中学 1･2 年生 483 名にアンケー トを実施した｡その結果

､英語学習に関わる情意的な要因として 6つの因子､ 1)英語に対する好意､ 2) 外国に対する興味､

3)個人的な動機付け､4)社会的動機付け､5)国語に対する好意､6)実践的なコミュニケーショ

ン-の意欲､が兄いだされた｡さらに､これら各因子と英語学習開始年齢､英語学習年数､および英語

学習頻度との相関関係を分析したところ､ほとんど相関関係は見られなかった｡ただし､中学校入学前

に英語学習を始めた中学生と中学校入学後に英語学習を始めた中学生との間には､英語に対する好意に

関して有意な差が見られた｡さらに､英語に対する好意と英語学習開始年齢の関係をより詳しく分析し

たところ､その関係は､英語学習開始年齢が 1) 2-6 歳の場合は英語に対して好意的､2) 7.8 歳

の場合は英語に非好意的､3) 9- 11 歳の場合は好意的､4) 12- 14 歳の場合は非好意的､と曲

線的に変化していることが判明した｡以上の結果より､英語学習開始年齢についてさらに詳細に分析す

る必要性が示唆された｡この研究結果は､全国英語教育学会において自由研究発表として発表した｡ま

た､現在､論文として執筆中でも

ある【研究

2】英語学習に関わる情意的な要因や自己英語能力評価と英語学習開始年齢､英語学習年数､および英

語能力との関係を分析するため､首都圏の私立学校 7･8 年生 (中学校 1･2 年生相当)533 名にアン

ケートを 2 種類 (Aおよび B)実施した｡その結果､アンケー トAでは､英語学習に関わる情意的な要

因が5 因子 (好意 ･目的 ･興味 ･国語 ･進学)､自己英語能力評価が 3 因子 (英語で簡単なことができ

る･英語で日常的なことができる･英語で自分に関連することができる)､アンケー トBでは､英語学

習に関わる情意的な要因が 5 因子 (目的 ･寛容 ･挑戦 ･進学 ･日本)､自己英語能力評価が 3 因子 (英

語で簡単なことができる ･英語で日常的なことができる ･英語で自分に関連することができる)､が兄

いだされた｡さらに､主な結果として､ 1)英語学習年数が英語に対する好意や興味の強さに強く影響

している､2) 英語学習年数が長いほど英語を使っていろんなことに挑戦する傾向にある､3) 英語で

簡単なことができるかどうかという自己英語能力評価高いほど英語能力も高い､という結果が見られた

｡この研究については､現在､学会口頭発表および論文執筆のための準備を進めてい



【別紙様式 8 】
課題番号 個 OT-03

2注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 5月

2 日氏 名

所属 ･資格 清水 (本間) 純経済学部 ･教 授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 奨励研究 一般研究(共同)/総合研究 注:該当する種目をO で囲んでくださ

い｡2 研究

課題台湾平輔族の分布と歴史的遷移に関する文化人類学的

研究3 研究の

目的① 台湾における平靖族と漢民族の接触の歴史と､原住地からの遷移､分散の歴史的過程および今

日の分布について､文献資料の探索､日本統治時代の映像資料､戸籍資料の分析､台湾での現地調

査を通じて明らかにす

る｡② 歴史資料と人類学的現地調査を組み合わせて歴史的動態を探ろうとする点｡特に､日本統治時

代の戸籍資料および映像資料はまだ本格的な分析が行なわれていないので､この点からも新 しい成

果が得 られると考えられ

る｡③ 平城族研究の歴史的側面が近年､台湾や欧米の人類学者 ･歴史学者の間で重視されるようにな

っている｡本研究はこうした流れの中で､日本植民地時代の戸籍資料 ･映像資料を活用 しつつ､現

地調査を重視するという手法をとることによって､人類学と歴史学の双方のアプローチを視野に入

れながら､より多角的に平輔族社会の動きを捉えるものであ

る｡4 研究の概

要9 月､ 1月､ 3 月にフィール ドワークを行ない､高雄県､台南県､台中県などの平靖族の村を訪問

して現地資料を収集した｡内容は､映像資料の撮影地と被写体の特定に関する調査､および祖先の移住

の経緯や家族史に関する話を高齢者にたずねることを中心とする｡また､漢民族との相互関係や婚姻関

係に関する社会人類学的な聞き取 り調査を行なった

｡また､台湾の戸籍事務所で戸籍資料のコピーを行った｡戸政事務所ごとに､規定の運用方法が異な

るため､作業は､写真撮影及び複写の両方の方法をそれぞれ取っ

た｡このほか､文献を通じての研究も調査と並行 して行ない､現在既に論文執筆準備をはじめてい

る｡5 研究組織 (共同研究 ･総合研究のみ該当しま

す)･研究代表者

･研究分担者 (役割分

担)※ホームページ等での公開の 杏) いずれかをO で囲んでください｡否の場合は,理由書を添付して下さ
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部科校名 :経済学部 氏名:清水 (本間)

純6 研 究 の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)① 日本統治時代の写真資料を中心として､文献や日本時代の研究者のフィール ドノー トを利用す

ることにより､輔里の輔巷､眉薯についての情報を整理し

た｡｢輔蕃｣ に関しては､昭和初期の言語学者浅井恵倫撮影による写真資料に登場する人物､家屋が現

存しており､この家族を訪問して確認調査を行なったところ､浅井よりもさらに古く､鳥居龍蔵が明治

時代に撮影した写真の人物について不明な点が確認された｡また､社会貢献の一環として､この家族に

鳥居の写真及び､浅井の写真を贈呈することができた｡この経緯については既に報告を執筆した｡報告

の概要は以下のとおりであ

る｡昭和初期の言語学者､浅井恵倫の残した台湾原住民の映像記録について､清水はこれまで何度か

現地調査を行ない､撮影対象となった人々や土地に関する鑑定作業を進めてきた｡『台湾原住民研究』1

1号に掲載した論文 ｢輔里盆地における最後の原住民- 浅井恵倫･鳥居龍蔵台湾映像資料の探求｣[で

は､台湾南投県域里盆地の最も古くからの原住民､いわゆる ｢塙蕃｣の子孫に該当する人物と屋敷 ･付

近の風景に関して現地調査に基づく鑑定の結果を示した｡そのうえで､これらの写真と､明治時代に鳥

居龍蔵によって撮影された写真とを対照させたところ､浅井写真と同じ人物､およびその家族を撮影し

たと思われるものがあることから､東京大学のデータベースにある鳥居写真のキャプションの正否に関

わる若干の疑問を述べた｡その後､今年度の研究においてこれらの疑問点について現地での聞き取り調

査を行ない､鳥居の写真の一部についての確認作業を進めた｡ ｢輔蕃｣に関しては判明し､確定した人名

が 3人､その家族指摘背景についても前年度調査の推測が正しかったことを裏付けた

｡鳥居龍蔵の写真についてはさらに詳しく検討する予定であ

る｡② 戸籍の調査により､写真資料やフィール ドノー トなどに残る日本時代の祖先の戸籍上の確認が

できた｡また､その子孫に関して､戸籍調査により､子孫の家系図の作成および移住先が把握でき

た｡眉蕃について判明した事実について､文献の調査及び現地での継続調査を次年度に予定してい

る｡その概要については､現在文献資料と照らし合わせて整理中であり､まだ本報告において詳細

を公表する段階ではないので控えるが､今年度前半には論文を執筆する予定であ

る｡③ 台南県では新たに判明した古写真に関する事実があり､現地の研究者とさらに協力してその

社会的｡文化的背景について整理しながら､平輔族の移動に関する実地調査を続けていくことになっ

た｡この点についても現在資料の整理を行なっており､今年度中に報告を執筆する予定であ



【別紙様式 8 】
課題番号 個 07-03

3注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡ 氏

名

所属 ･資格 平成 20 年4月 2

9 日加 藤

誠経 済 学 部 ･教

授1 種 目 奨励研究/ 汰:該当する種目をO で囲んでくださ

い｡2 研究

課題都市基盤インフラの整備手法と財源

調達3 研究の

目的日米の空港と道路の整備や維持管理の財源は,受益者負担の原則にもとづいてユーザーから徴収され

ている｡道路整備勘定は一般財源化されようとしているが,空港整備勘定は制度変更にむけて議論が行われ

ているところである｡本研究の目的は,アメリカの制度研究を通じてそのようなインフラのファイナンス制

度に示唆を得ることにある｡アメリカの空港は公的所有ではあるものの,資金調達の透明度は高く,債券発

行によって外部資金を獲得しているからである｡その際に重要な役割を果たすのが債券格付けであ

る｡4 研究の

概要1)空港債の格付けの決定要因の研究 :①ThomsonFinancial のデータを用いた空港債の発行規模や特

徴の把握｡②ムーディーズが公表する格付け指標の中央値にもとづく格付け順位と格付け指標との相関分

析｡③順序型プロビットモデルを用いた格付けの決定要因の計量分析 (共同研究,平成 20 年 6月に公益

事業学会全国大会で発表予定

)02) ムーディーズによる道路債の格付け手法の研究 :空港とは異なり,ムーディーズの手法は公開され

ており,現在,手法の概要をまとめたところであ

る｡5 研究組織 (共同研究 ･総合研究のみ該当しま

す)･研究代表者

･研究分担者 (役割分

担)※ホームページ等での公開の (㊨ ･否) いずれかをO で囲んでください｡否の場合は,理由書を添付して下さ



[実績報告書 8-2]

部科校名 :経済学部 氏名 :加藤-

誠6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください

｡)1 )空港債の格付けの決定要因の

研究① 空港債の

概要アメリカでは旅客数の多い空港ほど着陸料(landingfees) をはじめとする航空関連の営業収入額

が大きく,旅客施設使用料(PFC)の徴収や空港債の発行によって多様な資金調達が可能である｡反対に

,小規模空港は収入が少なく,連邦補助に依存している｡連邦補助は空港利用者が負担するチケット税

などを集めた空港 ･航空路信託基金仏irportandAirway TrustFund) から拠出されており,アメリカの

空港システムは内部補助によって成立してい

る｡空港債は全米の州 ･地方債発行額のおよそ3% を占め,年間 120 件以上が発行されている｡州 ･

地方債の利子所得には所得税が免除されることが多いが,空港債の 40% に代替ミニマム税(alternati

veminimum tax) が課せられる｡これは,空港の収益性が高いことや民間部門の活動範囲が大きいこ

とに起因している｡つまり,着陸料,ターミナル施設使用料,PFCおよび駐車料金のように多様な収入

を確保できるため,それらの収入を担保にして歳入債を発行できるのである｡空港債の発行額の98% は

歳入債が占め

る｡筆者の分析によれば,空港債の発行額は旅客数と営業費用率 (営業費用/営業収入)に依存してい

る｡分析に使用した指標はいずれも格付け会社が空港債格付けに利用しており,このことは空港債発行

額も広義の経営状況に左右されることを示す｡したがって,経営環境が改善すれば,中小空港であって

も債券発行によって資金を調達でき

る｡つまり,格付けは空港自体のモニター機能を有しており,しかも経営状況の変化に応じて機動的

に変更される｡格付けの変動は経営に直結するため,空港を運営する地方団体は経営努力を続けている

のであ

る｡② 格付けと格付け

指標ムーディーズが指定する主な格付け指標のなかで,格付け順位 (Aaa からBaa までの 6位)と数

値の大きさが完全に符合するものは後背地人口,直行便旅客数の対後背地人口比,営業外収入および営

業費用比率の4 つの指標である｡前三者の指標はAaa ほど大きく,後者のそれはAaa ほど小さい｡営

業費用率は経営の自由度を示す指標であり,これが大きいほど支出は硬直化するため,比率が小さいほ

ど格付けは高

い｡このほかにも,空港運営指標として,旅客数,トップキャリア (当該空港において最大の旅客数

をもつ航空会社)のシェアおよび上位 2 つのキャリアのシェアが統計上有意な指標となった｡また,財

務指標ではすでに述べた営業費用比率のほか,売上利益率 (純利益/粗収入)や旅客 1人あたり営業収

入が有意になった｡そして,空港規模指標では営業収入,営業外収入,純利益および運転資本 (流動資

産一流動負債+制限のない資産)が有意な指標となっ

た｡基本的に州 ･地方債のデフォル ト率と回収不能割合は低いため,格付けは相対的に高くなる｡ま

た,空港債の格付けも同様で,格下げなどの変動は小さく,安定的である｡ここには空港がサービスを

独占的に供給し,競争が少ないことが影響を与えているというのがムーディーズの見解であ

る｡空港の将来の必要性を予測することは難しい｡空港の運営状況は航空需要と密接な関係があり,

日本の場合,航空需要を左右するのは新幹線の動向であろう｡もし,日本の空港を格付けすれば,新幹

線の影響を考慮せざるをえないから,整備新幹線構想の進捗は空港のファイナンスをも困難にさせるこ

とにな

る｡他方,政策的なサポートは格付けにプラスの影響を与えるから,日本の空港政策 (空港特別勘定

)が継続される限り,第 1 種,第 2 種 (A)空港の格付けは安定的になるにちがいない｡しかし,第2 種 (

B)と第 3種空港は地方団体の財源から維持管理費用が拠出されている場合が多く,地方団体の信用度

が空港のそれを左右する可能性があ
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部科校名 :経済学部 氏名 :加藤-

誠研究の結果 (つづき

)格付けは信用度の分析にすぎないが,以上のような総合評価であり,しかも民間市場からの資金

調達を前提としている｡今後の空港整備の枠組みを考えるとき,ファイナンスの視点を加える必要がある

｡2) ムーディーズによる道路債の格付け手法の

研究トムソン･ファイナンシャルのデータを実質化して集計すると,2000-06 年の州 ･地方債のな

かで有料道路を含めた道路債券は全体のおよそ 4% を占める｡そのうち歳入債の占める割合は 77.2%

で,98.5% が歳入債である空港に比べ一般財源債の割合が大きい｡それは,地方団体が自らの収入を担

保に道路債を発行しているからであ

る｡債券は今後の道路整備資金を調達する有力な選択肢と考えるのが現実的であり,債券が市中で

消化される場合,格付けは市場に対するシグナルとなる｡ムーディーズの長期債務の格付けは Aaa か

らCまで 9段階に分かれ,そのうちAa からCaa には,上位から順に 1 から3 までの数字が付されてい

る｡このうち,投資適格と言われるのはBaa 以上で,Ba 以下は投機的要素をもつが,道路債の多くは

投資適格の格付けを得てい

る｡道路債の格付け指標は多岐にわたるが,a.市壕条件,ち.ガバナンス･運営,C.財務状況,a.債務 ･

資本計画および e.約款や法令上の枠組みが考慮される｡道路の場合,供用開始からの年数と路線網の規

模に大きく左右され､ 5年未満の有料道路のメディアンはBaa3 に留まるし､単一路線しか持たない道

路事業体の格付けのほとんどはA以下にな

る｡そのほかにも,次のような場合に格付けが高くなる｡①ネットワークの規模が大きく,路線数が多

い｡②他の路線や代替交通機関がない｡③地域経済の経済基盤が安定し,多様である｡④長期的で安定

した交通需要があること｡⑤運営会議のメンバーが独立して,長期的視点で運営にあたる｡⑥運営当局

が上位組織の意向に関係なく,料金設定の権限をもつ｡⑦デット･サービス･カバレッジ比が大きいな

どの財務指標にもとづく償還能力が高い｡⑧収入に多様性がある (例.通勤利用の比率が高い)⑨予算

が硬直的でない｡⑲資本計画や資金支出計画が妥当であること｡ ⑫道路以外-の支出がないこ

と｡注 :必要に応じて,このページをご使用くださ
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部科校名 :経済学部 氏名 :小巻泰

之6 研 究 の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)(研究成

果)1) (研究会報告) "ThelmpactoflmprovementofMeasurementerroronQuarterlyEstimatesofG

DPinJapan ,"Universitystudiesforinternationalbusinessmanagement,Barcelona ,3Sept200

7.2) (学会報告)〝TheReliabilityofForecast-anAnonymousandNon- ,〟 The28thInternation

alymposiumonForecastingtobeheldinNicefrom22ndto25thofJune200

8.本における予測形成

過程フォーキャス ト調査 (以下,JSPF)及び日本経済新聞集計 (以下 NSPF) について,変動性,同質

性,独立性の観点から,個々の予測主体の予測形成について分析をおこなった.本論の実証分析で得ら

れた主な結果をまとめると,以下の通りであ

る.第 1 に,予測主体間の予測の変動性は,情報が増加するほど大きくなることである.有力な情報 (

例えば,四半期GDPの推計手法)が明らかにされ,かつ予測に必要な新規の情報が共有されるのならば

,変動性は小さくなることが期待される.しかし,結果は逆であ

る.第 2 に,情報量の増加により,予測主体間の新規情報の活用で差異が生じ,その結果,予測の変動

性が高まるのではないかと考えられ

る.第 3 に,匿名な予測である JSPFの予測は,他の予測者の影響を受けていないという意味で同質性

が認められない.しかし,匿名でない NSPF は先行研究と同様に同質な予測である.この原因が,匿名

の予測にある可能性がある.つまり,匿名であれば,予測主体の結果にしたがった予測を行 うことが可

能であるが,匿名でない予測の場合,予測機関の属性に縛られる可能性があるからであ

る.第 4 に,匿名な予測である JSPFの予測は,予測主体の独立性の点からは,上述の結果をサポー ト

する形で,独立的な予測とはいえない結果となっている.特定の予測主体は,常に,市場の平均に比べ

,高め (あるいは低め)の予想を行っている.しかし,匿名でない NSPF は偏りのない独立した予測で

あるといえ

る.第 5 に,JSPFについて,予測部分が多い予測形成ではどちらかに偏った予測が行われやすく,情報

量が十分である予測は,独立的な予測になっている.ただし, 1カ月分でも情報量の少ない状況では,

四半期 GDPの予測は,どちらかに偏った予測が行われやすく,予測者間の予測精度の向上にはつながっ

ていないと解釈することも可能である.あるいは,このことは,四半期 GDPの予測が困難であることも

示唆してい

る.以上のように,JSPFと NSPF はその特性で大きく異なっている.匿名性の保たれた予測では,情報

量の多い状況では予測者間に差異はみられないものの,情報量が不足する段階では,他の予測者の影響

を受けていないという意味で同質な予測でないと考えられる.つまり,偏りの大きい独自性の高い予測

といえよう.しかし,匿名でない予測となると,偏りのない他者の影響を受ける予測となっている

.2. 米国における予測形成

過程アメリカの予測専門家による経済予測であるBlueChipEconomiclndicators(BlueChip) の年

次予測を利用して,時間の経過による情報量の増加がどのような形で予測形成に影響しているのかを分

析する.GDP,消費者物価指数 (CPI),失業率の年次予測の形成過程の特性を整理すると以下のとお

り.1) BlueChip における年次予測では,月次ベースの予測調査とはいえ,各予測機関の予測はか

なり強固なシナリオを前提として形成されており,月次に追加される情報は有効に利用されていな

い.特に,その傾向は実質GDPの予測で強く,実質 GDPの予測は他の経済変数の予測に対して

,独立に行われている可能性を示唆してい



[実績報告書 8-3]

部科校名 :経済学部 氏名 :小巻泰

之研究の結果 (つづき

)2) ただし,予測対象の当該年次の月次分の数値が判明する当年 2 月以降 (11 カ月前予測)は,

予測値に関する情報量が変わることから,予測機関のばらつき (標準偏差)が収束し始め,予測

の不確実性が減少している.予測対象の関連月次統計の発表数値が年度予測の修正に影響を与え

ている様子がうかがえる.特に,失業率の予測は追加的な情報により修正が加えられていること

が顕著であ

る.3) それ以前の期間の予測では追加的な情報は利用されず,また,実績値の振れが大きく月次分

の情報が増加されても,年次予測の精度向上には役立ってな

い.4) 不偏性検定においては情報量の増加により,不偏性が棄却できない状況が期待できるものの

,過去 5年の 3変数の予測では不偏性が棄却できる場合が多

い.5) 全予測期間を通じて,かなり強め (かなり弱め)の数値を予測する機関がみられる.特に,

実質GDPの予測では全予測機関の3割程度が偏った予測を行っている.また,他の機関も強め

(弱め)の予測を出し続けている場合が多い.予測機関の独立性検定の結果では,予測が同質で

はなく他の予測機関の影響を受けない独立した予測が行われているといえ

る.6) 予測項目間の予測の整合性については,かなり強め (かなり弱め)の予測をする機関では

実質GDPが他の変数と期待される方向で予測されているとはいえず,実質GDPのみが独立した

予測となっている可能性がある.物価 (CPI)と失業率の予測では,両者の間に負の相関が確認
できる.このことは,の失業率の予測が概ね精度が高いことから,物価の予測で失業率との関係

を意識した予測が実施されていると推察される

.3. 日米の予測形成過程の相違とその

原因BlueChip における年次予測の特徴としては,Krane(2003) が指摘するように,予測機関では予測

期間が長いほど長期的なトレンド,潜在GDPの成長率及び予測シナリオなどが重要な予測要素となってお

り,月次に追加される情報は必ずしも有効に利用されていないといえよう.特に,その傾向は実質GDP

の予測で強く,実質GDPの予測は,他の経済変数の予測に対して,独立して行われている可能性が示唆

できる.このようなBlueChip の特徴は,ESPフォーキャストに関する先行研究 (伴 (2007) ,芦谷 (2007

))においても,予測における追加的な情報を有効活用していないことが指摘されてい

る.ただし,予測対象年についての情報が含まれる期間での予測では,月次の関連統計の情報をもとに

予測修正を行っている様子もうかがえ,予測対象が期近になっていることから固定的な予測要素に固執

したものではな

い.また,予測においてBlueChip は,ESPフォーキャストと同様に (小巻 (2007) ),予測機関間の

予測形成は同質的ではなく異質であることが示された.ただし,日本の同種の予測調査では,同質な予

測形成を行う予測調査もある.たとえば,毎年年末に実施される翌年度の予測である.この予測調査とE

SPフォーキャストでは,本論での予測調査の分類にしたがえば,調査頻度,公表形式が異なっており

,公表形式の影響も考えられる.公表形態の匿名性の影響を検討することが今後の課題で

ある注 :必要に応じて,このページをご使用くださ



【別紙様式 8】
課題番号 個 OT-03

5注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡ 平成 20 年5月
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部科校名 :経済学部 氏名 :今 福 愛

志6 研 究 の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)平成 19 年度の本研究に関連した①具体的成果､②研究計画の総括はつぎのとおりである

｡① 具体的な成

果: 題 目 種類 掲載誌 .号 .巻 .発表年

月日 貢内部統融をめぐる退職給付会計の論点 単独 『みずほ年金レポー ト』No.

74 15-22論文

2007.7.8 頁日本版SOX法と退職給付制度の将来 //評論 『年金

情報』2007.5.21 8 頁退職給付会計基準と退職給付制度の将来 //論文 『年金と経済』20

07.10γol.26No.3 3 貢退職給付 /∫ 税経セミナー 2008.

1 168 -その他 (臨時増刊) 178 真企業統治の会計学-の視座- ｢エンテイ ∫/ 『企業会計』2007.12 4-ll

ティとしての企業｣ の会計の意義 論文 敬)1.59No.12 頁社会

的システムの連携を急げ //評論 『年金情報』2008.1.7 19 貢

退職給付会計基準のフレームワークの転

∫/ 『企業会計』2008.3 18-24換-退職給付会計の問題性 論文

頁｢イギリスの年金制度のバイアウト.コ /メ論文 『みずほ年
金レポー ト』 23-34ス トと会計基準問題-会計基準と年金制度の連携- 2008

.1.2 真わが国の公的年金制度-のマネジメント //

論文 『日本大学経済学部経済科学研究 3-12からの接近-その方法と視点-

所 紀要』2008.3 38 号 頁国際化を迫 られるわが国の会計基準 ～
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部科校名 :経済学部 氏名 :今 福 愛

志研究の結果 (つづ

き)② 研究計画の総

括:本年度の研究成果は､上記の②でしめしたとおり､以下の3 つに分類でき

る｡(1 )退職給付会計基準を中心とした ｢企業統治の会計学

｣､(2) 拙稿 ｢企業統治の会計学-の視座- ｢エンティティとしての企業｣ の会計の意義｣にみ

られるように現代企業のとらえ方をもとに研究テーマを展開したも

の､(3 )評論 ｢社会的システムの連携を急げ｣に見られるように､資金のプール化をもとに財務

情報のフローのあり方を論じたもの｡この (3 )の成果は､別に ｢イギリスの年金制度のバ

イアウト･コストと会計基準問題一会計基準と年金制度の連携-｣において､一段と明確に

展開された｡すなわち､イギリスでは､退職給付の会計基準の情報が､財務報告だけでなく

､年金規制機構の積立基準のひとつとして位置づけられ､会計基準が積立基準の行政指導の

重要なデータのひとつして､連携させたシステムが構築され

た｡さて､本研究テーマ ｢企業統治の会計学に関する研究｣ は､本年度をもって一応の終了をみ

た｡いくつか研究計画の総括を示しておきた

い｡(1)本研究テーマは､企業統治-コーポレー ト･ガバナンスーをキーコンセプトとして､

会計学の体系を再構築することを目指したものであるが､不十分とはいえその体系化のひ

とつが提示できたと思われ

る｡(2) それは､上記の拙稿 ｢企業統治の会計学-の視座- ｢エンティティとしての企業｣ の

会計の意義｣ において明確にしたとおり､企業統治の会計学は､企業の支配の実態とは別

個に自律的な組織というとらえ方のもとに構築されなければならない､ということを意味

している｡誰が支配しているにもかかわらず､企業統治の会計学は､支配株主だけでなく

少数株主をふくめた財務報告のあり方が主題とならなければならな

い｡(3 ) 企業統治の会計学は､投資家をどのようなものとして捉えるのかが出発点となる｡フ

ァンドにみられるように､短期的な利益を追求する投資家でなく年金､生命保険､信託な

どの資金を提供する一般の投資家のための財務報告のあり方が問われなければならな

い｡本年度の成果のひとつである拙稿 ｢わが国の公的年金制度-のマネジメントからの接

近-その方法と視点-｣で展開されたとおり､私的年金だけでなく公的年金もまた資本市場-の

参加の度合いを強めているわが国の現状をみれば､そうした投資家は国民一般をも視野にいれた

ものにならなければならないであろ

う｡(4)以上述べたような成果をもとに､近い将来に ｢企業統治の会計学｣ を上梓する予定であ

る｡注 :必要に応じて,このページをご使用くださ



【別紙様式 8】

課題番号 +∴∴ ∴
∴注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20年 冒9月

5氏 名

所属 ･資格 大 場 允 晶経 済 学 部 教 授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 注:該当する種目をO で囲んでくださ

い｡2 研究

課題デリバリー管理手法の基礎研究及び事例

研究3 研究の

目的製造業において納期 ･リー ドタイム ･在庫を対象としたデリバリー管理のレベルアップを段階的

に実現していく具体的な事例を調査し,手法の整理を通して,時間軸を絡めた思考が要求される一種の

複雑系であるデリバリー管理の基礎研究及び事例研究を目的とす

る.4 研究の

概要本研究は,複合領域に属する社会システム工学の中で,日本企業の強みである製造業のCIM,

ロジスティクスといった内容を包含する経営工学に関する研究である.特に近年の市場の中で,市場ニ

ーズを素早くとらえ,タイムリーに製品を供給出来るしくみが不可欠で,生産 ･流通過程における情報

ネットワークが整備され,納期短縮と在庫削減を同時に実現するため,販売の最前線と生産現場とがダ

イレクトに対話可能な生産販売統合型の生産座席枠システムは,最新の重要な生産形態の 1つであるが

,企業における実施事例発表も少なく,そのロジックの解明は不十分である.本研究で基礎的な解析を行

い,また,現実に起こりうる工程の変動要因に対処すべき技術的なポイントとして,再調整のメカニズ

ムを明らかにして,一般の企業-の応用発展の基礎を得

た.また,事例としで情報システム開発のデリバリー評価を上げる情報システム生産手法を検討し

ている｡情報システムに生産管理手法を取り入れ,事前に準備した "情報システム生産"の部品を利用

し効率的な "情報システム生産方式"を構築することであ

る｡5 研究組織 (共同研究 ･総合研究のみ該当しま

す)･研究代表者

･研究分担者 (役割分

担)※ホームページ等での公開の 杏) いずれかをO で囲んでください｡否の場合は.理由書を添付して下さ
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部科校名‥経/=軒.普轡 氏名 :大場 允

晶6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000字以上記入してください｡

)情報システムの開発における設計工程では,前工程であるシステム方式設計工程で定義され作成され

る成果物に,後工程でも利用する工程間継承情報を数多く使用する｡しかし,手作業を主体とする労働集約

型の従来の開発方式では,手動継承となってしまい,情報間の整合性維持や仕様変更時の修正に工数がかか

り,工程品質の低下が保守後も問題となっていた｡そこで,この工程間継承情報をテスト工程に設計部品と

して利用する自動継承情報支援システムを利用した新たなシステム開発方式を作り,大幅な生産性と設計品

質の向上を実現して,平成 19 年度日本経営工学会秋季研究大会で ｢情報システム開発に設計部品を導入した

開発支援システムの構築 -テス ト工程適用の場合-｣を発表した.また,第 19 回 InternationalCongress

onLogistics and SCM Systems において,｢Constructionofdevelopmentsupportsystem based

onsuccessioninformationbetweenprocessesIThecaseofinformationsystemdevelopment｣ を口頭発表し



【別紙様式 8 】
課題番号 個 07-03

7注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 5 月 7

日氏 名 新 田 義
彦 蔽藍欝atBK ?,ig

"A所属 ･資格 経済学部 ･教 授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 奨励研究 一般研究(共同)/総合研究 注:該当する種目をO で囲んでくださ

い｡2 研究

課題意味論と翻訳文法の研

究｡機械翻訳用の文法理論を､意味論の立場から研究す

る｡3 研究の目

的先ず､言語の意味を論理構造の立場から把握し､個の論理構造を橋渡しとして､翻訳規則 (翻訳文法)

を構築する｡次に､翻訳文法の増強と検証を､小規模コーパス (コアコーパス)の技法とパターン変換のぎ

おうにより行

う｡本研究の目的は､従来から人工知能研究の主要分野とされてきた機械翻訳､意味文法､質問応答､情報検

索､などの理論や技法に貢献できる新知見を提供することでだ

る｡4 研究の概

要研究期間前半において下記 3 点を実行し

た :1)FSA (有限状態オー トマ トン)により意味解析をする方法の検

討｡2) コーパス分析により文の意味を論理式で表現する方法の検

討｡3) 論理式記述をMT (機械翻訳)の翻訳規則に適用する方法の検討｡

研究期間後半において下記 2 点を実行し

た :4)論理式記述をQA(質問応答)に適用する方法の検

討｡5)〔中間および最終〕成果を学会論文にまとめ

る｡5 研究組織 (共同研究 ･総合研究のみ該当しま

す)･研究代表者

･研究分担者 (役割分

担)※ホームページ等での公開の 香) いずれかをO で囲んでください｡否の場合は,理由書を添付して下さ
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部科校名 : 経済学部 氏名 :新田 義

彦6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)1) FSA (有限状態オー トマ トン)により処理できる浅いパターンとして､言語の意味を記述する理論

と技法の1 つを得

た｡2) 得られた理論と技法は､MT(機械翻訳)における翻訳翻訳規則､QA (質問応答)における対話文

の理解処理､などにが適用可能であることを､記述実験で確かめ

た｡3) これらの結果を論文としてまとめ



【別紙様式 8】
課題番号 個OT-03

8注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 5 月 7

日氏 名 山 岸 郁 子

所属 ･資格 経済学部 ･准教授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 庚 励研究/仁般研究(個 )̂l/一般研究(共同)/総合研究 l注‥該当する種目をO で軌 でくださ

いo2 研

究課題1930 年代地方における ｢文化活動｣

について3

研究の目的『改造』にみられる ｢大衆｣意識について考察し､従来のプロレタリア文学との関連ある

いは銃後活動との関連について調査する

4 研究の概要視聴覚的な世界想像の構造化において､｢大衆性｣と ｢越境性｣ を兼ね備えた表

現を展開しはじめた時期の 『改造』につ
いて調査を行なった○また文学者が改造社を磁場としてどのようなかかわり方をしているのかo地

方新聞を調査し作家の個別的

な活動の記録を集積したo5 研究組織 (共同研究 .総合研究のみ

該当します)･研究代

表者･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の 個 ･否) いずれかをO で圃んでくださいO否



[実績報告書 8-2]

部科校名 :経済学部 氏名 :山岸郁

子6 研 究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)研究の新機軸として､『改造』の主筆であった高畠素之の影響で国家社会主義的思考を持つに至

った尾崎士郎についても ｢民衆｣･｢民本｣-の傾斜から ｢人生劇場｣に向かう作品の変遷を改めて押さえ

た｡国家主義思想から大衆文学-といった道のりは､中里介山､白井喬二を相対化させるためにも重要

であろうし､社会講談あるいは新講談が登場した時期と比較させることができ

た｡昭和になると人民文庫と日本浪漫派によって ｢大衆｣概念が再発見され､言論界-再召喚される

｡主に日中戦争以後の保田輿重郎の ｢大衆｣･｢群衆｣･｢民衆｣の再定義に着目するO 亀井勝一郎などと
築いた 『改造』における新しい批評のための枠組みはどのようなものであったのか､｢後鳥羽院｣(昭和 1

4午)などの古典を論ずる際に宮廷･王朝との関連でどのように使用されているのか､また ｢民族と文

芸｣(昭和 16 年)についての考察の折にどのように再定義がなされているのか､その周辺作品や日本

浪漫派の言説運動について調査を行っ

た｡保田は ｢大衆｣ というものは ｢古典と一致した｣ ものとして定義した｡さらには ｢大衆｣と歴史

(大陸-の意志は一致している)とも言う｡ここでは日本国民-大衆と認識されているようにみえ

る｡その後指導者の願望に従って想像され､政治的な操作に利用される言葉として (大衆)はさらな

る変化を遂げることを我々は知っているが､日本浪漫派の言説が具体的にどのように国策言説-と吸収

されていったのかその過程については従来研究されていない領域であっ

た｡｢僕らは別の大衆を考-たのだ｡文明開化の意識に立っ大衆のために､つまりインテリゲンチャ

らしいふるまひを愛する人々のために芸術する心もなく､さらに巷の歌謡曲に涙流す人々にそぐはぬ｡

僕らは今日高級か低級かといふ尺度を変革し､大衆といふ思想を別につくり出さねばならない｣(｢文芸

の大衆化｣昭和 10 年)という問題がどのようにして時代の潮流に巻き込まれていったのか､その過程に

ついても 『改造』というメディアを介在させることによって見えてくるものがあっ
た｡また太平洋戦争における ｢国民｣ のイメージはどこによっているのか､白井喬二をはじめ菊池寛

､吉川英治など大衆に受け入れられた作家達は従軍し､ペンを使ってのその任務を果たしていく｡ その

折り合いをどのようにつけていたのか､個別的に戦時下の言説 (あるいは戦後の回想記)をやはり改造

社を取り囲む状況を押さえるために今後研究を継続するつもりであ

る｡また戦後になり､学生が連帯を果たす際にどのようなイメージを規範としようとしたのか､戦中

･戦前との連続性の中で考察することができるとも考えてい



【別紙様式 8 】
課題番号 個 07-03

9注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 4 月 23 日

氏所属 ･資格 商学部 ･教授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡1 種 目 I奨励研究/一般物 (個刃/一般研究(共同)/総合研究 l注‥該
当する種目を

○で囲んでください○2 研究課題グローバル化時代における海外

進出日系企業の経営課題3 研究の目的海外展開している日系企業は極めて多いが､成功している企業

は主として大企業か独自の技術を有する企業に限定されるoそこで､こうした現実がなぜ生まれるのかを分

析することがこの研究の主たる目的であるが､主として経営システ

ムの面に焦点を絞ってみていくo4 研究の概要研究は文献に基づくものだけでは不十分であるので､

現場に足を運び､日系企業が直面する課題や不足するものが何かなどを調査し､一定の結論を出すという形をとる

o5 研究組織 (共同研究 .総合研究の

み該当します)･研究代表者･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の 嘩 ･否) いずれかを



[実績報告書8-2]

部科校名 :商学部 氏名 :長谷川 啓之

6 研究 の結果 (総合研究の研究代表者は,4.000 字以上記入してくださいo)

19 年度はこれまでの研究を基に､まず第-に概して文献研究を行った｡その理由は海外に出かけて調査

するだけの研究費が不十分で､到底目的を達成することは出来なかったことと､時間的にもなかなか余

裕がないからである｡つまり､こちらで会いたい人に会うにはどうしても休み期間中では無理であり､

授業を優先する限り､現場での調査を必要とする研究には限界があることを通関した｡

そこで､文献研究が中心となり､私の研究姿勢からはあまり期待が持てない文献研究で我慢するしかな

かったが､それによれば､以下の点が判明した｡アジア諸国､特にインドやタイで日系企業の中でも特

に昏 動牽産業は技術力の高さから､大きな成果を上げている.

また､中国や韓国などの現場に出向き､別の研究に関連付けて､特に中国における日系企業の調査も若

干行ったが､その結果､日系企業は一部地域での成功が見られるものの､概して収益率が低いことや､

特に人の現地化が困難なことなどが明らかとなった｡つまり､大企業を除くと概して､特に中国などの

競争の激しい海外で経営展開する日系企業が苦戦している事情が判明した｡特に､技術力に差がなくな

ってきている日中間では今後 10 年以内に日系企業はかなり苦戦する可能性が高い｡そこで､これまで
の研究では十分な成果を上げられなかったので､これらの事実を基に､さらにその原因と対策をどうす

るか､などを考察する予定である｡

またこれまでの研究成果は現在執筆中の 『現代アジア事典』に向けていくつか執筆しており､それらを

基にさらにまとまった形に仕上げたいが､それにはもう少し時間がかかりそうである｡



【別紙様式 8】
課題番号 個 07-04

0注 :課題番号を記入してくださ

いo平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 4 月 1

5 日氏

名所属 ･資格 商学部 ･ 教授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡1 種 目 I奨励研究/一般研究佃人)/一般研究鋲同)/総合研究 i注:該

当する種目をO で囲んでくださいO2 研究課題テクノロジーとマネジメントの融合によるプロダクト.イノベーシ

ョン.プロセスの研究3 研究の目的これまでの研究により､技術とユーザー .ニーズの融合概

念に基づく新製品開発のモデルおよび事例は申請者その他によって国際会議で発表され､近年ではこ

れが国際的に承認されるようになった0本研究では､一連のプロダクト.イノベーションの研究の総

括として､さらにそのプロセスを国際的に明確にすることを目的とするoまた､この基本モデルを環

境マネジメントシステム構築に応用し､ワークシヨッブを開催することによっ

てその成果を公表する予定であるo4 研究の概要今年度予定した､頭記の研究目的をさらに発

展させ､これまでに開発したテクノロジーとマネジメントの融合によるプ ロダクト.イノベーション

.プロセスの基本モデルを環境マネジメントシステムの構築に応用した研究が加わったo従って､上

記の研究目的に対しては､研究成果 (1 )によって纏め､加わつた研究に対する成果は､研究成果 (3) に記したワークショップで研究発表を

行ったo5 研究組織 (共同研究.総合

研究のみ該当します)･研究代表者･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の 噂 .香) い



[実績報告書 8-2]

部科校名 : 商学部 氏名: 市村 隆

哉6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)今年度行われた研究の経過および結果は次の通りである

｡(1) プロダクト･イノベーション･システム研究の

総括申請者 らは主に新製品開発におけるユーザー ･ニーズ ･アセスメン トとテクノロジ

ー ･アセろメン トに関する研究を 1978 年以来行ってお り､その研究成果は､国際会議
および国内で研究発表 している｡ 更に 198 3 年からは､企業の製品戦略､市場戦略

と結び付いたプロダク ト･イノベ-ション ･マネジメン トの研究に発展 し､国際的な反響

を呼ぶようになったOそのため､フィンラン ド･LappeenrantaUniversityofTechnolog
yのMa:rrku Tuominen 教授 と9 月にフィンラン ドを訪問した際､従来の研究を集めて､

ワーキング ･ペーパー として英文で出版することが協議 され､具体的な秀才論文の選定､

章立ての相談がまとまったところである

｡(2 )マネジメン ト･イノベーションシステムの構造､特性に関する学会発
表｡イソ べ-ション ･マネジメン トの共同研究者である石井和克 ･金沢工業大学教授､

および 平 木 秀 作 広 島 修 道 大 学 教 授 ら と協 議 し､ 研 究 成 果 を APIEMS2008( 台 湾

),ISPIM2008(Poltga l),および APCOMS2008 (Indonesia)の国際会議で､それぞれ共同
研究として研究発表 した

O(3 )ワークショップの開催 と研究

発表InternationalFoundationforProductionResearchの元会長 CristopherO'Brien
教授(Nottingham大学 :英国)を招いて (社)日本経営工学会および 日本大学商学部の共催で
｢経営工学研究の現状 と展望｣ と題するワークショップを平成 2 0年 1 月に開催 した ｡ こ
のワ-クショップにおいて市村 ･石井などによる研究発表が行われ

た O発表された研究題目は次の通りである

O* Takaya暮chimura(NihonUniversity),KazuyoshLshii(KanazawainstituteofTechnofog

y､-'lnformatl-onBehav]lorI.ntheDeve一opmentofNewProduchlntheCaseofWeavingMachlne･
l

'*Takayalchimura(NihonUniversit
y)"Deve一opmentofEnvironmentalManagementSystemforManufacturingCompani

es-AnApp一icationofProductInnovationMode巨



【別紙様式 8 】
課題番号 個 07-04

1注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書2008 年 5 月 1

5 日氏 名 真 屋 尚

坐所属 ･資格 商学部 教 授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 注:該当する種目を○で囲んでくださ

い｡2 研究課

題地球規模の少子高齢化への先進諸国の対応 一 日英両国における対応の比較を中心にして

-3 研究の

目的21 世紀において､ますます深刻の度合を深めていくであろう少子高齢化現象がもたらす諸課題に

日本が対処していくには､従来の経済成長 ･経済効率を最優先してきた日本的な発想･手法には限界があ

り､今､発想の転換が求められている｡多くの日本人は､生活体験を通じて､直接間接に､また多かれ

少なかれ､発想の転換の必要性を痛感している｡ その際､イギリスが一つの規範を提供してくれる､と

考えている日本人は､かなり多いのではなかろうか｡従来から､きわめて皮相的な根拠に基づいて､イ

ギリスと日本の同質性 ･共通性 ･類似性を指摘する論者が少なくな

い｡たしかにイギリスも､日本も､少子=高齢=核家族を特徴とする社会である点では共通している｡

しかし､日英両国の社会構造と価値観 ･社会規範は､基本的に異質であり､社会福祉政策 ･社会保障政

策の展開のあり方にも､それが反映されてい

る｡本研究では､日英比較の視点から日本の福祉関連諸制度の再点検を試みつつ､国際的学術情報の

収集整理､なかんずく日本からの情報の発信を､積極的に行

う｡4 研究の概

要日英両国ともに､少子高齢化問題に関連する深刻な課題を抱えている､という点では共通している

が､政策面での対応､問題の背景にある社会経済事情は､大きく異なる｡にもかかわらず､日本におい

て､その差異性が十分に認識されている､ようには思えない｡ところが､この差異性に着目することに

よって､日本的な視点からは､従来はみえなかったこと､思い浮かばなかったことなどを､明確に認識

できるようになる可能性が高い｡これが､少なくとも､国際比較研究の最大の効果の一つといえよ

う｡少子高齢化問題は､今や､先進諸国のみならず､最貧国を含む地球規模で急速に深刻化の度合い

を深めてきており､豊かな少子高齢社会 ･日本に対する国際的な期待が非常に大きいにもかかわらず､

多くの日本人は､そのことに気付いていない｡日本に対する期待は､大別すると､2つある｡ 1つは､

問題解決に向けての日本からの資金援助に対する期待である｡他の 1つは､日本が､歴史上前例のない

高度少子 高齢 化 へ の対 応 を図 って きた､ そ して現在 も課 題 に取 り組 ん で い る､ そ

の経験と成果に関する､グローバルな視点からの利用が可能なかたちでの､日本からの情報発信

である｡後者については､大方の日本人が気付いていない｡本研究には､その研究の過程において､ま

た成果の発表を通じて､この点に関する社会経済的効果を十分に期待しう

る｡渚も--緋汐-qh,: 舅護 紛毒素海§摘



[実績報告書8-2]

部科校名 : 商 学 部 氏名 : 真 屋 尚

生6 研究 の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)社会保障は､基本的に国民 ･住民の一人一人の生活の維持に直接関わる制度であり､社会保障を

通じて提供される各種の給付 ･サービスは､各人の個別的なニ-ズに対応したものであることが望まし

い｡しかしながら社会保障制度の運営や実際的な対応においては､夫婦単位 ･家族単位 ･世帯単位での

生活が現実的 ･一般的とされ､しばしば個人は､その中に埋没していく20)｡それどころか､家族構成員

の間における差別的な扱いにつながっていくことさえあ

る｡たとえば､どのようにすれば､｢無収入 ･無所得｣の被扶養配偶者 ･専業主婦 (第 3 号被保険者

)に保険料負担能力を付与することができるのか?彼女たちの多くはパート労働などに従事し､いくぱ

くかの稼得を有しているが､税制上の壁があって､その水準は､絶対的にも､相対的にも低い｡つまり

パート労働によって退職後 ･老後の生活を確保しうるだけの年金給付を受けるに足るだけの保険料を負

担することは､非常に難しい､ということであり､女性が正規労働者としての労働に継続して従事でき

るようにするためには､家事 ･育児 ･介護などに関連する社会的な支援策の整備が不可欠になってくる

のである｡また､主として女性が担っている､家事 ･育児 ･介護など､収入をともなわノない労働の経済

的な価値を､誰がどのように評価し､誰がその報酬を支払うのか?雇用形態が多様化していくなかでの

｢最低賃金｣を､どのように定めるのか?社会保障の費用負担ともからめての税制改革を､どのように
推し進めるのか?これらの課題を解決できなければ､理念としては非常に魅力的な個人単位の年金制度

へ向けての制度改革は､社会保険方式をとるかぎり､非常に困難である､といわざるをえな

い｡日本では長年にわたって､たとえば､被用者を対象にした健康保険における被保険者本人と被扶

養者との間の給付率の格差が容認されてきた｡こうした格差の存在は､社会保障における平等原則重視

の視点からは絶対に容認できないところであるが､こうした社会保障の理念にも関わる非常に重要な

課題が､日本では本格的な議論の対象とされることなく､放置されてきた､という歴史的事実を､誰し

も否定できないであろう｡ 公的年金保険制度における個人単位を徹底させるのであれば､年金以上に日

常生活に深く関わり､生命の維持に直結している､といってもよい医療保険制度における被保険者とそ

の家族 (被扶養者)との間における給付率の格差の解消についても､あわせて議論する必要があった｡

それも､財政上の観点から給付率を引き下げて､低水準で均一化 ･均等化 ･平準化する､という方向で

ではなく､国民 ･住民の医療保障ニーズに見合ったかたちでの調整を行う必要があ'っ

た｡基本的人権としての生存権と密接不離の関係に社会保障制度があることからすると､社会保障

制度は､理念的には､個人を対象にした個人単位の対応を図っていくべきであるが､現代の日本社会に

おける通念は､生活は夫婦 ･家族 ･世帯を単位として営まれるものとしている｡それに社会保障の財政

上の制約条件が加わり､事態をますます複雑化させ､ひいては混乱を引き起こしてさえいる｡公的年金

制度についていえば､国民年金のように個人単位の制度と､厚生年金保険のように個人単位の部分を不

明確なかたちで包含しつつ､夫婦単位になっているものとが並存しており､不明確な立場におかれてい

る無所得の (専業)主婦と低所得の主婦をめぐる議論を引き起こすことにもなってい

る｡また､視点をかえて､公的年金制度上の学生と専業主婦の立場を考えてみると､両者は､経済的に

は､厚生年金保険加入者の原則として被扶養者とみなしうるにもかかわらず､前者は個人単位で国民年

金に加入して､保険料を支払っているのに対し､後者は被扶養者にして被保険者である夫と一体化し､

いわばその陰に隠れるかたちで国民年金に加入している｡ところが､健康保険については､学生も専業

主婦も､被扶養者として扱われることになってい

る｡社会保障における原理原則が､このように混乱している状態のもとで､問題の解決を､個々の社

会保険制度の枠組みの中で図ろうとしても､基本的に無理である｡社会保障の原理原則が社会保障財政

上の便宜主義のためにゆがめられ､社会保障の理念と生活の実態が乗離しているもとで､社会保障制度

の改正を企てても､常に問題の根本的な解決にはいたらなかったり､新たな問題を引き起こしたりする

ことになるであろ



[実績報告書8-3]

部科校名 : 商 学 部 氏名 : 其 屋 尚

生研究の結果 (つづき

)このように考えてくると､社会保障計画の前提として｢児童手当｣｢包括的な保健およびリハビリ
テーション ･サービス｣｢雇用の維持｣を掲げたベバリジの洞察力は､歴史的な限界を内包しつつも､
卓越していた｡さらに付言するならば､イギリスが海外に多くの植民地を持ち､歴史的にもヨーロッパ

大陸との長い交流を続けてきていた､という点を考慮するにしても､社会保障制度に関する国際協定ま

で､あの第 2 次世界大戦中という時点で視野に入れていたベバリジ構想は､まさに ｢イギリス型福祉国

家のマグナ ･カルタ｣と呼ぶにふさわしいものであり､ベバリジが ｢福祉国家の父 ･近代的社会政策の
守護神｣と讃えられる所以でもあ

る｡それにひきかえ､日本における今日の社会保障をめぐる議論は､財政論に偏っていたり､技術論

に終始 したり､効率化重視 ･民営化推進であったりして､総合的な視野を欠くものとなっていないであ

ろうか｡今こそジェンダー論をも積極的に視野に入れての社会保障の本質論が戦わされるべきとき､と

いえよう

｡以上に関連する成果として､2007 年度には､以下の著作を刊行し

た｡(1) ｢福祉 WelfareJpp .457-475 ､｢医療 ･健康 medicineandhealthJpp .476-510
:石山宏一編集主幹 『トレンド日米表現辞典<第 4 版>』1刷､小学館､2007 年 5

月｡(2) 『保険の知識 (第 2 版)』2 版 3 刷､200+6p. ､日本経済新聞出版社､2007 年 8
月｡(3) ｢社会保障におけるジェンダー ･ギャップ｣pp.1-1

7:『商学集志』77 巻 2 号､日本大学商学研究会､2007 年 9

月｡(4) ｢現代社会と社会保障｣pp.1-28
:『新版 ･社会福祉学習双書』編集委員会 (真屋尚生 ･山崎泰彦)編 『新版 ･社会福祉学習

双書2008 5 社会保障論』改訂 7 版､全国社会福祉協議会､2008 年 1
月｡(5) ｢社会保障の理念と構造｣pp.7-32 ､｢民間保険｣pp.189-216

:広井良典 ･山崎春彦編著 『新 ･社会福祉士養成テキストブック ⑨ 社会保障論』初版 2

刷､ミネルヴァ書房､2008 年 2

月 ｡注 :必要に応 じて,このページをご使用くださ



監別紙様式 83
課題番号 個 oヮ-04

2注 :課題番号を記入してくださ

いO平成 頂9卑 度 学術研究助成金策績報

告書平成 20 年 5 月 10

日氏 名

所属 ｡資格 佐々木 寮

雄

_商学部 ｡教授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしますO※ホームページ等での公開の (⑨ ,杏) いずれかを○で囲んでくださいO否



[実績報告書8-2コ

部科校名 : 商学部 氏名 : 佐々木 寮雄

6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,も000字以上記入してください｡)

本研究を推進するにあたって必要なアプローチの基本的スタンスは､次のようなものであると考えら

れるOすなわち､個々の経済活動は､その活動が観察される場所と時間に応じて異なったものになるこ

とは言 うまでもなく､まったく同じ活動単位 (例えば企業)が同じ綱領 ℡行動計画にしたがって活動を

繰 り返す場合においても､この相違は同様に観察されることになる｡いわゆる ｢経路依存性｣が支配す

るからであるOより具体的に言い換えるならば､一定の経済活動を実際に行うということは､経済理論

が前提 とするような条件､すなわちceもeTispayまblユS(他の事情を等しくして)という仮定をもうけて実

験室環境において抽象的に論ずるのとは決定的に異なるからである｡したがって､同じように見える活

動もその都度異なるプロセスを経て実現されていくことに留意しなければならない｡

そこで､平成 且9年度においては､移民ビジネスに関連する分野におけるそのような現象に対して､

各国の先行研究がどのような方法を選択し､調査 ｡分析を試みてきたのかを､サーベイ研究の対象とし

たOその際､特に重視したのは次のような問題である｡すなわち､上述の研究目標に鑑みて研究の中心は､

第 1に資料の発癌ならびに文献研究に置くということ｡第2に､可能な限りのヒアリングを実施するという

こと,3そして第3に､可能な限り多くの現地調査を行うということ､であるO

それゆえ､平成 19年度には､これまでに蓄積してきた個人的な関係とインターネットを活用して､基本的

には国内に留まりながら各国の先行研究資料の収集を行い､本学大学院に留学中の各国留学生などの協力を

得つつアンケート用紙を海外-送付するなどして､先行研究のサーベイに加えて､主として理論的枠組みを

吟味するために､研究者や移民ビジネス企業に対するアンケートによる基礎的なデータ収集 ｡分析を行いた

いと考えたOそして実際にアンケート項目の作成に着手したが､研究費の厳格管理体制-のシフトに伴って､

念頭に置いていた研究協力者の行動制約から助力を得ることが困難になったため､研究調査体制の見直しを

余儀なくされたOそして､結果的に､現在の研究状況は計画のプロセスの前後を入れ替え､本来後年に予定

していたデータ収集後の処理体制の強化にその力点を切り替えることになった｡

今後は､ヨーロッパ大陸内あるいは北部アフリカを含めた地域における移民ビジネスの研究やヨーロ

ッパとアメリカ大陸間の移民ビジネスの研究､そして中国､韓国を起点としたアジアからの移民ビジネ

スの研究を参照しつつ､日本を起点とした､または日本を目的地とした移民ビジネスの調査研究を目指

していきたい｡ ちなみに､そのような研究は実に意外なことにほとんど行われていないO

移民ビジネスに関する調査は世界的な広がりにおいて重視されているにもかかわらず､日本人の移民

ビジネスに関する調査研究は他国に比べて極端に少なく､商学 ｡マーケテイング分野に限って言えば､

ほぼ皆無と言ってよい状態にあるcLたがって､この研究によって地理的な意味での空白を埋めること

が期待できるだろうO

また､近年の分析ツールの発達に伴って､特に取引の発達過程の研究との関連において､市場の生成

や取引費周の発生などに関する視点が重視され､分析的説明 (analyticna rratives) に基づく経済学､

社会学､政治学､歴史学的研究が次々と登場してきているのに比べて､世界的にも商学 ｡マーケテイン

グ的研究はきわめて稀であるO方法論的に見て､調査研究の高度化が求められる｡

そして何よりも､日本経済の世界的存在感が増し､その国際的責務が問われるようになってきたにも

かかわらず､経済社会学ないし文化人類学的に見ても重要な意味を持つ日本企業の市場-の適応行動に

関するべ-シックな研究が欠如しているため､本研究を行うことによって同種の研究の広がりに向けた

緒を与えることを当面の重要課題と考えている｡



【別紙様式 8 】
課題番号 個 OT-04

3注:課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 4 月 10

日氏 名日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡

印所属 ･資格 商学部 経営学科



[実績報告書 8-2]

部科校名 :商学部 経営学科 氏名 : 福田昌

義6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してくださいO

)ソーシャル･アントレプレナ- (社会起業家)に対する関心が､今､世界的に高まっており､これに関す

る学術著書や雑誌の出版も相次いでいる｡又､米国や英国の著名大学 (大学院)でも､社会起業家関連の科

目やコ-スが新設され､学生からの注目度も極めて高い.しかし､グローバルな注目を集めてはいるものの

､本格的な研究はいまだ初期段階にあり､研究方法や研究者の間での統一したコンセプトやパラダイムが存

在しているわけではない｡

これまでの研究を通じて､社会起業家の概念を敢えて暫定的に要約すれば､以下の通りとなろう｡ 社会

起業家とは社会的な使命感を持って､医療･福祉･教育･環境･文化･貧困などに関連する社会サービス事業を担

う起業家である｡従って､社会性と事業性を両立させながら､ビジネス･センスを持って問題に取り組み解決

策を導くことが要求される｡ 社会にソーシャルイノベーションを起こす存在するともいえる｡

本研究で､今後の社会起業家を対象とする研究では､これ迄に蓄積された ｢ベンチャービジネス研究｣(

起業家 ･ベンチャーマネジメント･ベンチャ-キャピタル投資の 3額域からなる)の成果を如何に援用するか

が改めて確認された｡

今回の研究で､資金提供 (投資)を中心に社会起業家の活動を幅広く支援するベンチャーフイランソロ

ピ-の役割の重要性が改めて認識させられた｡要約すると以下の 3点に絞られる｡

① ベンチャーキャピタル投資の概念･手法を､社会起業家の事業の支援に適用し､欧米ではすでに一定

の成果を挙げている｡

② これは､資金の提供を寄付でなく投資としてとらえるため､ベンチャ-キャピタル投資と同様に､

明確な投資基準を設け､投資先にはマネジメント能力の向上や活動 (プロジェクト)の社会的な成果を

求めることになる｡近年､米国や英国と同様に､わが国でも会費･寄付金に依存するNPO/NGO から事業

収入の割合の多い ｢事業型 NPO/NGO｣ へシフトしつつあり､ベンチャーフィランソロピーの役割が NPO
.セクターにおいても期待されてい

る.③ しかし､ベンチャ-フィランソロピーには幾つかの解決すべき課題もあるOその 1つが社会的成果(Soci

alReturnonlnvestment(SROI )の評価の方法である.ベンチャーキャピタル投資の環資収益 (Return

onlnvestment) が数値 (金額)で客観的に評価されうるのに対し､SROI はその評価手法に幾つかの

困難性が伴う｡ 即ち､社会起業家によって将来創出される事業価値と社会目的価値の算出方法､特に社

会目的評価値をどのように算出するのか?今後､米国や欧州での先行事例をもとに､SROI のもつ課題を

探っていきたい｡

要するに､ベンチャーフィランソロピーの特徴は ｢ダブル･ボトムライン (2 つの帳尻)｣の発想に

集約される｡即ち､1 つは金銭で測定した最終的な損益 (-収支計算の帳尻)で､もう 1 つは金銭で表

示できない社会貢献の最終的な帳尻である｡さらに､ダブル･ボトムラインの発想は営利企業への投資に

も適用され､社会責任投資 (SRI)の枠組みに基づく株式投資にも影響を与えている｡次年度の研究では更

に､ベンチャーフィランソロピーのダブル･ボトムラインについて検討を加えていきた



【別紙様式 8 】
課題番号 個 07-04

4注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡ 平成 20 年 4 月 1

5 日豪Bq'葦

慧㌔代 名 小板 降秀

印所属 ･資格 商学部

教授1 種 目 奨励研究/一般聴 (個人)/一般研究(共同)/総合研究 注:該当する種目をO で囲んでくださ

い｡2 研究

課題トヨタウェイとトヨタ生産

方式3 研究の

目的グロ-パル競争が激しくなってきた現在､トヨタ生産方式の移植だけでは競争優位を形成できなく

なってきている｡本来､トヨタの競争優位の源泉には､トヨタ生産方式とそれを根底で支えている理念

であるトヨタウェイがあった｡だが､この理念については十分な研究が行われてこなかった｡本研究の

目的は､このような理念の果たす役割とその海外移転の可能性を､実証的に研究することであ

る｡4 研究の
概要トヨタ生産方式の競争優位の源泉を､｢製品コンセプトの先見性｣､｢学習する生産システム｣および

｢企業グループの準組織化｣という 3 つの要素から､改めて検討する.これら3 つの要素が相互に閑達

しあって機能することになり､トヨタの競争優位が生み出されてくる｡だが､このような競争優位を支

えているのはトヨタウェイという理念であり､それがどのような経緯で生まれ､育ち､発展してきてい

るのかという歴史を､3 つの競争優位源泉と合わせて研究す

る｡5 研究組織 (共同研究 ･総合研究のみ該当しま

す)･研究代表者

･研究分担者 (役割分

担)※ホームページ等での公開の 育) いずれかを○で囲んでください｡否の場合は,理由書を添付して下さ



[実績報告書 8-2]

部科校名 :商学部 氏名 :小阪隆秀

6 研究 の結果 (総合研究の研究代表者は,4,0的 字以上記入してください｡)

トヨタとそのグループ企業は､トヨタ生産方式とりわけJIT システムという共通のプラットフォーム

のうえで一体性を形成 し､進化の軌道を見出し､その軌道に乗っている｡ 海外展開においても好業績を

収めている｡競争優位源泉としての トヨタ生産方式は､｢学習する組織｣を通 じて､その体系が維持さ
れ､また発展していくことになる｡そして､この ｢学習する組織｣は､上ヨタの企業文化すなわちトヨ
タウェイによって支えられ､方向づけられることになる｡

トヨタウェイとは､後工程引取りという ｢逆転の思想｣にもとづいて､実践を積み重ねながら徹底し

たムダの排除を目指す継続的なアプローチである｡この思想は､組織成員に問題解決の際の基本指針を

提供するものである｡それゆえ､組織成員はこの ｢逆転の思想｣の意味するものをよく学習する必要が

ある｡また､何よりも重要なことは､組織成員による学習なしには､この思想を維持 ･発展させていく

ことが困難になるということである｡学習をやめれば､たちどころに､従来のフォード型大量生産シス

テムの考え方に逆戻りしてしまうことになる｡

このように､ トヨタウェイはトヨタが築き上げてきた競争優位の重要な源泉である｡もし､ トヨタウ

ェイが失われていくようなことがあれば､ トヨタの競争力が低下していくことは明らかであろう｡ そし

て､このような危機は､ トヨタのグtI-パル展開のなかで起きる可能性が高いO

トヨタウェイが失われていくことがあるとすれば､次のようなケースが考えられる｡すなわち､①豊

田佐吉と豊田喜一郎の企業家精神 (思想)を引き継いできた緊密な指導者集団が拡散していき､彼らが

もっていた情熱が希薄になっていき､組織成員が自ら進むべき道を見失うようになる段階､②企業の規

模が大きくなり (従業員数､連結対象企業数､海外企業 ･拠点数､など)､組織運営において トップが

｢指導的精神｣を失っていき､官僚主義化が避けがたくなってきた段階､③海外拠点の規模拡大や拠点

数が増加し､グローバル展開が本格化することにともない､日本国内からのコ-ディネ一夕-の派遣が

著しく困難になった段階､などである｡このような段階になると､組織を特色付けるとともに､引き継

がれてきた企業文化の遺伝子 (DNA) ともよぶべき本質が､徐々に喪失されていくことになる｡

トヨタの海外展開戦略というテーマとの関連で､グローバル化にともなうトヨタウェイの喪失にかか

わる問題の検討については､次のようになろう｡

トヨタの海外事業拠点は急速に増加しており､グローバルに配置されてきている｡また､ トヨタの生

命線ともいえるほど重要になってきた北米市場の主要拠点では､｢生産｣の移転から ｢経営｣の移転へ
の本質的な移行がすすんできている｡｢生産｣の移転の段階では､システムとして完結しているもの (マ

ザー工場)をトランス ･プラント (移植)することによってかなりの程度対応できるOだが､｢経営｣
の現地化の場合は､その自立化が前提されており､現地人が トップになるか､あるいはそのように移行

することが前提されている｡それゆえに､ トヨタウェイを基本にした移転でなければ､企業としてのア

イデンティティが失われていくことになり､競争優位を形成できなくなっていくことになる｡

また､今日すすめられている海外事業拠点の急増にともない､これからのグローバル競争において新

車生産世界同時立ち上げ体制の整備が重要な戦略 (相互補完戦略)となってくる｡この新車生産世界同

時立ち上げのためには､グローバルに展開した国 ･地域の拠点間でさまざまな補完関係を形成していか

なければ競争優位を形成できなくなる｡効率的な相互補完を実現していくためには､拠点間での協調が

不可欠であり､協調のためには､それぞれの拠点が トヨタウェイという共通の企業文化にもとづいて経

営できていることがなによりも重要である｡このような海外拠点への トヨタウェイの浸透が､ トヨタの

グロ-パル競争の成否を分けていく可能性がある｡

言葉を換えていえば､市場の変質をともなったグロ-パル段階だからこそ､ トヨタウェイが重要にな

るということである｡一般に､グローバル化 していく過程で トヨタウェイという企業文化が希薄化 して

いくが､それゆえに改めてその企業文化のもつ重要性を強調せざるをえなくなってきている｡これから

は特に､競争力の重要な源泉であった トヨタウェイを､海外の従業員にも十分理解できるように､その

内容を明示化し､意識的に浸透させていくことが必要であろう｡ さすがにトヨタは､すでに､グローバ

ルな人材育成のための共通の指針として､｢トヨタウェイ 2001｣ を策定し､その普及に努めている｡そ



[実績報告書 8-3]

部科校名 :商学部 氏名 :小阪隆

秀研究の結果 (つづ

き)の内容は理解しやすいものであり､一定の効果は期待できよ

う｡しかしながら､本来､ トヨタウェイは人を介して学習することによって継承されてきたものであ

る｡トヨタウェイを文章で定義してしまうことにともない､学習する意欲 ･新しい領域に挑戦している

という情熱など､トヨタウェイを支えている精神 (スピリッツ)の形式化が始まり､企業文化としての

本来の機能が失われていくのではないか｡トヨタ生産方式からスピリットが失われれば､もはやそれは

トヨタ生産方式とはよびがた

い｡また､従来､トヨタ生産方式をより完全なものとして移植するために､日本からコーディネータ

-が派遣され､脱落しがちな ｢学習する組織｣という本質部分を移植し､強化を図ってきた｡しかし､
今日のようにグローバル化が急速に拡大してくると､これまでのコーディネーター制ではまかないきれ

なくなってくる｡すでに､派遣すべき人材が圧倒的に不足してきているのであ

る｡トヨタは世界 No.1 企業になる日を目前にしているいま､これまでの発展の源泉であった自らの

企業文化を､グローバルな世界に浸透させることができるのか｡一体それをどのように実現するのか､

という重要な課題に直面している｡また､グローバルな世界への貢献をどのように果たそうとしているの

か､トヨタのトップ ･リーダ-の ｢指導的精神｣が問われているということができよ

うO注 :必要に応じて,このペ-ジをご使用くださ



【別紙様式 8 】
課題番号 個 07-04

5注 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたします｡

氏 平成 20 年 3 月 2

4日所属 ･資格 商学部 ･教授1 種 目 暮奨励研究/一般研究(個刃 /一般研究(共同)/総合研究 ー注=
該当する種目

をO で囲んでくださいo2 研究課題出資者貸付金の自

己資本化制度に関する研究3 研究の 目的一般に企業の財務内容が悪化 したときには企業の再生を図る目

的でデット.エクイティ.スワップ(DES)がある.いわゆる債務の資本化であるoこの制度は債権者

と企業側とのプライベー トな協議を通 じて成立するもので､必ずしも法的な強制力はないoところが､ ド

イツの有限会社法との関連で､出資者が会社に資金を提供 した場合に､一定の要件を満たすと､その出資

者借入金が資本化される制度が現に存在する.これはドイツ独特の制度で､わが国にはないしアメリカ等

にも存在 していないoそこで､本研究はこの出資者借入金に関する制度に関する仕組みと

意義について検討することが目的であるo4 研究の概要ドイツ有限会社法にある出資者借入金制度は

､実は 2 つの流れがあるolつは有限会社法第 30 条を中心に資本金維持を図るために展開された判例ルー

ルといわれるものである.もう 1つは､有限会社法第 32a 条 .第 32b 条を中心に旧破産法及び和議法との関

連で設けられた新ルールとがあり､1994 年の倒産法にも継承されているoこの 2 つのルールの関係を
めぐって様々な見解が展開されており､また出資者借入金を商法上 .税法上 .倒産法上どのように処理す

るかについて理論上問題を含んでいるoこの出資者借入金制度は出資者による正規の企業ファイナンス責任制度として ドイツでは重視さ

れており､単に有限会社だけでなく､株式会社等

にも準用されているo5 研究組織 (共

同研究 .総合研究のみ該当します)･研究代表者･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の



[実績報告書8-2]

部科校 名 :商学部 氏名 :五十嵐 邦

正6 研究 の結果 (総合研究の研究代表者は,4,㈹0字以上記入してください

｡)ドイツにおける出資者借入金の資本化制度について考察した｡その結果を整理すると以下の通りであ

る｡第 1に､出資者借入金の資本化制度は有限会社法第 30 条及び第 31 条と､同法第 32a 条及び第 32b 条

の規定に見出される｡前者は資本金維持に関係するのに対して､後者は会社が危機に陥ったときに関係する

｡前者は判例ル-ルと呼ばれ､後者は新ルールとそれぞれ呼ばれる｡両者とも債権者保護を目的とする点で

はたしかに共通するが､しかしその適用範囲に関して違いがある｡例えば後者は資本金に関連せずに適用さ

れるからであ

る｡第 2 に､出資者借入金の商事貸借対照表への表示についてはいくかの諸説がある｡ 1つは実質的自己

資本と捉える説である｡ 2 つめは負債と解する説である｡これには債務法上の立場を重視する考え方と､実

質的自己資本の面との関係で負債とみる考え方とがある｡その場合､負債としての特別明記を要する考え方

とそれを要しない考え方とにさらに分かれる｡ 3 つめは､自己資本と負債との間に独立した中間項目を新た

に設けてそのなかに収容すべきとする説であ

る｡第 3 に､出資者借入金の税務貸借対照表における処理については､出資者による正規の企業ファイナ

ンスの責任面から自己資本と同様に処理すべき説と､それが債務法上の請求権としての性質を有するので､

負債とみなす説とがあ

る｡第 4 に､債務超過の判定については､負債説と非負債説とが対立している｡前者については､更にあ

らゆるケースで負債化する考え方と､継続の予測結果により継続の見込みがポジティブであるときには債務

として計上するけれども､継続の見込みがネガティブなときには負債化しないという考え方とがある｡特別

劣後条項のあるときには､非負債説が有力であ

る｡第 5 に､有限会社法の出資者借入金の資本化規定は､一定の条件が満たされるときには商法及び株式

法にも準用され

る｡このような出資者借入金資本化制度の意義は以下の通りであ

る｡すでに触れたように､有限会社法における判例ルールにせよ新ルールにせよ､いずれも出資者借入金

の資本化制度は債権者保護を目的としたものである.ただ､判例ルールは倒産予防的な色彩が強いのに対し

て､新ルールは会社の再生を意図した点に債権者保護に関する大きな違いがある｡このような出資者借入金

の資本化制度はわが国にはない｡単に会社の財務内容が悪化したときに当事者間の調整結果としていわゆる D

ESと呼ばれるものが法律制度とは別に私的整理のもとで存在するにすぎない｡この点は大いに参考になる

と考えられる｡ その理由はこうである｡平成 18 年 5 月から新会社法がすでに施行されている｡この新会社法

では周知のように最低資本金制度の廃止をはじめ､資本金がゼロとなる会社の設立も認められるようになった

(会社計算規則第 74 条)｡明らかに従来の事前型による資本制度による債権者保護システムを大幅に規制緩

和した｡逆にいえば､その制度は事実上大きく後退したといってよい｡しかし､だからといって債権者保護

の仕組みは必要ではないというわけではない.依然としてそれは重要である｡ というのは､会社に対して財

務制限条項を要求できる債権者のほかに､それを要求できない弱者としての債権者も多数存在するからであ

る｡この点からみても､ドイツにおける出資者借入金の資本化制度は､このような弱者としての債権者保護

の観点から､わが国においても例えば株式譲渡制限のある中小企業などの会社に対する制度化の必要性につ

いて検討すべき重要なテーマの 1つと考えられるのであ

る｡また､出資者借入金の資本化に関して､自己資本を形式的ではなくて実質的に捉える考え方も注目に

値する｡ 既述の通り､それは準自己資本もしくは機能的自己資本と呼ばれている｡このような考え方は正規

の企業ファイナンスによる責任を前提としており､ここでもまた債権者保護との関係が強い｡これがドイツ

会計制度の大きな特質を形成していることは傾聴に値するといえる.わが国においてもこの面について議論

すべきであると解されるのであ

る｡いずれにせよ､わが国においてほとんど知られていないこの出資者借入金の資本化制度は､新会社法

において債権者保護の仕組みが著しく低下してしまった状況からみて､大いに検討の必要があると結論づけ

ることができよ



【別紙様式 8 】

課題番号 璃 07.-0
雇注:課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 4 月 9

日氏 名 佐 藤

猛所属 ･資格 商学部 教授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 ー奨励研究/O-般研究(個刃/一般研究(共同)/総合研究 巨i=該当する種目をO で囲んでくださ

いo2 研

究課題米国証券市場のサーキット.ブレーカ

ーの研究3

研究の目的米国証券市場における 1987 年 10 月クラッシュに考案されたサーキット.ブレーカーが
クラッシュに対しての有効性について

4 研究の概要大きなテーマは米国 1987 年 10 月クラッシュの究明であり､その延長線上のサブ

テーマとしてサーキツト.ブレーカーの研究を取り上げたoこの特にサーキット.ブレーカーのモデルについて多く

の文献を精査するo研究組織 (共同研究 .

総合研究のみ該当します)･研究代表

者･研究分担者 (役割分担)※ホ-ムページ等での公開の ㊦ .杏) いずれかをO で囲んでください｡否の場



l′ミy
[実感療響書8-2]

部科校名 :商学部 氏名 : 佐藤

猛6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください

｡)まず､サーキットブレーカーのシステムの概要を Harris の文献で整理した｡次にサーキット･

ブレーカーの支持見解と反対見解に区分してそれぞれの見解を整理した｡こうした基礎的な研究は終了

したもの､次にサーキットブレーカーのモデルの研究に入ったがこれが､難しい｡クラッシュでの視点

からGreenC.Greenwald.and∫.C.Steinl19911 "TransactionalRisk,MarketCrashes,and theRole

ofCi托uitBreakers,"JournalofBusiness64no.4,pp.443-463. が適当な論文であろうと思われたが､

その解析がまだ十分でないが､GGSモデルの一部を紹介する

｡この論文はGrossmanandMiller[1988] と非常に似ている｡G-Mモデルと同様

に､この論文のモデルはいかに情報がない供給 ･ショックが､第 2 ステージにおいて一般に (または買

い手("valuedriver") に伝達するかを調べることである｡一般全体はすぐにショックを受け入れる準

備が出来ていないから､競争的な小さなグループ､リスク回避型マーケット･メーカーにより第 1ステ

ージですぐに吸収されてしまう｡ただ､第 2 ステージで遅れて､一般はマ-ケシト･メーカ｢垂､らのあ
る新たな供給を買うことにな

る｡しかし1つ G･M モデルと大きく異なる点がある.それは第 1ステージにおけるこの伝達連続性

であるOそして第 2 ステージにおいては過程によりワルラス的状態になるo:買い手とァーケット･メ
ーカーは効率的に仮定的なオクショナ一に完全な需要曲線を届ける｡ だから取引リ云ク (Transaction

alRisk) の範囲がない｡ (noscope) -誰もが最適として考えられる価格数量ペアー数量を受ザること
が保証されている｡対照的に､モデルの第 2 ステージではよ.り非効率的であるo:買い手は執行価格に

条件付でない市場注文をしなければならない｡それゆえ､取引リスクが存在する｡-これらの注文には

魅了しない価格水準で執行されるであろう可能性があ

る｡ここでなされる重要な点は大きな売買高のショックは伝達連続性の第 1 ステージにおける大きな

売買高のショックは第 2 ステージの取引リスクを増大させる傾向にある｡結果として､買い手はある部

分のショックを吸収するために市場にいやいや出向かなければならない｡これは今度)マ-ケ♭ト･メ

ーカーにとってフィー ド･バックする｡うした大きな量は一般に処分することは非常に難しいであろう

と知っているからマーケット･メーカーは第 1ステージにおいて大きな売買高から避けるだろう｡最終結果

i,妹 "ヤイクロストラクチャ-誘導のクラッシュ"である｡̀ 2つの段階の伝達連続性の結果は仮定的な世

/界において何が起きるであろうかは非常に異なる｡この仮定的な世界は一時的な行為としてマー

ケット･メイキシグメ考ニズムを使用するごとなしに､買い手はワルラス的世界において同時的な売買

ショックに見合う世界であ

る｡とのモデルでは:市場クラッシュは実際には経済の中で潜在的にリスクを負担する中で売買高シ

ョッ二クの単なる非効率的配分である｡この非効率性は情報の非完全性としてもあと付けられる｡一市場
注文は重要な変数､すなわち行使価格として条件付けられないという事実である｡サーキット･ブレーカ

ー ･メガニズムの主要な目的は注文を出すときに市場参加者に情報の有用性を促進することである｡

/ ll



【別紙様式 8】

課題番号摘 Cプ,--鍾
?注:課題番号を記入してくださ

いO平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 3 月 3

1 日氏 名 児玉

充所属 ･資格 商学部 教授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

すO1 種 目 f奨励研究/一般研究佃 刃 /一般研究(共同)/総合研究 摩 該当する種目をO で囲んでくださ
い○2 研

究課題ⅠcT を活用 した映像コミュニケーションによる知識創造に関

する研究3

研究の目的近年､新しい知識創造のためのネットワーク戦略支援ツールが映像コミュニケーションであると認知さ

れつつあるoしかしこれまで人や組織と映像コミュニケーションとの関係についての研究報告は国内外を含め極めて

少ないOこの理由は導入企業や活用事例が数少ないということと､もう-方ではこのⅠCTツールが企業の戦略支援ツ

ールであるという位置づげから社会科学系研究者にとって外部からデータが収集しづらいという側面が考えられる

o従って今後のプロ-ドバンド&ユビキタス時代における｢知の創造｣という重要な役割を担う可能性が高い映像コミ

ュニケーションの調査研究は社会科学系分野における今後の研究領域の拡大と発展ならびに実薮上(特にビジネス)のimpl

ication を与える点で大変意義あるものと考えるO申請者は ⅠCTによる映像コミュニケーションが社会.経済

を活性化し様々な人々の知織.ノウハウが流通するネットワーク上で新たな知識や価値を生み出す有望なⅠCTプラットフォームであることを本調査

研究を通じて明

らかにしたいo4 研究の概要本研究調査の目的は1点目が今後将来のブロードバンド&ユビキタス時代に

向けての企業活動や社会生活におを用した映像コミュニケーションのインパクトについて知識創造プロセスという視点か

ら調査研究を実施するものであるO､よび欧米におけるビジネス(製造業､汀､金融､流通信､教育､医療､福祉な

ど)分野と公共機関での利用形態の調査そして映像コミュニケーションがビジネスおよび社会生活において時空間を越えた新たな｢

知(Knowledge) ｣の創造を促､enabler であることを実証する0時に知識経営(KnowiedgeManagement) の観点

からⅠcTによる映像コミュニケーションがの有する暗黙知と形式知のスパイラルな相互作用を促進し企業活動お

よび社会生活における新たな知識創造(例えを発や新たなビジネスモデルの構築など)が実現可能であることを具体的な企業や公共機関におけ

る詳細なケーススタディから明らかにしたいo

5 研究組織 (共同研究 .総合研究のみ該

当します)･研究代表者･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の ⑳ 否) げ れかを



【実績報告書8-2コ

部科校名 :商学部 氏名 :児玉 充

6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は:,4,000 字以上記入してくださいO)

研究成果は以下の学術書 (単著)の出版である｡

Kodama.M.New伽 JdedgeCl18auUn棚 JCT DwmdcCapahdmq Cmauw 伽 仙
Czzm udbs伽 蜘 hformationAgepLlbfjshjng,2008

【Contents】

TheprogressofbroadbandICTishavingabigimpactonindividua川festylesandcorporateactivities.Forcorporate

strategy,broadbandusegoesbeyondimprovingmanagementefficiencytocontributingtoenhancingcustomer

servicesanddeve一opingnewmarkets,Inaddition,theshapeofcorporateorganizationsandtheirbehavioris

changingalongwithrecentchangesJInthebusinessenvironmentanddeve一opmentofbroadbandnetworks.Itw‖

becomeincreasinglyimportantforfuturebusinessstrategiestogobeyondresourcesJjmitedbybusinessum'ts

withinConventionalcorporateorganizationstotakepositiveinitiativeswithknowledgeandcompetencesoutside

thecompanyasweHaswiththedynamicuseofICT,throughsuchmeansasexternalstrategicalHances,vI-rtua暮

corporations,mergersandacquisitions,andoutsourcing.

ThisbookdescribesthatthefuffutJHizatjonofICTbasedonfixedandmobilewirelessbroadbandcommunication

platformssupportsmanagerialspeedandexcellence,whilemakingitpossibletoformulatenewbusinessmode一s.

Chapter1descnLbesbusJ'nessprocessinnovationsandnewe-businessthatactivatestheconceptsandtechno一ogy

ofvideo-basedinformationnetworks(VⅠN)basedonthe一eadingbroadbandandwirelesstechno一ogiesof

murtimedjacommunicationnetworks.DynamicactivitieswithVINasafuturenetworkstrategysupporttoo)WiIJ

enablebusinessinnovationthroughstrengtheningcorporatecompetitivenessandenhancingcustomerservices.

Chapter2considerstheoreticaHrameworksrefacedto-'ICTdynamiccapabHity"forcompaniesthathaveemployed

ICT.mICTdynamiccapabirlty''Comprisesthethreee一ementsofcontextarchJItecture,boundariesconso一idation,and

ICTapplicationcapabJ'Hties,andisdiscussedfromtheviewpointofthenewknow一edgecreationprocess.The

interactionamongactors'dynamicuseofVINtoolsandthecommunityknowledgecreatingcyclesimultaneous一y

enhancesknow一edgeeffectivenessandcreativity.

Chapter3goesontoconsJ'derthedecisJ-on一makingprocessthatintroducedandactivatedVINtoolswithinthe

company,aimedattheacquisitionOHCTdynamiccapability,fromtheperspectiveofastrategy一makingprocess.

Chapter4demonstratescommunitymanagementframeworksexploitingVINinthecompanythroughin-depth

casestudy.Thetop-downapproachthroughtheJ'nnovativeleadershipofcommunityleaderswhocomprehensively

managethebusinesscommunJ'tyspreadwithinandoutsidethecompanywiHenablethedynamicuseofICTby

communitymembers.InChapter5,一ookingatthecreationofbusinessHnkingindustryandacademia,theauthor

considerscasesofVINdeve一opmentthroughabottom-upapproachinvoJvingmembersinthestrategiccommunity,
andshowsana一ysisfromtheviewpointofICTdynamiccapabiHtyCreatedfromdynamicinteractionofcontextand

know一edgewithcustomerswhohavecrossedtheorganizationalboundariesamongindustries.

InChapter6,throughemergentstrategiesforsmaJfandmedium-sizedcompanies,thebookjustifiesnew

know一edgein-houseafteritscreationfromatrjaトand-errorprocessusingabottom-upapproach′andtheauthor

looksatthefeelingsandbehaviourofactorsundertakingtoimprovein-houseproductivityandcustomerservices

asastrategyfortheent'[recompany.
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充研究の結果 (つづき)

InChapter7′theauthortakesupacasestudyofSony,andIooksatanexampleofVINtoo一sadoptionbymea

nsofSony'sdeHberatestrategyusingatop-downapproach.Moreover,leaningfromSony'strial良errormethod,t

heauthorconsiderstheprocessofasuccessfu暮VⅠNadoptionfrom abottom-upapproachthroughemerge

ntstrat:egiescenteredonworksiteorganization.

InChapter8theauthorconsiderssuccessfu一casestudiesofVINadoptionbylargecompanies.Theauth

orconsiderstheprocessesthatproductivelyresolveinternaHygeneratedfrictionandconfHctandtransformcorpora

tecuはurethroughtheuseofbothtop-downandbottom-upapproaches.

Finalfy,inChapter9,thebookprovidesnewinsightsderivedfromthecasestudiesandtheoreticalandmanageri

alimplicationsrelatedtonewknowledgecreationbyICTdynamiccapability.

Bridgingtheoryandpracticeandprovidinginternationalscope,thisbookwillbeinvaluabletoacademiesa

ndstudentswithaninterestinbusiness,management,ICT,andtomanagersinhigh-techindustrie

s.注 :必要に応じて,このページをご使用くださ
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課題番号 橘 8}-｡〆
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いo平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 4月

8 日氏 名

所属 ･資格 堀 江 正 之商 学 部 ･教 授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 ー奨励研究/ 相 加胸 V一般研究供同)/総合研究 l注=該当する種目をO で囲んでくださ
いC2 研

究課題ⅠT統制ベンチマーキング .モデル開発のための

基礎研究3

研究の目的本研究は､2008 年 4月から施行される金融商品取引法に基づく内部統制の評価と監査の

制度 (日本版soX404 条対応という)において求められることとなった ｢ⅠT統制｣の内容と水準をベンチ
マークするための理論モデルを構想するための基礎的 .予備的研究を目的としている

o4 研究の概要本年度は､まずもつて我が国企業における日本版SOX404 条対応におけるⅠT統制
構築を目指した現状把握を行うため､金融商品取引法適用会社､コンサルティング会社､及び監査法人に対する

ヒアリングを行つた○また､本研究計画では､大掛かりなアンケート調査が不可能なため､(財)日

本情報処理開発協会における｢ⅠT統制と内部統制の調査検討委員会｣に委員長として参画し､全上場会社に対するアンケー ト調査

に基づく実態把握を行ったo5 研究組織 (共同研究 .総合研
究のみ該当します)･

研究代表者･研究分担者 (役割分担)※ホームページ等での公開の ㊥ ･否) いずれかをO で囲んでくださ
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6 研 究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡)

1. 成熟度モデルの有効性

IT 統制の水準をベンチマークする方法としてもっとも有効かつ手軽なのが､ソフトウェア開発プロセスの

能力評価のためのモデルとして開発された成熟度モデルである｡このモデルは､IT 統制の要求特質を段階づ

けすることで統制水準 (controlleve l)を識別するためのものである｡

幾つかの段階に区分けされたレベルごとに要求特質を定義し､その達成をもって IT 統制の水準がどの段階

にあるかを判定する｡従来､IT 統制の水準は､｢適切か否か｣ といったように､いわば白か黒かの判定しか

できていなかった｡しかしながら､成熟度モデルを使えば､たとえば ｢Aシステムの IT 統制はレベル 3 統

制が標準化されているレベル)にある｣といったかたちで表現することができる｡したがって､①IT 統制が

まったく機能していない状態から継続的な改善が図られている段階までの幅のなかで現在どの水準にあるか

を一目で判別でき､②業務システムごとのデコボコを判別したり､③国際標準や業界標準との比較も可能と

なる｡

なにより､このモデルによれば､IT 統制の目標水準を明確にし､それを達成するためにはどのような要件

が必要かを明らかにすることができるので､目標管理という観点から有効なものであり､自己評価 (自己点

檎)の手段としても有効なものとなる｡成熟度モデルは､段階を追って水準を引き上げてゆくイメージにな

るからである｡

2. 成熟度モデル適用上の留意事項

成熟度モデルの理論的な有効性は､要求特質をどのように定義するかにかかっている｡成熟度モデルをよ

り客観性の高いものとするためには､成熟度の段階ごとの要求特質をより厳密に定義する必要がある｡その

一方で､成熟度の段階をあまり細かく分断しすぎると､実際の判別で使いにくくなる｡したがって､成熟度

モデルの段階の区切りと､それぞれの段階での要求特質の厳密さの程度は､成熟度モデルをどのような目的

に使うかにかかってくるのである｡

たとえば､IT ガバナンス協会の ｢COBIT｣ では､次のような段階を区別している｡本研究に基づくヒア

リング調査でも､さし当たって ｢COBIT｣ のモデルをそのまま援用するか､若干の手を加えて使っていると

ころが多い｡

･第0段階 (不在):IT 統制がそもそも存在しない段階である｡

･第 1段階 (初期):Ⅰで統制はあるが､標準化されておらず､場当たり的な段階である｡

･第 2 段階 (計画):IT 統制手続が計画され､反復性があって､標準的なパターンに従うが､個人の直感

に頼る段階である｡

･第 3 段階 (周知):IT 統制は､測定可能な洗練されたところまでゆかないが､そのプロセスが明確に定

義され､文書化されて事業体内に周知されている段階である｡

･第 4 段階 (測定):IT 統制のプロセスに対する監視と測定が可能で､プロセスが継続的に改善されてい

る段階である｡

･第 5 段階 (最適):IT 統制のプロセスが継続的に改善され､外部の規範的実践に照らしても最適化され

ている段階である｡

これは 6段階モデルであるが､たとえば､金融商品取引法に基づく内部統制報告制度対応では､統制の ｢整

備状況｣ と ｢運用状況｣の区別が重要な意味をもつことから､この区別に着目した次のような 3 段階モデル

もそれなりの有用性をもつものと考えられる｡

･ 必要かつ十分なIT 統制がなく､最低限のコントロールが場当たり的に適用されている段階

･ 必要かつ十分なIT統制が､規定として整備されている段階 (整備状況が良好な段階)

･ 必要かつ十分なIT 統制が､規定に従って実際に運用されている段階 (運用状況まで良好な段階)
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研究の結果 (つづき)

ただし､IT セキュリティエンジニアリング-の適用など､その利用対象を技術的領域に限定しない限り､要求特質の

定義の厳密さの追及には限界がある｡たとえば段階ごとの要求特質として ｢エラー率 ⅩⅩ%｣といった定量的な定義がつ

かえれば､それだけ段階の区切りを厳密にできるが､到底すべてのⅠでコントロールに適用することはできない｡かとい

って､あまりにラフな定義では段階の判別に支障をきたす｡ここに要求特質の定義の難しさがある｡また､成熟度モデ

ルをコントロールという､抽象的で､さまざまな側面をもつ対象に適用するとき､そもそもその ｢水準｣というものを

どのように考え､どのように定義するかというより根本的な問題があるのである｡

3. わが国の実態調査にみるIT 統制の成熟度

(財)日本情報処理開発協会の ｢IT 統制に関する調査検討委員会 (委員長 :堀江正之)｣は､2006 年度､

2007 年度の 2 年間にわたり､上場企業のシステム部門長を対象にアンケート調査を行った｡その一部とし

て､米国COSOが示した内部統制の 5 つの構成要素 (統制環境､リスク評価､統制活動､情報と伝達､監
視活動)ごとに､ IT統制の成熟度を判定するための調査が行われた｡

当該成熟度調査は､アンケート調査という制約から､厳密な意味での要求特質を定義したものではなく､

上掲の表に示すように 6つの段階を識別して､単純スコア付けを行うことによってレベル判定を行うという

簡便法である｡また､複数の業務処理システムの共通基盤となる ｢IT 全般統制｣に重点を置き､統制の ｢整

備状況｣と ｢運用状況｣の区別を成熟度レベルの定義に反映するように工夫されている｡

下掲の表は､2006 年度および 2007 年度調査の結果として明らかとなった成熟度スコアである｡

構成要素 調査項目 2006年度 2007年度

差 ｣統制環境 聖営目標に沿ったⅠT戦略計画の策定状況 2.15 2.27
+0.12情報システム部門の役割 .責任の文書化 2.39

2.49 +0.10キユリティポリシーの策定と適切な運用 2.

14 2.19 +0.05yL制に関連する従業員の教育 .研修の実施状況 ′ 1.92 2.21 +

0.29リスク評価 マ #情報と伝逮 ネジメントの意図 .指
針の周知 .徹底状況 1.64 1.83 +0.19システムの脆弱性 .インシデント情

報等の収集 . 2.07 2.24 +0.17伝達の状況統制活動

i 三社的なアクセス制御の実施状況 2.17 2.44 +0.

27システム開発ライフサイクルの統制状況 1.08 1.25 +0.17

.一J:情報システムの運用管理の統制状況 2.ll 2.41

+0.30部委託に関する

セキュリティ面での管理状況 2.13 2.29 +0.16監
視活動 ;.-桜:システム監査等の独立的評価の実施状況 2.06 2.14 +0.08

表 2006 年度 ･2007 年度 IT統制の成熟度スコア筆麹掛けは､

2006 年度と2007 年度とでスコア差が大きい項目を示す｡【出所 :JIPDEC｢

IT と内部統制に関する調査報告書｣(平成 19 年度)､一部加工12006 年度における平均スコアをみ

てみると､統制環境を除いて､未実施か場当たり的な対応水準を意味するレベル 1 にある｡ところが､200

8 年 4 月からはじまる内部統制報告制度-の対応を迫られたこともあって､2007 年度にはリス



また､図は､2006 年度と2007 年度の成熟度スコアをレーダーチャートで表したものである｡リスク評価

が大きく伸びたこともあり､バランスがよくなった｡内部統制は 5つの構成要素がばらばらに機能するので

はなく､それぞれが連携または補完し合いながら､効果が発揮されるものである｡この意味において､各構

成要素がバランスよく成長することは望ましいことであるといえよう0

統制環境

監視活動

統

制活動…
｢◆ ~ … リ

スク評価情

報と伝達ii

iii2007 年度 20 0

8年度図 成熟度スコアのレーダー

チャート[出所 :JIPDEC ｢IT と内部統制に関する調査報告書｣(平成 19 年度)､一部

加工】ただし､｢統制環境｣および ｢情報と伝達｣ に経年変化がほとんどみられないことには注意が必要

である｡いくらしっかりとした IT 統制を構築しても,統制環境が脆弱であれば砂上の楼閣である｡そこで､

｢情報と伝達｣の要素との関連に着目して､社内コミュニケーションを仕組みとして整えることによって､

統制環境を強化してゆくということも可能である｡一般的に言って ｢統制環境｣を変えることは難しいが､｢

情報と伝達｣という要素と密接に関連づけることで大きく変わる可能性があるように思わ

れる｡4. 今後の理論的

検討課題成熟度モデルというのは､それ自体､Ⅰで統制の ｢評価｣ をすでに織り込んでいる｡IT 統制の評

価を行わなければ､どの成熟段階にあるかを把握することができない｡ただ､この問題を突き詰めて考えて

ゆくと､各段階での要求特質をIT 統制の｢評価尺度｣との関係でどのように考えるかという厄介な問題に行き

当たる｡もしIT 統制の現状把握のために自己評価を行い､目指すべき目標を設定しようとすれば､｢IT 統制

基準｣と｢要求特質｣の区別はいきおいあいまいなものとなる｡ともにIT 統制の目標であり､かつ評価基準

に違いないから

である｡そこで､今後は､各 ｢IT 統制基準｣ごとに ｢成熟度合｣を対応づけるなど､IT 統制基準と成熟

度合という二つの異なった切り口からする IT 統制の目標をむすびつけるようなモデル構築に取り組んでゆ

く必要がある｡すなわち､IT システムが満たすべき基準ごとの成熟度を表現するためのモデル

である｡注 :必要に応じて,このページをご使用くだ
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い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 4 月 15

日氏 名 村 井

秀 樹所属 ･資格 商

学部 ･教授日 本 大 学 総 長 殿下記のとおり報告いたします｡1 種 目 極 励研究中 般研究(個刃l/一般研究(共同)/総合研究 l注‥該当する種目をO で囲んでくださ
いO2 研究

課題EU域内のエネルギー政策と排出権取引会計基準の相関性3 研究の目的排出権取引会計基準

は､国際財務報告解釈委員会(ⅠFRⅠC)に統一化 .収赦化されたかに思われたが､問題点が指

摘され翠在保留されているO 統一化されない背景には､EU域内各国のエネルギ-政策と密接な関

係があると考えられる○エネルギー政策と排出権取引会計基準を結びつけ､その相関性を検討 した研究はこれまで世界の文

献でも皆無であるoこの仮説を検証することが､本研究の中心課題であるo4 研究の概要EUの中でも､特にチェコ､デンマーク､ドイツ､フランス､アイルランド､イタリア､イギリスは､

会計のル-ルを定め､｢無形資産｣として取り扱っている○これらの国の中でも､イギリスとイタリアは､排出権を負債としても計上 している○さらにイギリスは､国際財務報告解釈委員会(IFRⅠC)の基
準にも準拠 している○ また､エス トニア､スエ-デンでは､金融当局の指導のもと､金融商品とし

て排出権を取 り扱っているo ドイツ､フランス､オース トリア､フィンランド､イギリスは､コモ

デイテイ- (現物商品､先物商品)として取 り扱っているoこのように排出権の捉え方が､複雑で

あり､混乱 しているように思えるoこの根本原因は､排出権をめぐる各国のエネルギー政策の考え方 (短

期計画､長期計画)の相違から生 じて

いると考えられるo5 研究組織 (共同研究 .総合研究のみ該当します)･研究代表者･研究分担者 (役割
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部科校名 :商学部 氏名 :村井 秀

樹6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4.000 字以上記入してください｡

)(訂 EU各国のエネルギー政策と排出権会計基準の関係性についての資料を集め､検討する｡ E
U加盟国 (25カ国)については､京都議定書上の削減数値目標は -8% であるが､'各国の数値目

標を再配分している｡その結果､デンマ-ク､ドイツ､ルクセンブルクのように 1990 年温暖化ガ

ス排出量の比で-20% を超える排出削減目標が厳しい国とフランスのように±0¥% の国､ポル トガ
ル､ギリシャ､スペインのように+100 /Oを超え､削減努力を有しない国もある｡各国のエネルギ

ー政策は経済発展に比例 しており､各国まったく異なるのである｡

② EUの中でも､特にチェコ､デンマ-ク､ ドイツ､フランス､アイルランド､イタリア､イ
ギリスは､会計のルールを定め､｢無形資産｣として取り扱っている｡ これらの国の中でも､イギ
リスとイタリアは､排出権を負債としても計上している｡ さらにイギリスは､国際財務報告解釈

委員会(IFRIC) の基準にも準拠している｡ また､エストニア､スエーデンでは､金融当局の指導のも
と､金融商品として排出権を取り扱っている｡ ドイツ､フランス､オ-ストリア､フィンランド

､イギリスは､コモディティ- (現物商品､先物商品)として取り扱っている｡ このように排出

権の捉え方が､複雑であり､混乱しているように思える｡この根本原因は､排出権をめぐる各国

のエネルギー政策の考え方 (短期計画､長期計画)の相違から生じていると考えられる

.③ エネルギ-政策との相関性の仮説を検証する上で､まずEU企業の排出権取引会計の実態を

検討を行った｡特に､フランスでは､Lafarge (セメント)やロ-ディア (化学)が排出権取引を

行っている｡特に IJafarge は､CDMプロジェクトの開発 (モロッコとマレーシアで実施｡イン
ドとブラジルでも計画中)も行っている｡ドイツでは､BASF､DeutscbeBorse やE.ON が排
出権取引では有名であり､イギリスやオランダでは Shel lである｡これらの企業の排出権取引担
当者にエネルギー政策との関連性を ｢情報開示｣の点から検討すれば下記のような結果になった

｡◆AnntlalReport における開示の

実態地球温暖化問題についても企業の経営成績に大きな影響を与えつつある｡AnnualReport
におけるリスク情報においても地球温暖化問題から派生するリスクについて記載 している企業

が欧米を中心に多くなってきている｡一方､排出権取引制度については､実際にスタートしてい

るのはEUのみであることからEUを中心に記載が行われているのが現状であ

る｡ドイツの化学メーカーであるBASFの ｢FinancialReport2006｣ によると､リスク情報

の中の法規制リスクとしてEU排出権取引制度について記載 し､重要な会計方針においても｢排出
権｣として記載があ
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樹研究の結果 (っづ
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4.重要な会計方針 :BA
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8.同様に､フランスのセメントメ-カーであるLafarge の｢AnnualReport2006onfo

rm20･F｣ においても環境情報として排出権取引について記載 し､重要な会計方針にお

いても ｢排出権｣として記載があ

る｡注 :必要に応 じて,このページをご使用くださ



【別紙様式 8 】
課題番号 個 07-05

0汰 :課題番号を記入してくださ

い｡平成 19 年度 学術研究助成金実績報

告書平成 20 年 4 月 14

日氏 名

所属 ･資格 安田武彦商学部 ･准教授日 本 大 学 総 長

殿下記のとおり報告いたしま

す｡1 種 目 庚 励研究/-齢 噴 (個刃 /一般研究(共同)/総合研究 控 該当する種目をO で囲んでくださ

い○2 研究課題東アジアのクリエイティブ産業におけるネットワーク形成の特性に関する比

較研究3 研

究の目的東アジアと欧米のクリエイティブ産業の制作及び流通に関するネットワーク形成の特徴を

調査 し､どのような組織がどのような戦略をもってコンテンツビジネスを発展させているのか､そ し

て政府はどのような戦略をもってクリエイティブ産業を育成 しようとしているのかを考察するo

4 研究の概要東アジア諸国と欧米諸国のクリエイティブ産業に関する調査を行い､比較研究す

るo今年度は米国のクリエイティブ産業を含むサービス産業のイノベーション政策と､シンガポ-ル

､香港､タイの各政府のクリエイティブ産業育成策に関する資料 と統計の収集を行い､政府がコンテ

ンツの独創性を生み出す源泉をいかにして生み出そうとしてい

るのか比較分析を行ったo5 研究組織 (共同研究

.総合研究のみ該当します)･研究代

表者･研究分担者 (役割分担)冗,ト ムページ等での公開の嘩･否) いずれかを○で囲んでください｡否の
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部科校 名 :商学部 氏名 :安田武

彦6 研究の結果 (総合研究の研究代表者は,4,000 字以上記入してください｡

)本年度は主に米国とシンガポール､香港において調査を行い､クリエイティブ産業のクラスタ-

内でのネットワ-クの構築による創造的環境の形成と､クラスターが生み出す知識外部性に関する分析

を行った｡現在､クリエイティブ産業は経済成長の新たなエンジンとして世界各国において注目されて

いるが､その国内経済に対する影響はいくつかの段階にわたる｡このうち､直接的ではあるが､有形で

ない国内経済へのクリエイティブ産業の経済効果と､そのネットワーク特性の分析を行った｡これには

芸術作品の産業デザイン､イノベーションや製品差別化への経済効果が含まれ､産業高度化と国際競争

力強化へ芸術がいかに貢献しているのか調査を行っ

た｡本年度に行った研究から､シンガポールにおけるクリエイティブ ･クラスター戦略の経済効果に

関する分析結果の一部を報告する｡ クリエイティブ産業は､オリジナルの知識､製品､サ-ビスを創造す

る｡これら創造物の経済価値は､製造業やサ-ビス産業において採用され､または商業化されれば､何

倍にも価値は増加する｡情報経済化の進行により製品やサービスがより知識集約的で技術集約的となっ

ているので､この効果を取り入れることが競争優位に立つための源泉となりうる｡それゆえに創造的な

製品やサービスの他分野での利用可能性が鍵とな

るoシンガポール政府による産業連関表を用いた分析によれば､クリエイティブ産業は各産業部門間

に有意な連関を示 しており､クリエイティブなエコシステムを構成している｡その一例として､メディ

ア産業に属する映画館や舞台芸術のような規模の小さな産業は､広告や出版といった大規模部門から経

済的恩恵を受けていることが指摘できよう.シンガポールのグラフィック ･デザイン及び産業デザイン

企業111 社に対する政府機関の調査によれば､クリエイティブ ･ネットワークとなってデザイン産業
から他部門へと推定される連関は有意であると結論付けられてい

る｡シンガポール経済の各部門は､他の 154 の各産業連関部門から平均して0.32% の投入を受
けていた｡全体としてみると､製造業は0.79% の投入をクリエイティブ産業から得ていた｡個別に

みると､化学産業が 2･32% と比較的高い数値を示している｡その理由は広告と IT サービスの利用
が高かったからである｡それ以外の製造業は概 して低いといえるが､これはデザイン産業からのデータ

が利用可能でないからであり､これが加算されれば数値は高くなると推定される｡バリューチェーンの

付加価値を高めることができるので､製造業にとってはまさにデザイン投入の重要性は高まりつつある

といえよ

う｡サ-ビス産業のクリエイティブ産業からの投入率は､6.11 %である.このことはシンガポー

ルのサービス産業は国内のクリエイティブ産業への依存度が高いことを示している｡個別にみると､運

輸で低くなっているが､これは創造性より効率が重視される産業だからであり､また教育産業が高いの

は出版と IT サービスの利用度が高いからである｡またコンテンツなどサービスの多くが輸出可能であ
り､そのようなサービス産業へ投入されるクリエイティブな生産物の質を高めることが､シンガポ-ル

のサービス産業の国際的な差別化を可能とする｡さらに広告業は製造業にもサービス業にもグローバル

市場の獲得で大きな貢献をなすので､クリエイティブ産業が広告業に与える経済効果が大きいほど､国

内企業の国際競争力は強化されることにつなが

る｡シンガポールのクリエイティブ産業のネットワークの特徴と政府の政策を分析した結果として､

次のようなことが結論として把握できた｡クリエイティブ産業が発展すれば､芸術 ･文化に従事する多

様な芸術家や知識労働者が集結し､ネットワークを形成するようになる.これがクリエイティブ産業を

サポー トするようなビジネス支援サービスやメディア産業の投資を誘引する｡そうなると芸術 ･文化活

動とその支援 ･補完活動の活発化により､都市のサ-ビスのイノベ-ション活動の生産性は上昇し､多

様でクリエイティブなサ-ビス ･イノベ-ションが継続的に生じるようになる｡このようなプロセスの

進展は､クリエイティブ産業クラスタ-の前方連関効果であると把握できる.そして以上のようなプロ

セスの進展により､よりいっそう多様でクリエイティブな人材を世界中から誘引することができ､さら

にクリエイティブ産業のイノベーションに特化 したビジネス支援活動の集積を生み､そのことが都市へ
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彦研究の結果 (つづき)

様でクリエイティブな人材とサボ-ト産業の集積がさらにいっそう進展していく後方連関効果を

生み出すことが､合わせて把握できた｡都市に集積した多様でクリエイティブな人材は､フェース･ツ

ー ･フェースの情報 ･知識の交換により､新たな知識を創造し､またクリエイティブな活動の生産性向

上にも貢献するようになる｡シンガポールの政策は､まさにこの方向性をもったものであると位置づけられ

る

｡今年度は主に､東アジア諸国へ影響力の大きい米国の政策動向に重点をおいて研究を行い､それ

にあわせて､東アジア諸国を調査で訪問し､研究テーマに関する資料を収集し､比較分析を行った.ク

リエイティブ産業の高度化を分析するためには､産業政策と文化政策をあわせて考察する必要があるの

で､今後もより詳細な調査を行い､引き続き比較研究を深めていく予定である

｡また研究成果の一部を､次年度の日本消費経済学会の研究大会で報告する予定であ

る.注 :必要に応じて,このページをご使用くださ




